
不 生涯を通じて発育の最も速やかな乳児期に、乳児の発達や子育てに関する総合的な相談や指導を実施するこ
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 とによって、保護者が安心して育児をすることができ、乳児が心身ともに健やかに発達することができる。
展開方向

対象児（生後４～５か月児）に個別通知を行い保健センターにて月２回（年２４回）実施。 毎月２回　事業実施
（母子保健法第10条に基づく） 随時　要経過観察者のフォロー
≪内容≫・体重、胸囲、頭囲の測定 当該年度 相談予定月を１か月経過して（０歳６か月時点）来所がなかった者で、地区担当保健師が訪問等で状況確認
　　　　・集団教育（歯科衛生士による歯に関する話・栄養士による離乳食の進め方の話） 執行計画 をする。

(3)事業内容 内　　容 　　　　・個別相談（保健師による育児相談）
　　　　・希望者は栄養士・歯科衛生士による個別相談

相談者数 想定値 640当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 635

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 安心して、適切な子育てができる保護者が増加する。 間接 育児不安の軽減・解消率 ％ 98.1 100

令和 2年度 安心して、適切な子育できる保護者が増加する。 間接 育児不安の軽減・解消率 ％ 100

令和 3年度 安心して、適切な子育できる保護者が増加する。 間接 育児不安の軽減・解消率 ％ 100

３～６か月児は健診が無料で医療機関で受けられるため、来所率が低くなっている。このため、電話や訪問による、未来所者の
(7)事業実施上の課題と対応 状況把握に努めていく。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 51 消耗品 2 2 消耗品 8 消耗品 8
通信運搬費 59 通信運搬費 67 67 通信運搬費 57 通信運搬費 57
医薬材料費 2 医薬材料費 4 3 医薬材料費 4 医薬材料費 4
駐車場整理業務委託料 135 臨時職員賃金等 535 535 臨時職員賃金等 337 臨時職員賃金等 337
シーツ･毛布クリーニング代 7 シーツ･毛布クリーニング代 7 0 シーツ･毛布クリーニング代 7 シーツ･毛布クリーニング代 7
臨時職員賃金等 337 事故防止啓発パンフレット（隔年） 0 事故防止啓発パンフレット（隔年） 42 事故防止啓発パンフレット（隔年） 0
乳児用体重測定点検（隔年） 3 乳児用体重測定点検（隔年） 0 乳児用体重測定点検（隔年） 3 乳児用体重測定点検（隔年） 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 594 合　　計 615 607 合　　計 458 合　　計 413
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 594 615 607 458 413

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.61 0.61 0.61 0.61 0.61
正職員人件費 5,368 5,368 5,368 5,368 5,368

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 337 337 535 337 337

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,962 5,983 5,975 5,826 5,781
(11)単位費用

9.62千円／人 9.35千円／人 9.41
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・少子化・核家族化により、保護者の育児不安は増大していると報告されている。 ●①事前確認での想定どおり
・４～５か月という時期は首すわりなどの重要な発達課題の多い時期であり、異常の早期発見が必要とされると同時に親 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 子関係の確立にも重要な時期と言える。さらに離乳食開始や歯の萌出を控えた時期でもあり保護者の新たな不安も出現し ○要
   背景は？(事業の必要性) てくるため、保護者の不安を軽減し乳児の健やかな成長を支えるために、相談事業を行う必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

保護者の育児に関する相談内容を個別に聴取し、個々の発育や発達、家庭環境に合わせた相談を行い、保護者の不安を軽
減し乳児の健やかな成長を支えられた。安心や自信をもって子育てできる保護者を増加させるために事業の必要性が高い

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 該当する児に事業案内を行い、市が主導で事業を進めること

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 により、育児・栄養・歯科と総合的な相談体制が確保された
□その他 　促進された 。また、市の施策に基づく、住み慣れた地域で健康に暮らせ

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した るよう、母子保健事業における保健指導・健康教育を実施す
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ることにより、個々に合った助言を行えた。安心して子育て ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された できる保護者が増加するための重点事業とし事業の必要性が ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他 高い。
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 子育てサポーターが毎回来所し、地域の情報提供等行ってい なし ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り る。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
98.1 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

育児・栄養・歯科と総合的な相談体制を確保することで目標達成された。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 99.4 99.4
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
■③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,983 △21 5,975 99.87
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.35

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.67

％ 10万円 1.66 99.4

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
育児不安解消のため必要な事業であり、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 601 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 ４か月児相談 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成 9年度 ～ ⑥担当職員数 13 人 (換算人数 0.61 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,781 千円 (うち人件費 5,368 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 5,983 千円 (うち人件費 5,368 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ●有 ○無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実します。また、育児



常生活・栄養・環境などについて、専門職の健康教育・アドバイスを受ける
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 ことで、妊娠期を健康に過ごし、お産を無事に迎えられるよう啓発を図る。また夫婦が、妊娠・出産・育児
展開方向

に関して学ぶ場を共有し、子育てや家庭生活における互いの役割について考える機会とする。
（母子保健法第10条に基づく法定事業） ３回１コースで実施
≪対象者≫妊娠２０週以降の妊婦（父親・家族の参加を勧奨） 土曜日コース　４月・６月・７月・８月・９月・１０月・１２月・１月・２月・３月に実施
≪開催回数≫毎月、３回コース、１年後にしあわせ学級同窓会として交流会を１回開催 当該年度 平日コース　５月・１１月に実施
≪内容≫１回目・妊娠経過と生活、妊娠中の栄養、妊婦体操、グループワーク 執行計画 アンケートの実施

(3)事業内容 内　　容 　　　　２回目・妊娠中の歯科衛生、お産の話、グループワーク
　　　　３回目・産後の話、育児について、赤ちゃん・先輩ママパパとのふれあい交流会

参加者数（実数） 想定値 250当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 193

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 妊娠期を健康に過ごし、お産を無事に迎えるため、妊娠・出産・育児に関する知識を高める。 間接 妊娠・出産・育児に関する知識を高めた人の割合 ％ 100 100

令和 2年度 妊娠期を健康に過ごし、お産を無事に迎えるため、妊娠・出産・育児に関する知識を高める。 間接 妊娠・出産・育児に関する知識を高めた人の割合 ％ 100

令和 3年度 妊娠期を健康に過ごし、お産を無事に迎えるため、妊娠・出産・育児に関する知識を高める。 間接 妊娠・出産・育児に関する知識を高めた人の割合 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

しあわせママパパ学級委託料 1,477 しあわせママパパ学級委託料 1,477 1,477 しあわせママパパ学級委託料 1,477 しあわせママパパ学級委託料 1,477

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,477 合　　計 1,477 1,477 合　　計 1,477 合　　計 1,477
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,477 1,477 1,477 1,477 1,477

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.04 0.04 0.04 0.04 0.04
正職員人件費 352 352 352 352 352

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,829 1,829 1,829 1,829 1,829
(11)単位費用

7.32千円／人 7.32千円／人 9.48
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

妊娠期は急激な身体変化や出産や産後の育児など将来への不安が大きくなる時期である。また近年、核家族化や地域の子 ●①事前確認での想定どおり
育てへの連帯意識が低くなり、育児支援者の不在は主たる育児者となることが多い母親の心身の負担を増加させているた ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ め、母子の健康の保持・増進のため妊娠期からの支援し、妊娠・出産・育児への正しい知識を身につけ、母親・父親とし ○要
   背景は？(事業の必要性) ての自覚を促し、地域での親同士の仲間づくりによって、連帯感をもって子育てを共有できるように支援する必要がある ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

。 事業の委託先を専門性の高い事業者にしたことで、妊娠・出産・育児に関する知識を高めることができた。安心して子育
てができる保護者が増加するため事業の必要性が高い。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 母子健康手帳交付時に事業案内を行い、効率的な事業案内が

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 行えた。市の施策に基づく妊娠期の健康の保持・増進及び安
□その他 　促進された 心して子育てができる保護者が増加するため事業の必要性が

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 高い。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 該当なし ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適切な時期に妊娠・出産・育児に関する知識を啓発することにより、目標を達成
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 98.9 98.9

することができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,829 0 1,829 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5.47

％ 10万円 5.41 98.9

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
妊娠期の健康の保持・増進及び安心して子育てができる保護者が増加するために必要な事業であり、今後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 602 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 しあわせママパパ学級 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.04 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,829 千円 (うち人件費 352 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ●有 ○無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実します。また、育児不 体の変化が著しい妊娠期に、日



育児をすることができ、子どもが心身ともに健やかに発達することができるよう、子ども
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 の発達や子育てをめぐる問題に関する心理発達相談を行う。
展開方向

1歳6か月児健康診査、3歳児健康診査、育児相談や保健師の訪問指導及び電話相談等において、発達、育児 毎月２回相談実施
環境や親子関係など心理相談員の専門的なアドバイス等が必要と思われる場合、心理相談員による個別面接
を実施し、運動面、言語面、情緒面、行動面、社会性、親子関係の問題等、心身の発達の支援や育児支援の 当該年度
助言を行う。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

相談者数 想定値 100当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 81

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 安心して子育てできる保護者が増加する。 間接 育児不安の軽減・解消率 ％ 100 100

令和 2年度 安心して子育てできる保護者が増加する。 間接 育児不安の軽減・解消率 ％ 100

令和 3年度 安心して子育てできる保護者が増加する。 間接 育児不安の軽減・解消率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

（心理相談員は発達センター職員 （心理相談員は発達センター職員 （心理相談員は発達センター職員 （心理相談員は発達センター職員
から派遣） から派遣） から派遣） から派遣）
消耗品 2 消耗品 2 2 消耗品 2 消耗品 2

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2 合　　計 2 2 合　　計 2 合　　計 2
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2 2 2 2 2

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.17 0.17 0.17 0.17 0.17
正職員人件費 1,496 1,496 1,496 1,496 1,496

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,498 1,498 1,498 1,498 1,498
(11)単位費用

10.7千円／人 14.98千円／人 18.49
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・著しい成長過程にある乳幼児期は、保護者も発育・発達への悩みや不安が生じやすい時期である。一方、それぞれの個 ●①事前確認での想定どおり
性に適した育児方法や、時に障害がある子どもへの適切な療育は、健康な身体・自立性・集団社会への適応など、子ども ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ の健やかな成長を促す。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・子どもの健やかな心身の発達を促し、保護者の育児不安を軽減し安心して育児ができるよう支援するため、育児に悩む ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

保護者や健康診査・相談の結果、発達に経過観察を要する子どもを対象に、子どもの発達や子育てをめぐる問題等に関し 専門的な問題を取り上げることにより、育児不安軽減・解消率は100％となり、保護者の不安を軽減し、育児の健やかな
て心理相談を実施する必要がある。 成長を支えることができた。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 育児に悩む保護者や健康診査・相談の結果、発達に経過観察

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 を要する子どもを対象に専門的な心理相談を行った。市の施
□その他 　促進された 策に基づく、住み慣れた地域で健康的に暮らせるよう、母子

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 保健事業における保健指導を実施することにより、ここにあ
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された った助言を行え、また障害がある子どもへの適切な療育が行 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された えた。 ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

個々に合った助言を行い、また、必要に応じ専門機関へつなげることができ、育
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

児に悩む保護者の不安軽減につながったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,498 0 1,498 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 6.68

％ 10万円 6.68 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
育児不安解消のため必要な事業であり、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 603 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 子育て相談（心理相談） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 9 人 (換算人数 0.17 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,498 千円 (うち人件費 1,496 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実します。また、育児不 保護者が安心して



、育児不 乳児期後半から幼児期にかけての適切な食事内容、生活リズム、間食のとり方等を学ぶことを通じて、この
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 時期の食習慣が今後の健全な食習慣の形成につながることへの理解を促し、親子共に健康的な食生活を営む
展開方向

ことができるよう、食事と歯科衛生に関する実践的な知識の提供をする。
①成長段階に応じた離乳食の進め方に関する指導 実施回数：年１８回（随時電話・窓口にて受付）
②離乳期後半から幼児期に向けて、食事、起床・就寝等を含めた生活リズムの整え方 対象者：８～９月児の保護者（対象月の前月に個別通知）
③噛むことの大切さ、食形態の変化のさせ方、虫歯予防の話、歯みがき指導 当該年度
④間食の意義、適切な与え方 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ⑤家族全体の食事に関する健康教育

参加者数 想定値 270当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 243

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 離乳食に関する知識を高めるとともに、適切な食習慣や歯の衛生習慣を身につけることの大切さを理解し、家庭での実践につな 直接 離乳食に関する知識を得た人の割合 ％ 98.2 100
げる。

令和 2年度 離乳食に関する知識を高めるとともに、適切な食習慣や歯の衛生習慣を身につけることの大切さを理解し、家庭での実践につな 直接 離乳食に関する知識を得た人の割合 ％ 100
げる。

令和 3年度 離乳食に関する知識を高めるとともに、適切な食習慣や歯の衛生習慣を身につけることの大切さを理解し、家庭での実践につな 直接 離乳食に関する知識を得た人の割合 ％ 100
げる。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

食材料費等消耗品 106 食材料費等消耗品 101 80 食材料費等消耗品 107 食材料費等消耗品 107
事業案内通知 63 事業案内通知 79 79 事業案内通知 63 事業案内通知 63
臨時職員賃金等 162 臨時職員賃金等 115 115 臨時職員賃金等 162 臨時職員賃金等 162

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 331 合　　計 295 274 合　　計 332 合　　計 332
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 331 295 274 332 332

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.23 0.23 0.23 0.23 0.23
正職員人件費 2,024 2,024 2,024 2,024 2,024

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 162 162 115 162 162

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,355 2,319 2,298 2,356 2,356
(11)単位費用

7.85千円／人 8.59千円／人 9.46
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

幼児期に、偏食、噛まない（噛めない）、甘味飲料の習慣化などが定着しないよう、幼児期になる前の段階である乳児期 ●①事前確認での想定どおり
後半から、健康教育が必要である。離乳期から幼児期に向けてのタイミングで食習慣形成や口腔衛生に関する健康教育を ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 行うことにより、今後の健全な食生活を育むことにつなげる。離乳食教室においてニーズ調査を実施（H17上半期）した ○要
   背景は？(事業の必要性) ところ、95％が離乳食後期の時期の健康教育を必要としている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

離乳食期後半から幼児食に向けての食事バランス、生活リズム、歯の手入れ等について健康教育を行い、正しい食習慣へ
の理解を促すとともに、個別相談にも重きを置いたことにより、保護者の不安の軽減につながったと考えられるため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 離乳食後半（９か月）の児を持つ保護者に対し、食事バラン

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ス、生活リズム、歯の手入れについて健康教育を行った。成
□その他 　促進された 長とともに離乳食の進み方や生活リズムに個人差が出てくる

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 離乳食期後半に合わせて情報提供することで、適切な食習慣
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された を身につける機会となると同時に、保護者の不安軽減にもつ ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ながるため、市が事業実施する必要性は高い。 ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている あびこ農産物直売所で購入する我孫子産野菜を試食に使用す １年を通し概ねあびこ農産物直売所「あびこん」で購入した ●①想定どおり
□②生き物と共存している る。 我孫子市産野菜を使用した。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
98.2 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

集団への健康教育を行うことにより、歯の手入れも含めた食習慣の知識を深める
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

ことにつながったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,319 36 2,298 99.09
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.53

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.31

％ 10万円 4.35 100.93

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
近年少子化・核家族化傾向にあり、保護者の育児不安は増大している中で、適切な子育てができる保護者を増加させるための必要な事業であり
、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 605 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 後期離乳食教室 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.23 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,356 千円 (うち人件費 2,024 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,319 千円 (うち人件費 2,024 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実します。また



た、育児不 母体の変化や児の成長が著しい妊娠期・乳児期に、専門職による保健指導を行うことによって、異常の早期
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 発見や健康管理、育児不安の軽減・解消を行うことができ、安全な出産と乳児の健やかな成長を送ることが
展開方向

できる。
妊娠届出書等により把握した初妊婦や妊娠・出産に支障を及ぼす疾病の疑いのある妊婦、出生通知書等によ 年度当初　委託契約
り把握した新生児・乳児及び産婦に、保健師及び訪問指導員が訪問し、妊娠、出産又は育児に関して個別で 随時　　　妊婦、新生児・乳児及び産婦に対し訪問指導を実施
相談に応じ、必要なアドバイスや助言を行う。 当該年度 隔月１回　訪問指導員報告会（研修会）を実施
※母子保健法第１１条新生児訪問指導、第１７条妊産婦の訪問指導、第１８条低体重児の届出及び第１９条 執行計画

(3)事業内容 内　　容 未熟児の訪問指導に基づく。また、児童福祉法第６条の３第４項に基づく生後４か月までの乳児家庭全戸訪
問事業を同時に実施。

訪問人数（実） 想定値 800当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 604

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 保健指導を必要とする者に指導を行うことによって、母子の健康の維持・向上を図る。 間接 訪問希望者への訪問率 ％ 100 100

令和 2年度 保健指導を必要とする者に指導を行うことによって、母子の健康の維持・向上を図る。 間接 訪問希望者への訪問率 ％ 100

令和 3年度 保健指導を必要とする者に指導を行うことによって、母子の健康の維持・向上を図る。 間接 訪問希望者への訪問率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

訪問指導委託料 4,200 訪問指導委託料 4,198 3,785 訪問指導委託料 4,200 訪問指導委託料 4,200
医薬材料 5 医薬材料 5 5 医薬材料 5 医薬材料 5
通信運搬費 105 通信運搬費 86 81 通信運搬費 105 通信運搬費 105
消耗品 33 消耗品 15 15 消耗品 28 消耗品 28
乳児用体重測定点検（隔年） 14 乳児用体重測定点検（隔年） 0 0 乳児用体重測定点検（隔年） 14 乳児用体重測定点検（隔年） 0
日々雇用者傷害見舞保険　助産師等8名 22 日々雇用者傷害見舞保険　助産師等8名 22 22 日々雇用者傷害見舞保険　助産師等8名 22 日々雇用者傷害見舞保険　助産師等8名 22
臨時職員賃金 647 臨時職員賃金 909 909 臨時職員賃金 670 臨時職員賃金 670

実施内容 ベビースケール備品購入 41 ベビースケール備品購入 42

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 5,067 合　　計 5,235 4,817 合　　計 5,086 合　　計 5,030
国庫支出金 補助率 33 ％ 1,280 補助率 33 ％ 1,280 1,679 補助率 33 ％ 1,280 補助率 33 ％ 1,280
県支出金 補助率 33 ％ 1,280 補助率 33 ％ 1,280 1,208 補助率 33 ％ 1,280 補助率 33 ％ 1,280
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,507 2,675 1,930 2,526 2,470

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13
正職員人件費 1,144 1,144 1,144 1,144 1,144

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 647 670 909 670 670

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 6,211 6,379 5,961 6,230 6,174
(11)単位費用

7.76千円／人 7.97千円／人 9.87
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

新生児は新たな環境への適応過程にあり、また環境の変化や感染に対する抵抗力が弱いことから、様々な異常が生じやす ●①事前確認での想定どおり
い。一方、両親も育児や生活の変化に慣れないことから、新生児に適切な発育や育児の状況について判断も難しい。この ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ため、分娩施設を退院した直後の生後１か月までは、両親が育児上の困難や悩みを感じることが最も多い時期である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) そのため、この時期に訪問を行い、異常等を早期に発見するとともに、育児上必要な事項についてのアドバイスなどを行 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

うことで育児不安の軽減・解消を図る必要がある。 新生児訪問希望者には全権訪問を行い、新生児・乳児の健やかな成長への支援ができた。また、不安の強い対象者には再
訪問などを行うことで育児不案軽減・解消を図り、切れ目のない支援につなげることができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 母子健康手帳交付時の案内や近隣産院への事業案内について

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 のチラシの設置などによって周知を図った。また、出生通知
□その他 　促進された 書の提出によって、対象者の早期把握・早期対応につなげる

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ことができた。上記を踏まえ、市の施策に基づいた住み慣れ
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された た地域で健康に暮らせるよう安心して子育てできる保護者が ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された 増加するための事業として必要性が高い。 ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

出生通知書の活用や早期に電話等によって訪問希望を確認し、対応したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,379 △168 5,961 93.45
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.7

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.57

％ 10万円 1.68 107.01

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
近年少子化や核家族化傾向にあり保護者の育児不安が増大する中で、適切な子育てができる保護者を増加させるための重点課題として必要性が
高い事業であるため、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 606 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 新生児・妊産婦等訪問指導事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.13 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,174 千円 (うち人件費 1,144 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 6,379 千円 (うち人件費 1,144 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実します。ま



出産・育児期に、母子健康手帳を活用した母子の一貫した健康管理に
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 より、安全な出産と乳児の健やかな成長を送ることができる。
展開方向

対象者：市内在住の妊婦　　　 随時：母子健康手帳交付
実施場所：保健センター・市民課窓口・各行政サービスセンター　　　 ＜啓発活動＞市発行の情報誌などへの掲載
回数：妊娠の届出時随時交付 当該年度 随時、子育てワンストップサービスへ対応（マイナポータルを活用した妊娠の届出のオンライン申請実施）
内容：母子健康手帳、妊婦･乳児健康診査受診票の交付、市の母子保健サービス等の周知 執行計画 マイナンバー情報連携を実施する。

(3)事業内容 内　　容 　　　※転入者へ、妊婦･乳児健康診査受診票（転入者用）の交付
　　　※市内在住の外国人または海外への転出者対象へ、外国語版母子健康手帳の交付
　　　※多胎児出産予定者へ、ふたごの育児テキストの交付 交付数 想定値 900当該年度
（母子保健法第１５条妊娠の届出第１６条母子健康手帳の交付に基づく法定事業） 単位 冊

活動結果指標 実績値 754

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 母子健康手帳を早期に活用して、母子の一貫した健康管理と健康の維持・増進が図られる。 間接 妊娠早期（妊娠周期11週まで）交付率 ％ 89 89

令和 2年度 母子健康手帳を早期に活用して、母子の一貫した健康管理と健康の維持・増進が図られる。 間接 妊娠早期（妊娠周期11週まで）交付率 ％ 90

令和 3年度 母子健康手帳を早期に活用して、母子の一貫した健康管理と健康の維持・増進が図られる。 間接 妊娠早期（妊娠周期11週まで）交付率 ％ 91

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費（母子健康手帳） 120 消耗品費（母子健康手帳） 127 127 消耗品費（母子健康手帳） 127 消耗品費（母子健康手帳） 127
2・3号嘱託職員報酬等0.2人 549 2・3号嘱託職員報酬等0.2人 518 518 2・3号嘱託職員報酬等0.2人 518 2・3号嘱託職員報酬等0.2人 518

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 669 合　　計 645 645 合　　計 645 合　　計 645
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 669 645 645 645 645

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02
正職員人件費 176 176 176 176 176

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 549 518 518 518 518
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 845 821 821 821 821
(11)単位費用

0.99千円／冊 0.91千円／冊 1.09
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

妊娠・出産期は母体の栄養状態・精神状態・生活環境、飲酒喫煙、その他疾病の有無が、胎児の生命や成長に大きく影響 ●①事前確認での想定どおり
し、妊婦自身も貧血・妊娠高血圧症候群・流早産などにより、健康を脅かされる可能性が高い時期である。また、乳幼児 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 期は先天・後天性の疾患や病気などから、重篤な後遺症や死に至ることがある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) このため、安全な出産と子どもの健やかな成長のため、妊娠早期に母子健康手帳の交付と活用を促すことで、母子の健康 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

のために必要な情報を提供し、定期健康診査や各種健康チェックによる身長・体重・栄養・歯科などの発育及び発達状況 母子健康手帳を活用し、定期的な健康診査や予防接種の受診状況、保護者の記録など継続的・総合的に管理することで、
、予防接種状況、保護者の記録などによる継続的・総合的な健康管理を図る必要がある。 母子保健事業における適切な保健指導を行うことができ、母子ともに健康管理が図られたため。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 妊娠届出を行った妊婦に対して様々な情報を提供するととも

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 に、妊娠・出産・乳幼児の健康状態などを記録することで継
□その他 　促進された 続的・総合的な健康管理を図ることができる。また、市の施

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 策に基づき、住み慣れた地域で健康に暮らせるように、母子
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 健康手帳の情報から個々に合った助言を行うことができた。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された 安心して子育てできる保護者を増加させるという重点事業と ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他 して、事業の必要性が高い。
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
89 89 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市民課及び行政サービスセンターにおいても対応を行うことで届出時に交付する
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 92 103.37

ことができるため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 821 24 821 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

2.84

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 10.84

％ 10万円 11.21 103.41

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
母体の変化や子の成長が著しい妊娠・出産・育児期に母子健康手帳を活用した母子の一貫した健康管理をすることは、安全な出産と乳児の健や
かな成長のために必要であるため、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 607 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 母子健康手帳の交付 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.02 人）
(1)事業概要

(当　初) 821 千円 (うち人件費 176 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実します。また、育児不 母体の変化や児の成長が著しい妊娠・



じて発育の最も速やかな乳幼児期に、保護者が安心して育児をすることができ、乳児が心身ともに
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 健やかに発達することができるよう、乳児の発達や子育てに関する総合的なアドバイス等を行う。
展開方向

対象者：乳幼児を育てている保護者を対象に毎月2～3回（年間30回）実施。 毎月２～３回：事業実施
実施場所：保健センターまたは子育て支援センターにこにこ広場 　　　　　　　保健センターまたは子育て支援センターにこにこ広場　
内容：体重測定 当該年度 随時　要経過観察者のフォロー
　　　個別相談（保健師・歯科衛生士・栄養士） 執行計画 事業の周知：広報・ホームページ・保健センターだより掲載、各相談・健診時にちらし配布

(3)事業内容 内　　容 　　　要経過観察者のフォロー
（母子保健法第10条に基づく）

受診者数 想定値 220当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 198

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 安心して、適切な子育てができる保護者が増加する。 間接 育児不安の軽減・解消率 ％ 98 98

令和 2年度 安心して、適切な子育できる保護者が増加する。 間接 育児不安の軽減・解消率 ％ 100

令和 3年度 安心して、適切な子育できる保護者が増加する。 間接 育児不安の軽減・解消率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

医薬材料費 1 医薬材料費 2 0 医薬材料費 2 医薬材料費 2
臨時職員賃金等 366 臨時職員賃金等 150 150 臨時職員賃金等 366 臨時職員賃金等 366
乳児用体重測定点検（隔年） 1 乳児用体重測定点検（隔年） 0 0 乳児用体重測定点検（隔年） 1 乳児用体重測定点検（隔年） 0

消耗品 3 0 消耗品 3 消耗品 3

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 368 合　　計 155 150 合　　計 372 合　　計 371
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 368 155 150 372 371

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.55 0.55 0.55 0.55 0.55
正職員人件費 4,840 4,840 4,840 4,840 4,840

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 366 366 150 366 366

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,208 4,995 4,990 5,212 5,211
(11)単位費用

23.67千円／人 22.7千円／人 25.2
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

近年少子化・核家族化傾向にあり、保護者の育児不安は増大していると報告されている。 ●①事前確認での想定どおり
また、乳幼児期は人格の基礎形成・自立性・社会への適応など重要な発達課題の多い時期であり、保護者も発育・発達へ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ の悩みや不安が生じやすい時期であり、育児の相談を希望する保護者へのアドバイスや健診・相談後に発達・発育に経過 ○要
   背景は？(事業の必要性) 観察を要するフォローの場として相談事業を行うことで、保護者の不安を軽減し乳幼児の健やかな成長を支える必要があ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

る。 保護者の育児に関する相談内容を個別に聴取し、個々の発育・発達に合わせた相談を行うことにより、保護者の不安を軽
減し乳児の健やかな成長を支援できているため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 保護者も発育・発達への悩みや不安が生じやすい時期であり

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 、育児の相談を希望する保護者に育児相談を行った。また、
□その他 　促進された 市の施策に基づく、住み慣れた地域で健康に暮らせるよう、

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 母子保健事業における保健指導・健康教育を実施することで
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 個々に合わせ助言を行えた。安心して子育てできる保護者が ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された 増加するための重点事業として事業の必要性は高い。 ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
98 98 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

個々の発育・発達に合わせた相談を行うことにより、保護者の不安を軽減し、乳
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 102.04

児の健やかな成長を支援できたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,995 213 4,990 99.9
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

4.09

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.96

％ 10万円 2 102.04

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
育児不安解消のため必要な事業であり、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 608 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 育児相談 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 10 人 (換算人数 0.55 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,211 千円 (うち人件費 4,840 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 4,995 千円 (うち人件費 4,840 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実します。また、育児不 生涯を通



おいて、保護者が適切な離乳食の実践方法を学ぶことを通して、乳児の健やかな発育・発達を助け
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 るとともに、家族の食生活を見直すきっかけを作り、生涯において健康的な食生活を送るための知識を提供
展開方向

する。
①成長段階に応じた離乳食の進め方に関する講話 実施回数：毎月１回（年間１２回）（随時電話・窓口にて受付）
②大人の食事を利用した離乳食の調理方法及び試食　 対象：原則として我孫子市在住の４～６か月の児の保護者（４か月児相談対象児に案内文を同封）
③保護者・家族向けの食事を通した健康教育 当該年度
④咀嚼に関する講話 執行計画

(3)事業内容 内　　容

参加者数 想定値 270当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 197

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 離乳食に関する知識を高めるとともに、適切な食習慣を身につけることの大切さを理解し、家庭での実践につなげる。 直接 離乳食に関する知識を得た人の割合 ％ 99.5 100

令和 2年度 離乳食に関する知識を高めるとともに、適切な食習慣を身につけることの大切さを理解し、家庭での実践につなげる。 直接 離乳食に関する知識を得た人の割合 ％ 100

令和 3年度 離乳食に関する知識を高めるとともに、適切な食習慣を身につけることの大切さを理解し、家庭での実践につなげる。 直接 離乳食に関する知識を得た人の割合 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 78 消耗品 81 76 消耗品 81 消耗品 81
臨時職員賃金 144 臨時職員賃金 124 124 臨時職員賃金 144 臨時職員賃金 144
手数料（細菌検査） 28 手数料（細菌検査） 23 18 手数料（細菌検査） 23 手数料（細菌検査） 23

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 250 合　　計 228 218 合　　計 248 合　　計 248
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 250 228 218 248 248

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.27 0.27 0.27 0.27 0.27
正職員人件費 2,376 2,376 2,376 2,376 2,376

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 144 144 124 144 144

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,626 2,604 2,594 2,624 2,624
(11)単位費用

9.38千円／人 9.64千円／人 13.17
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

離乳食作りに関する不安や負担感をもつ保護者が多いことから、効率的に調理できる離乳食の作り方などを知る機会を提 ●①事前確認での想定どおり
供し、栄養のとり方や食事作りに関する不安解消を図る必要がある。また、この機会に、家族全体の食事に関してもバラ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ンスを意識する（主食・主菜・副菜を揃える）など、将来につながる健全な食習慣の土台を築くきっかけをつくることが ○要
   背景は？(事業の必要性) 必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

離乳食の進め方全般を映像で紹介したり、大人の食事を利用した取り分け食のやり方を、実演を通じて目で見て確認する
ことにより、離乳食作りの具体的なイメージがわき、不安の軽減につながったと考えられるため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 離乳食を始めるにあたり、基本的な調理方法、大人の食事を

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 利用した離乳食作りの実演、食物を上手に噛んで食べるよう
□その他 　促進された になるための咀嚼の練習の仕方などの健康教育を行った。必

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 要に応じて個別相談等にも対応しながら、離乳食作りに対す
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された る保護者の不安や負担感の軽減を図った。安心して育児を行 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された うための環境を整えるため、市が事業を実施する必要がある ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他 。
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 教室開始前に、図書館の市民スタッフ（読書普及担当）が「 教室開始前に、図書館の市民スタッフ（図書普及担当）が「 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 離乳食教室での乳児と保護者への読み聞かせ」を実施する。 離乳食教室での乳児と保護者への読み聞かせ」を実施した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
99.5 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

離乳食喫食時の口の動かし方を確認するだけでなく、離乳食の調理法や食材の固
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

さについて情報提供を行うことで離乳食に関する知識が深まったと考えられる。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,604 22 2,594 99.62
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.84

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.84

％ 10万円 3.86 100.52

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
近年少子化・核家族化傾向にあり、保護者の育児不安は増大している中で、適切な子育てができる保護者を増加させるため必要な事業であり、
現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 609 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 離乳食教室 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.27 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,624 千円 (うち人件費 2,376 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,604 千円 (うち人件費 2,376 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ●有 ○無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実します。また、育児不 離乳期に



染症から子どもの健康を守るため、乳幼児・小中学生に国が定める定期の予防接種を受けることによって
施策目的・

(2)目的 期接種の接種率の向上を図ります。また、任意接種についても、市民の費用負担の軽減を図るなど接種しや 事業目的 、感染症の発病予防・重症化防止・集団感染の予防を図ることができる。
展開方向

すい体制を整備します。
対象者：乳幼児は出生者・転入者に「予防接種ノート」として毎月、日本脳炎2期・ＤＴ2期は3月に予診票 3月：ＤＴ2期・日本脳炎2期の予診票を個別送付。6月：日本脳炎2期（18歳）の接種勧奨　7月：ＤＴ2期の
を個別送付。 接種勧奨。11月：就学時健診でＭＲ2期、1月・3月：ＭＲ2期の接種勧奨。毎月：前月出生者・転入者への予
予防接種種類：ＢＣＧ（1回）、4種混合1期（4回）、ヒブ（4回）、小児用肺炎球菌（4回）、ＭＲ（麻しん 当該年度 防接種ノート送付及び請求事務による委託料の支払い。誤接種や副反応が生じた際の調査報告｡随時、子育
・風しん）1期（1回）・2期（1回）、水痘（2回）、Ｂ型肝炎（3回）、ＤＴ2期（1回）、日本脳炎1期（3回 執行計画 てワンストップサービスへの対応を検討（マイナポータルを活用した予防接種のお知らせ等の導入・運用検

(3)事業内容 内　　容 ）・2期（1回）、子宮頸がん予防ワクチン（3回）。 討）。マイナンバー情報連携実施。新型インフルエンザ対策用備蓄品購入（マスク等）。
接種場所：市内契約医療機関、及び市外契約医療機関（一部）で実施。（予防接種法第2条に基づく法定接 【政策】対象の男性に風しん抗体価の検査を実施し、抗体価の低い者に予防接種を実施。
種）※契約医療機関外で接種した場合は助成金を交付する。 接種者件数（乳幼児8種類接種延：18,120件、学童1種類接種延：1,20 想定値 19,320当該年度
【政策】風しん抗体保有率の低い1962年(昭和37年)4月2日から1979年(昭和54年)4月1日までに生まれた男性 0件） 単位 件

活動結果指標 実績値 16,243を対象に風しん抗体価検査及び予防接種法に基づき風しんの定期接種を実施する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 疾病の発生及び発病の防止を図るため、対象者の接種率を向上させる。 直接 接種率 ％ 96.5 98

令和 2年度 疾病の発生及び発病の防止を図るため、対象者の接種率を向上させる。 直接 接種率 ％ 98

令和 3年度 疾病の発生及び発病の防止を図るため、対象者の接種率を向上させる。 直接 接種率 ％ 98

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費 52 消耗品費 42 42 消耗品費 43 消耗品費 43
印刷製本費 297 印刷製本費 471 366 印刷製本費 471 印刷製本費 471
報償費（健康被害） 0 報償費（健康被害） 0 0 報償費（健康被害） 0 報償費（健康被害） 0
通信運搬費 864 通信運搬費 870 764 通信運搬費 874 通信運搬費 874
予防接種委託料 197,856 予防接種委託料 203,221 195,065 予防接種委託料 205,111 予防接種委託料 205,111
乳幼児予防接種助成金 416 乳幼児予防接種助成金 82 0 乳幼児予防接種助成金 340 乳幼児予防接種助成金 340
嘱託職員報酬0.46人 1,500 嘱託職員報酬0.46人 1,500 1,500 嘱託職員報酬0.46人 1,500 嘱託職員報酬0.46人 1,500

実施内容 予防接種事故負担金、保険料 160 予防接種事故負担金、保険料 227 227 予防接種事故負担金、保険料 133 予防接種事故負担金、保険料 133
新型インフルエンザ備蓄消耗品 195 新型インフルエンザ備蓄消耗品 183 171 新型インフルエンザ備蓄消耗品 183 新型インフルエンザ備蓄消耗品 183

(8)施行事項
費　　用 新型インフルエンザ備蓄医薬材料費 172 新型インフルエンザ備蓄医薬材料費 238 201 新型インフルエンザ備蓄医薬材料費 238 新型インフルエンザ備蓄医薬材料費 238

臨時職員賃金 297 臨時職員賃金 384 384 臨時職員賃金 335 臨時職員賃金 335
＊ 風しん予防接種委託料 6,473 6,473 ＊ 風しん予防接種委託料 4,583 ＊ 風しん予防接種委託料 4,583
＊ 風しん予防接種助成金 227 0 ＊ 風しん予防接種助成金(39～56歳男性) 242 ＊ 風しん予防接種助成金(39～56歳男性) 242
＊ 風しん抗体検査委託料 6,462 6,462 ＊ 風しん抗体検査委託料 6,462 ＊ 風しん抗体検査委託料 6,462
＊ 風しん抗体検査助成金 340 0 ＊ 風しん抗体検査助成金 340 ＊ 風しん抗体検査助成金 340
＊ 予備費：手数料（風しんの支払） 309 135
＊ 6月補正：風しん抗体検査委託料 26,523 13,837
＊ 6月補正：風しん予防接種委託料 242 242

防疫業務医薬材料費 24
防疫業務委託料 152

予算(決算)額 合　　計 201,809 合　　計 247,794 226,045 合　　計 220,855 合　　計 220,855
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 50 ％ 16,662 11,865 補助率 50 ％ 3,401 補助率 50 ％ 3,401
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 66 ％ 0 117 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 201,809 231,132 214,063 217,454 217,454

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.62 0.72 0.72 0.62 0.62
正職員人件費 5,456 6,336 6,336 5,456 5,456

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500
臨時職員賃金額 297 335 384 335 335

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 207,265 254,130 232,381 226,311 226,311
(11)単位費用

10.73千円／件 13.15千円／件 14.31
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

疾病への抵抗力が低い子どもが感染症に罹患した場合、生命を脅かす重篤な症状や後遺症となる危険性が高くなるが、予 ●①事前確認での想定どおり
防接種を行うことで疾病に対し抵抗力が増し、発病防止や重症化を防ぐ事ができる。また、多くの人が予防接種を受ける ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ことで、感染症の流行（集団感染）も防ぐことができることから、市民の健康の保持・増進のため、適切な時期に子ども ○要
   背景は？(事業の必要性) が予防接種を受けられるよう勧めていく必要がある。また、新型インフルエンザ予防対策として、マスク、消毒薬品を備 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

蓄し、感染流行に備える必要がある。 個別通知及び広報掲載等で周知することで、適切な時期に対象者が予防接種を受けられる体制を整えることができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主導で事業を進める事で対象者に事業内容を行い、接種

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 率の確保ができ、感染症の流行（集団感染）を防ぐことがで
□その他 　促進された きた。公衆衛生の向上及び健康増進のための重点事業として

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 、事業の必要性が高い。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
96.5 98 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適切な時期に個別通知や広報掲載、乳幼児健康診査などで周知を図り、未接種者
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 95.9 97.86

に勧奨の通知の発送を行うことで予防接種の必要性の意識が高められた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 254,130 △46,865 232,381 91.44
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△22.61

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.04

％ 10万円 0.04 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
予防接種事業は、感染症の発症予防・集団感染の予防を図るため、必要不可欠な事業であることから、今後も継続・推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 610 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 予防接種事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.72 人）
(1)事業概要

(当　初) 227,191 千円 (うち人件費 6,336 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 254,130 千円 (うち人件費 6,336 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31102 重点なし ○有 ●無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

感染症の罹患と重篤化を予防するため、予防接種についての十分な情報提供を行い、予防接種法に基づく定 感



を行い、予防接種法に基づく定 感染症への罹患による重症化や死亡率が高い高齢者の健康を守るため、流行期にインフルエンザ予防接種や
施策目的・

(2)目的 期接種の接種率の向上を図ります。また、任意接種についても、市民の費用負担の軽減を図るなど接種しや 事業目的 肺炎球菌予防接種を受けることによって発病予防・重症化防止、及び集団感染の予防を図ることができる。
展開方向

すい体制を整備します。
対象者：６５歳以上及び６０歳～６４歳で厚生労働省に定める特別な疾病を有する者。 ・肺炎球菌予防接種（通年実施）…３月：実施準備、接種協力医療機関依頼。必要書類・物品準備。個別発
自己負担額：インフルエンザ予防接種１，５００円、肺炎球菌予防接種２，５００円。共に生活保護受給者 送等の準備。４月～請求事務及び委託料支払い、償還申請受付及び支払い。随時マイナンバー情報連携を実
等は無料。 当該年度 施する。
実施方法：本事業を実施する旨の意思表示のあった市内医療機関で実施。 執行計画 ・インフルエンザ予防接種（実施期間１０～１月）…７月：実施準備、接種協力医療機関依頼。８月：必要

(3)事業内容 内　　容 なお、特別な理由がある場合は、市外の医療機関でも接種を行うことができる体制（県内乗り入れ医療機関 書類・物品準備。９月：医療機関への予診票等の準備。１０月～請求事務及び委託料支払い、償還申請受付
）を整えている。 及び支払い。

接種者数 想定値 21,610当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 18,666

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 疾病の発生及び発病の防止を図るため、対象者の接種率を向上させる。 直接 接種率 ％ 44 50

令和 2年度 疾病の発生及び発病の防止を図るため、対象者の接種率を向上させる。 直接 接種率 ％ 53

令和 3年度 疾病の発生及び発病の防止を図るため、対象者の接種率を向上させる。 直接 接種率 ％ 55

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

高齢者インフルエンザ予防接種委託料 68,532 高齢者インフルエンザ予防接種委託料 71,325 65,351 高齢者インフルエンザ予防接種委託料 71,325 高齢者インフルエンザ予防接種委託料 71,325
高齢者肺炎球菌接種委託料 18,748 高齢者肺炎球菌接種委託料 6,224 5,251 高齢者肺炎球菌接種委託料 6,224 高齢者肺炎球菌接種委託料 6,224
消耗品費 53 消耗品費 6 6 消耗品費 5 消耗品費 5
高齢者インフルエンザ助成金 136 高齢者インフルエンザ助成金 209 42 高齢者インフルエンザ助成金 209 高齢者インフルエンザ助成金 209
高齢者肺炎球菌助成金 28 高齢者肺炎球菌助成金 28 6 高齢者肺炎球菌助成金 28 高齢者肺炎球菌助成金 28
通信運搬費 585 通信運搬費（うち6月補正：241千円） 404 368 通信運搬費 163 通信運搬費 163
印刷製本費 188 印刷製本費 114 114 印刷製本費 114 印刷製本費 114

実施内容 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 1,000 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 1,000 1,000 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 1,000 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 1,000
臨時職員賃金等 296 臨時職員賃金等 383 383 臨時職員賃金等 335 臨時職員賃金等 335

(8)施行事項
費　　用 6月補正：予診票等作成業務委託料 407 296

予算(決算)額 合　　計 89,566 合　　計 80,100 72,817 合　　計 79,403 合　　計 79,403
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 89,566 80,100 72,817 79,403 79,403

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.36 0.4 0.4 0.36 0.36
正職員人件費 3,168 3,520 3,520 3,168 3,168

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000
臨時職員賃金額 296 335 383 335 335

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 92,734 83,620 76,337 82,571 82,571
(11)単位費用

3.94千円／人 3.87千円／人 4.09
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

感染への抵抗力が低い高齢者が、インフルエンザや肺炎球菌感染症に罹患した場合の肺炎併発・死亡が社会的問題になっ ●①事前確認での想定どおり
ている。そのため、高齢者にインフルエンザ予防接種・肺炎球菌予防接種を行うことでインフルエンザウイルス・肺炎球 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 菌ウイルスに対し抵抗力が増し、疾病への罹患防止や罹患した場合でも重症化を防ぐ事ができる。また、多くの人が予防 ○要
   背景は？(事業の必要性) 接種を受けることで感染症の流行（集団感染）も防ぐことができることから、市民の健康の保持・増進のため、適切な時 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

期に高齢者が予防接種を受けられるよう勧めていく必要がある。 抵抗力が弱い高齢者は、インフルエンザ、肺炎球菌感染症罹患による肺炎を併発し重症に陥りやすいため、予防していく
必要があり、事業としての必要が高い。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 予防接種を受けることで、集団感染を防ぐことができるため

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 、市が主導で実施することで実効性につながる。また、より
□その他 　促進された 多くの人に予防接種勧奨をするためにも、市が主導で実施す

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ることにより実効性につながる。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
44 50 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

インフルエンザの早期流行により、ワクチン接種の機運が高まったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 46.7 93.4
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 83,620 9,114 76,337 91.29
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

9.83

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.06

％ 10万円 0.06 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
高齢者の肺炎重症化や集団感染予防として、必要不可欠な事業であるため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 611 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 高齢者インフルエンザ等予防接種 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成13年度 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 82,923 千円 (うち人件費 3,520 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 83,620 千円 (うち人件費 3,520 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31102 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

感染症の罹患と重篤化を予防するため、予防接種についての十分な情報提供



します。また、育児不 歩行や言語などの身体・精神発達状況が把握されやすい1歳6か月期に、総合的な健康診査による疾病や発達
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 遅滞の早期発見、及び健康生活に関わる保健指導の実施により、幼児の健やかな成長を図ることができる。
展開方向

１歳６か月児を対象に年１４回実施。対象者には実施予定の前の月に問診票を郵送している。該当月に受診 各月１～２回（年１４回）　健診実施
がなかった場合は電話や訪問等を実施し、２歳までの受診を促している。 該当月（１歳６～７か月）前月に個別通知
（母子保健法第12条に基づく法定事業） 当該年度 健診予定月を３か月経過して（１歳９～１０か月時点）受診がなかった者は、地区担当保健師が訪問し状況
≪内容≫・身長、体重、頭囲、肥満度の測定　・小児科診察　・歯科健康診査 執行計画 確認をする。

(3)事業内容 内　　容 　　　　・歯みがき指導　・育児相談　 随時、子育てワンストップサービスへの対応を検討（マイナポータルを活用した健康診査のお知らせ等の導
　　　　　※必要に応じて：栄養相談・心理相談 入・運用検討）

受診者数 想定値 730当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 700

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 受診率が増加する 直接 受診率 ％ 92.5 94

令和 2年度 受診率が増加する 直接 受診率 ％ 95

令和 3年度 受診率が増加する 直接 受診率 ％ 96

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

医師報償費 1,296 医師報償費 1,134 1,053 医師報償費 1,134 医師報償費 1,134
通信運搬費 63 通信運搬費 65 65 通信運搬費 59 通信運搬費 59
駐車場整理員 180 駐車場整理員 234 221 駐車場整理員 239 駐車場整理員 239
消耗品 93 消耗品 114 114 消耗品 101 消耗品 101
医薬材料費 2 医薬材料費 12 12 医薬材料費 5 医薬材料費 5
臨時職員賃金等 1,497 臨時職員賃金等 1,000 865 臨時職員賃金等 1,386 臨時職員賃金等 1,386
2・3号嘱託職員報酬等0.23人 600 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 600 600 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 600 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 600

実施内容 健診用体重測定点検（隔年） 2 健診用体重測定点検（隔年） 0 0 健診用体重測定点検（隔年） 2 健診用体重測定点検（隔年） 0

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,733 合　　計 3,159 2,930 合　　計 3,526 合　　計 3,524
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,733 3,159 2,930 3,526 3,524

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.87 0.87 0.87 0.87 0.87
正職員人件費 7,656 7,656 7,656 7,656 7,656

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 600 600 600 600 600
臨時職員賃金額 1,420 1,386 865 1,386 1,386

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 11,389 10,815 10,586 11,182 11,180
(11)単位費用

15.82千円／人 14.82千円／人 15.12
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

乳幼児の健康の保持増進を図るためには、定期的に健康診断及び検査を受け、常にその健康状態を明らかにしておく必要 ●①事前確認での想定どおり
があるが、１歳６か月の時期は言葉や歩行などの発達を把握することが容易になってくる時期であり、この時期の健診は ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 総合的健康診査として重要性が高い。健康診査は、発達・発育の健診に加え生活面全般について、適切な支援や指導をし ○要
   背景は？(事業の必要性) ていく必要があり、市町村は、個々の生活環境に応じた内容・方法で健診を実施していく必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

小児科医師・歯科医師・歯科衛生士・保健師による来所者全数把握、必要に応じた心理相談や栄養相談を実施し、総合的
健康診査の充実を図った。安心して子育てができる保護者増加のための重点事業として事業の必要性が高い。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主導で実施することにより、該当時に事業案内を行い、

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 総合的な健康診査を広く市民に提供することができた。母子
□その他 　促進された 保健事業における保健指導・健康教育を実施することにより

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 、個々にあった助言を行えた。安心して子育てできる保護者
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された が増加するための重点事業として事業の必要性が高い。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
92.5 94 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

個別通知・未受診者への鑑賞により、対象者への周知が図られたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 92.5 98.4
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,815 574 10,586 97.88
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

5.04

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.87

％ 10万円 0.87 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
母子保健法に基づく法定事業であるため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 612 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 １歳６か月児健康診査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 昭和53年度 ～ ⑥担当職員数 10 人 (換算人数 0.87 人）
(1)事業概要

(当　初) 11,180 千円 (うち人件費 7,656 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 10,815 千円 (うち人件費 7,656 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実



、育児不 幼児の健やかな成長を図るため、知能、視力、聴力などの検査が比較的簡単に実施できるようになる３歳児
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 期に、総合的な健康診査による疾病や発達遅滞の早期発見及び健康生活に関わる保健指導を実施する。
展開方向

３歳６か月児を対象に年１６回実施。対象者には実施予定の前の月に問診票を郵送している。該当月に受診 各月１～２回（年１６回）　健診実施
がなかった場合は電話や訪問等を実施し、４歳までの受診を促している。 該当月（３歳６か月）前月に個別通知
（母子保健法第12条に基づく法定事業） 当該年度 健診予定月を２ヵ月経過して（３歳８か月時点）受診がなかった者で、保育園に通園していない場合は、地
≪内容≫・身長、体重、頭位の測定、肥満度の測定　・尿検査　・小児科診察　・歯科健康診査 執行計画 区担当保健師が訪問等し状況確認をする。

(3)事業内容 内　　容 　　　　・歯みがき指導（原則、希望者にフッ化物塗布）　・育児相談 随時、子育てワンストップサービスへの対応を検討（マイナポータルを活用した健康診査のお知らせ等の導
     　　＊必要に応じて：視力検査・栄養相談・心理相談 入・運用検討）
　 受診者数 想定値 814当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 832

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 受診率が増加する 直接 受診率 ％ 89 88

令和 2年度 受診率が増加する 直接 受診率 ％ 89

令和 3年度 受診率が増加する 直接 受診率 ％ 90

３歳６か月児の多くが保育園・幼稚園に通園しており、健診受診率が低くなっているため、電話や通知による未受診者の受診勧
(7)事業実施上の課題と対応 奨を勧めていく。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

医師・歯科医師報償費 1,296 医師・歯科医師報償費 1,296 1,296 医師・歯科医師報償費 1,296 医師・歯科医師報償費 1,296
視能訓練士報償費 256 視能訓練士報償費 290 256 視能訓練士報償費 256 視能訓練士報償費 256
消耗品 308 消耗品 290 290 消耗品 275 消耗品 275
通信運搬費 144 通信運搬費 148 148 通信運搬費 147 通信運搬費 147
二次検尿委託料 56 二次検尿委託料 51 51 二次検尿委託料 49 二次検尿委託料 49
駐車場整備業務委託 180 駐車場整備業務委託 272 272 駐車場整備業務委託 273 駐車場整備業務委託 273
小児用レフラクトメータリース料 40 小児用レフラクトメーター購入 50 50

実施内容 臨時職員賃金等 1,743 臨時職員賃金等 1,900 1,900 臨時職員賃金等 1,666 臨時職員賃金等 1,666
医薬材料費 48 医薬材料費 44 44 医薬材料費 51 医薬材料費 51

(8)施行事項
費　　用 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 600 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 600 600 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 600 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 600

印刷製本費（隔年） 0 印刷製本費（隔年） 26 26 印刷製本費（隔年） 0 印刷製本費（隔年） 26
日々雇用者傷害見舞保険　視能訓練士３ 8 日々雇用者傷害見舞保険　視能訓練士３ 8 8 日々雇用者傷害見舞保険　視能訓練士３ 8 日々雇用者傷害見舞保険　視能訓練士３ 8
健診用体重測定点検（隔年） 2 健診用体重測定点検（隔年） 0 0 健診用体重測定点検（隔年） 2 健診用体重測定点検（隔年） 0

小児用レフラクトメータリース点検料（ 37 37 小児用レフラクトメータリース点検料（ 0 小児用レフラクトメータリース点検料（ 38

予算(決算)額 合　　計 4,681 合　　計 5,012 4,978 合　　計 4,623 合　　計 4,685
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,326 4,669 4,978 4,280 4,342

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 355 □特会 □受益 □基金 ■その他 343 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 343 □特会 □受益 □基金 ■その他 343
換算人数(人) 0.87 0.87 0.87 0.87 0.87
正職員人件費 7,656 7,656 7,656 7,656 7,656

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 600 600 600 600 600
臨時職員賃金額 1,819 1,666 1,900 1,666 1,666

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,337 12,668 12,634 12,279 12,341
(11)単位費用

15.76千円／人 15.56千円／人 15.19
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

乳幼児の健康の保持増進を図るためには、定期的に健康診断及び検査を受け、常にその健康状態を明らかにしておく必要 ●①事前確認での想定どおり
があるが、特に３歳６か月～４歳までの時期は、知能、視覚、聴覚などの検査が比較的簡単にでき、集団に適応している ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ かなど社会性を把握することが容易になってくる時期であり、この時期の健診は総合的健康診査として重要性が高い。健 ○要
   背景は？(事業の必要性) 康診査は、発達・発育の健診に加え生活面全般について、適切な支援や指導をしていく必要があり、市町村は、個々の生 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

活環境に応じた内容・方法で健診を実施していく必要がある。 小児科医・歯科医師・歯科衛生士・保健師により来所者全数対応実施、必要に応じた栄養相談・心理相談を行い、個々に
応じた支援を実施した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主導で事業を進めることにより、該当児に事業案内を行

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 い、総合的な健康診査を広く市民に提供することが出来た。
□その他 　促進された また、市の施策に基づく住み慣れた地域で健康に暮らせるよ

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した う個々に合わせた保健指導・健康教育を実施した。安心して
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 子育てができる保護者が増加するための重点事業としても必 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された 要性が高い。 ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
89 88 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

該当児に個別通知、市内幼稚園・保育園にポスターを掲示して周知を図ったため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 88.2 100.23

。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,668 △331 12,634 99.73
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.68

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.69

％ 10万円 0.7 101.45

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
母子保健法に基づく法定事業であるため、今後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 613 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 ３歳児健康診査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成 9年度 ～ ⑥担当職員数 10 人 (換算人数 0.87 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,385 千円 (うち人件費 7,656 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 12,668 千円 (うち人件費 7,656 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ●有 ○無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実します。また



と 検診を通してがんの早期発見・早期治療を目指し、がん死亡率の低減を図る。また、乳がんに関する正しい
施策目的・

(2)目的 ともに、その重要性をＰＲし、受診率の向上を図ります。 事業目的 知識を普及し、個々の健康の保持・増進を図る。
展開方向

対象：30歳以上の女性 4月　保健センターのご案内・広報にて案内
内容・費用：30～39歳の女性　超音波検査(集団1,100円) 5月　受診券・無料クーポン送付
　　　　　　40歳～49歳の女性　マンモグラフィ検査2方向(集団2,000円、個別2,200円) 当該年度 6月～翌1月　個別検診実施　6月～8月　集団検診前期実施　11月～1月　集団検診後期実施
　　　　　　50歳以上の女性　マンモグラフィ検査1方向(集団1,000円、個別1,100円) 執行計画 11月　がん検診無料クーポン未受診者勧奨通知送付　  

(3)事業内容 内　　容 実施期間：個別検診は市内契約医療機関にて6月～翌年1月まで実施。 11月～3月　精密検査未受診勧奨通知送付
　　　　　集団検診は保健センターにて6～8月、11月～1月に実施。
・「新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業」に基づき、無料クーポン券の配布・精密検査未受診 受診者数 想定値 8,700当該年度
勧奨の実施。 単位 人

活動結果指標 実績値 8,202

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 より多くの対象者が検診を受診する。 直接 受診率 ％ 28.4 35.9

令和 2年度 より多くの対象者が検診を受診する。 直接 受診率 ％ 37.9

令和 3年度 より多くの対象者が検診を受診する。 直接 受診率 ％ 39.4

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 36 消耗品 14 14 消耗品 27 消耗品 27
通信運搬費580+280 860 通信運搬費540+276 815 815 通信運搬費540+276 816 通信運搬費540+276 816
検診、結果通知等委託料 46,298 検診、結果通知等委託料 46,750 44,488 検診、結果通知等委託料 46,750 検診、結果通知等委託料 46,750
臨時職員賃金等 781 臨時職員賃金等 500 448 臨時職員賃金等 820 臨時職員賃金等 820
がん検診医療機関報告委託料 75 がん検診医療機関報告委託料 76 39 がん検診医療機関報告委託料 76 がん検診医療機関報告委託料 76
印刷製本費（ポスター按分） 6 印刷製本費（ポスター按分） 7 7 印刷製本費（ポスター按分） 7 印刷製本費（ポスター按分） 7
駐車場整理委託 842 駐車場整理委託 713 713 駐車場整理委託 713 駐車場整理委託 713

実施内容 2・3号嘱託職員報酬等0.34人 800 2・3号嘱託職員報酬等 700 700 2・3号嘱託職員報酬等 700 2・3号嘱託職員報酬等 700
がん無料クーポン作成等委託 243 がん無料クーポン作成等委託 337 297 がん無料クーポン作成等委託 337 がん無料クーポン作成等委託 337

(8)施行事項
費　　用 がんクーポン通信運搬費 63 がんクーポン通信運搬費 90 90 がんクーポン通信運搬費 106 がんクーポン通信運搬費 106

集団受診券作成委託 432 集団受診券作成委託 455 454 集団受診券作成委託 455 集団受診券作成委託 455
個別受診券作成委託料 475 個別受診券作成委託料（按分） 454 373 個別受診券作成委託料（按分） 454 個別受診券作成委託料（按分） 454
保険料（子守サポート傷害） 65 保険料（子守サポート傷害） 60 50 保険料（子守サポート傷害） 60 保険料（子守サポート傷害） 60
精密検査未受診勧奨 35 精密検査未受診勧奨通信運搬費 9 9 精密検査未受診勧奨通信運搬費 14 精密検査未受診勧奨通信運搬費 14

3月補正：クーポン作成等委託 △40
3月補正：受診券作成委託料 △157

予算(決算)額 合　　計 51,011 合　　計 50,783 48,497 合　　計 51,335 合　　計 51,335
国庫支出金 補助率 50 ％ 194 補助率 50 ％ 219 218 補助率 50 ％ 219 補助率 50 ％ 219
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 50,817 50,564 48,279 51,116 51,116

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.49 0.49 0.49 0.49 0.49
正職員人件費 4,312 4,312 4,312 4,312 4,312

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 800 700 700 700 700
臨時職員賃金額 781 820 448 820 820

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 55,323 55,095 52,809 55,647 55,647
(11)単位費用

6.15千円／人 6.33千円／人 6.44
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

千葉県における乳がんの罹患率は30歳代から上昇し始め、中でも50歳～54歳の年齢層の増加が著しい。また千葉県の乳が ●①事前確認での想定どおり
んの死亡率は全国に比べ高い。早期に発見し治療を行えば予後が良好な疾病であり、乳房の温存による生活の質の維持・ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 向上が期待されることから、検診をはじめとした早期発見の対策が必要。「新たなステージに入ったがん検診の総合支援 ○要
   背景は？(事業の必要性) 事業」を実施し、無料クーポン券の配布や未受診者へ受診勧奨をし、受診率向上につなげる必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

女性の乳がん罹患率・死亡率は高く、近年は若年者の罹患も多い。そのため、乳がんの早期発見・早期治療による死亡率
減少を目的としている本事業の必要性は高い。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 乳がんの早期発見・早期治療を促進し、女性の健康保持増進

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 を図ることを目的として、健康増進法に基づき、市が国の指
□その他 　促進された 針や千葉県乳がん検診ガイドラインに則った精度の高い検診

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した を実施する必要がある。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 集団検診実施時に我孫子市健康づくり推進員及び食生活改善 集団検診時に、健康づくり推進員や子育てサポーターが、受 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 推進員、子育てサポーターが受診者のお子様預かりを行い、 診者のお子さんの預かりを行い、子育て世代が受診しやすい ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 子育て世代が受診しやすい環境づくりを行っている。 環境づくりを行った。(今年度利用者は330人であった) ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
28.4 35.9 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

前年受診者への受診券自動送付、当日受診の実施等受診しやすい環境づくりを行
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 25.6 71.31

ったが、当初想定より受診者数が減少したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 55,095 228 52,809 95.85
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.41

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 当初想定より受診者数が減少したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.07

％ 10万円 0.05 71.43

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
乳がんの罹患者は近年急増しており、特に４０～５０歳代の女性にとって最も多いがん死亡原因となっているため、がんの早期発見・早期治療
のために必要性が高いことから、今後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 614 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 乳がん検診 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成25年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.49 人）
(1)事業概要

(当　初) 55,647 千円 (うち人件費 4,312 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 55,095 千円 (うち人件費 4,312 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31101 重点５ ○有 ●無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

生活習慣病の予防やがんの早期発見・早期治療を促進するため、受診しやすい健（検）診体制を整備する



（検）診体制を整備すると 妊娠届、新生児・産婦訪問、各種相談・健診、各種がん検診などの保健事業のデータを電算で一元管理し、
施策目的・

(2)目的 ともに、その重要性をＰＲし、受診率の向上を図ります。 事業目的 市民個々のニーズに合った適切な助言や情報提供など母子・成人保健サービスを提供すると共に、相談体制
展開方向

を確保する。また、各種事業の業務の効率化及び個人情報管理のセキュリティ機能を強化する。
妊娠届、出生通知書、新生児・産婦訪問、４か月児相談、１歳６か月児健康診査、３歳児健康診査、成人検 〇システムが滞りなく動作し、業務に支障が生じないよう、適宜、保守を行う。
診等各種事業で把握したデータをペーパー管理からＰＣ管理に変更し、心も身体も健康プランの進行管理を 〇システムのカスタマイズを実施。
総括的に行えるシステムの運営を行う。開発したシステムを利用して、個人情報を一元管理し、市民の今ま 当該年度 　大腸がん検診等データ一括取り込み機能の追加（経常）、胃がん検診（内視鏡検査）の項目追加（政策）
での相談内容を把握し、市民に必要な助言や情報提供を行うと共に、予防接種情報、妊娠届出情報、母子健 執行計画 　母子健診のマイナンバー情報連携対応（経常・９月補正）

(3)事業内容 内　　容 診情報のマイナンバー情報連携を実施する。

母子・成人事業における職員のシステム利用における満足度 想定値 85当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 83.2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 各種データ一元化により、より適切な指導を行う。 間接 母子・成人事業における職員のシステム利用における満足度 ％ 81.2 85

令和 2年度 各種データ一元化により、より適切な指導を行う。 間接 母子・成人事業における職員のシステム利用における満足度 ％ 90

令和 3年度 各種データ一元化により、より適切な指導を行う。 間接 母子・成人事業における職員のシステム利用における満足度 ％ 95

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

2・3号嘱託職員報酬等2人 4,524 2・3号嘱託職員報酬等2人 4,479 3,773 2・3号嘱託職員報酬等2人 4,479 2・3号嘱託職員報酬等2人 4,479
システムリース費 4,109 システムリース費 4,147 4,109 システムリース費 3,243 システムリース費 419
システム保守委託費 3,169 システム保守委託費 3,199 3,199 システム保守委託費 3,228 システム保守委託費 3,228
システム変更委託料 1,340 システム改修業務委託料 737 737

＊ システム改修業務委託料（政策） 737 737
９月補正：社会保障・税番号制度対応 3,298 3,298

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 13,142 合　　計 16,597 15,853 合　　計 10,950 合　　計 8,126
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 66 ％ 928 928 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 13,142 15,669 14,925 10,950 8,126

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14
正職員人件費 1,232 1,232 1,232 1,232 1,232

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 4,524 4,479 3,773 4,479 4,479
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,374 17,829 17,085 12,182 9,358
(11)単位費用

169.11千円／％ 209.75千円／％ 205.35
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

妊娠届、新生児・産婦訪問、各種相談・健診、予防接種などの保健事業のデータを電算で一元管理し、市民個々のニーズ ●①事前確認での想定どおり
に合った適切な助言や情報提供などを迅速に提供する相談体制を確保するためには当該システムが必要である。また、心 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ も身体も健康プランの進行管理（検証・評価）においても、各種健（検）診や相談などのデータが必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市民個々のニーズに合った保健指導や情報等を迅速に提供するにあたり、当該システムで管理するデータが重要な役割を
果たしている。また、データを活用して、心も身体も健康プランの進行管理を実施でき、必要性が高い。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施する事業の評価や見直しは必須であり、心も身体も

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 健康プランの進行管理、計画見直しを効率よく実施するため
□その他 　促進された に、健康管理システムでデータ管理することは必要である。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した また、マイナンバー制度に対応したデータ管理や情報連携等
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された を実施するためにも必要性が高い。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
81.2 85 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

年間を通して健康管理システムが安定した状態で稼働し、不具合はベンダーと調
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 83.2 97.88

整して改善を図ったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 17,829 △3,455 17,085 95.83
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△24.04

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.48

％ 10万円 0.49 102.08

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
予防接種の管理、各種健（検）診や相談等データを一元管理するため、システムを安定して運用していくことが必要不可欠である。また、マイ
ナンバー制度に対応したデータ管理や情報連携のためにも必要性が高い。今後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 615 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 健康管理システム開発・運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成26年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.14 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,531 千円 (うち人件費 1,232 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 17,829 千円 (うち人件費 1,232 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31101 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

生活習慣病の予防やがんの早期発見・早期治療を促進するため、受診しやすい健



ると 前立腺がんに特異的な腫瘍マーカーのＰＳＡ値を検査することにより、前立腺がんを早期に発見し、治癒さ
施策目的・

(2)目的 ともに、その重要性をＰＲし、受診率の向上を図ります。 事業目的 せること、手術侵襲による患者のＱＯＬを低下させない。
展開方向

血液検査で前立腺がん腫瘍マーカーである、ＰＳＡ値を検査する。国保加入者特定健診及び後期高齢者健診 4月、受診券発送、保健センターのご案内（広報折込4月、10月）・保健センターだより・広報あびこ・ホー
の血液検査と同時実施。社会保険加入者は、単独実施。 ムページ等掲載周知。
対象：５０歳以上の男性 当該年度 6月～1月　個別検診実施
内容：問診、血液検査 執行計画 10月　集団検診実施

(3)事業内容 内　　容 実施期間：（個別）６月～翌年１月末まで、（集団）10月に特定健診と同時実施（3日間） 精密検査未受診者への個別の受診勧奨電話を実施。
自己負担額：（個別）1,500円（国保特定健診同時受診900円）、（集団）500円
実施場所：（個別）市内契約医療機関、（集団）保健センター 受診者数 想定値 3,907当該年度
基準値以上のＰＳＡ値の場合、精密検査医療機関に紹介 単位 人

活動結果指標 実績値 3,699

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 より多くの対象者が検診を受診する 直接 受診率　　 ％ 28.2 30.2

令和 2年度 より多くの対象者が検診を受診する 直接 受診率　　 ％ 32.2

令和 3年度 より多くの対象者が検診を受診する 直接 受診率　　 ％ 34.2

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

検診委託料 12,610 検診委託料 12,302 12,295 検診委託料 12,302 検診委託料 12,302
通信運搬費 580 通信運搬費 536 536 通信運搬費 540 通信運搬費 540
消耗品費 15 消耗品費 11 11 消耗品費 15 消耗品費 15
印刷製品費（ポスター按分） 6 印刷製品費（ポスター按分） 7 7 印刷製品費（ポスター按分） 7 印刷製品費（ポスター按分） 7
受診券作成委託料 476 受診券作成委託料 454 373 受診券作成委託料 454 受診券作成委託料 454
報告委託料162円×230人 37 報告委託料 38 27 報告委託料 38 報告委託料 38

3月補正：受診券作成委託料 △157
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 13,724 合　　計 13,191 13,249 合　　計 13,356 合　　計 13,356
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 66 ％ 0 5,756 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 13,724 13,191 7,493 13,356 13,356

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.08 0.08 0.08 0.08 0.08
正職員人件費 704 704 704 704 704

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,428 13,895 13,953 14,060 14,060
(11)単位費用

3.56千円／人 3.56千円／人 3.77
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

前立腺がんは、もともと日本ではあまり見られなかったが、「食生活の欧米化」「高齢化」等の原因により近年、増加し ●①事前確認での想定どおり
ているがんである。このがんは早期に発見できると治癒が容易だが、発見が遅れると骨や肝臓に転移しやすいため、検診 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 等で出来るだけ早期に発見する必要がある。なお、前立腺がん検診における発見率は、他のがん検診に比べ高い結果を得 ○要
   背景は？(事業の必要性) ている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

前立腺がんの発見につながっており、事業の必要性は高い。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 国の指針に基づかない市独自の検診であり、市が実施するこ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 とにより、前立腺がんの早期発見につながっている。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
28.2 30.2 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当初想定よりも受診者数が減少したたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 13.4 44.37
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,895 533 13,953 100.42
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

受診予測人数の精査と、受益者負担の見直しによる

3.69

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 当初想定よりも受診者数が減少したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.22

％ 10万円 0.1 45.45

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市が前立腺がん検診を実施していく必要性は高く、今後も特定健診等との同時受診や集団検診の機会を活用し、また補助金の活用も行いながら
、事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 616 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 前立腺がん検診 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.08 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,060 千円 (うち人件費 704 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 13,895 千円 (うち人件費 704 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31101 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

生活習慣病の予防やがんの早期発見・早期治療を促進するため、受診しやすい健（検）診体制を整備す



するために、口腔内の粘膜の異常を早期に発見し、がん・前がん病変又は良性の口腔
施策目的・

(2)目的 ともに、その重要性をＰＲし、受診率の向上を図ります。 事業目的 粘膜疾患を見極める検診を実施するとともに、口腔衛生への正しい知識を普及・啓発する。
展開方向

・(一社)我孫子市歯科医師会と共催で口腔がん検診を実施する（事前申込制）。 ・6月広報において募集
・検診は、日本大学松戸歯学部付属病院の口腔外科の歯科医師及び（一社）我孫子市歯科医師会が実施する ・7月上旬　案内発送
。 当該年度 ・7月に実施
・場所：保健センター 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・定員：300人
・自己負担金:500円

受診者数 想定値 300当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 297

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 より多くの対象者が検診を受診する 直接 受診者数 人 327 300

令和 2年度 より多くの対象者が検診を受診する 直接 受診者数 人 400

令和 3年度 より多くの対象者が検診を受診する 直接 受診者数 人 400

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

歯科医師出動費 400 歯科医師出動費 400 400 歯科医師出動費 400 歯科医師出動費 400
申込者通知 29 申込者通知 29 23 申込者通知 29 申込者通知 29
駐車場整理委託 43 駐車場整理委託 48 48 駐車場整理委託 43 駐車場整理委託 43
消耗品 29 消耗品 18 18 消耗品 23 消耗品 23

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 501 合　　計 495 489 合　　計 495 合　　計 495
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 501 495 489 495 495

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 880 880 880 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,381 1,375 1,369 1,375 1,375
(11)単位費用

4.6千円／人 4.58千円／人 4.61
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

口腔がんの発生は、口腔内の不衛生や、虫歯や義歯による刺激を常に舌などに受けている人に多く発生し、他の頭頸部が ●①事前確認での想定どおり
ん同様にタバコやアルコールも発生原因であるとされている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ このようなことから、歯・口腔における専門的な口腔がん等の検診ができる機会を歯科医師会と連携して事業を展開する ○要
   背景は？(事業の必要性) ことで、口腔がんの早期発見を図る必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

口腔がんは口腔疾患や衛生不良、喫煙・飲酒と深い関わりがある。早期発見・治療が重要であるため、市民に対して口腔
がんや口腔疾患に関しての情報の周知や意識付けが必要であるため想定どおりとなった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 口腔がんは口腔疾患や衛生不良、喫煙・飲酒と深い関わりが

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ある。早期発見・治療が重要であるが、初期では痛みなど自
□その他 　促進された 覚症状が少ないため発見されにくい。また、市内には専門性

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した の高い歯科医院が少なく、市が主導で早期発見の機会を設け
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 、市民に対して意識付けをしていくためにも口腔がん検診は ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された 必要である。 ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
327 300 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

口腔がん検診の重要性を市民へ周知できたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 297 99
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,375 6 1,369 99.56
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.43

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 21.82

人 10万円 21.69 99.4

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
歯と口腔の健康は健康寿命の延伸にも寄与しており、歯と口腔の健康づくりをさらに推進していくため、（一社）我孫子市歯科医師会と協働し
、歯と口腔における専門的な口腔がん検診等の検診が出来る機会を確保し、がんの早期発見が出来るよう引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 617 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 口腔がん検診 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成19年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,375 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31101 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

生活習慣病の予防やがんの早期発見・早期治療を促進するため、受診しやすい健（検）診体制を整備すると 口腔がんの発生を抑制



の早期発見・早期治療を目指し、がん死亡の低減を図る。また、大腸がんに関する正しい
施策目的・

(2)目的 ともに、その重要性をＰＲし、受診率の向上を図ります。 事業目的 知識を普及し、個々の健康の保持・増進を図る。
展開方向

対象：４０歳以上の男女。 4月　保健センターのご案内、広報で案内。
内容：便潜血反応検査(2日法)。個別は市内契約医療機関にて実施。集団は特定健診・子宮頸がん検診・乳 5月　受診券送付。
がん検診との同日受診を実施。 当該年度 前期6月～8月、後期11月～翌年1月に子宮頸がん検診・乳がん検診集団検診との同日受診を実施。
費用：個別800円（特定健診と同時受診の場合500円）、集団400円。 執行計画 6月～翌年1月に市内委託医療機関で検診実施。

(3)事業内容 内　　容 実施期間：6月から翌年1月末まで。 10月　特定健診との同日受診を実施。
未受診者勧奨：精検未受診者へ受診勧奨ﾊｶﾞｷ送付、その後の受診が確認できない者に対し、電話で個別に受 11月～3月 精検未受診勧奨通知送付。
診勧奨を実施。 受診者数　 想定値 9,550当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 8,771

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 より多くの対象者が検診を受診する。 直接 受診率 ％ 18.5 27.3

令和 2年度 より多くの対象者が検診を受診する。 直接 受診率 ％ 28.9

令和 3年度 より多くの対象者が検診を受診する。 直接 受診率 ％ 30.4

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 29 消耗品 241 241 消耗品 120 消耗品 120
検診委託料 21,306 検診委託料 21,851 17,265 検診委託料 21,851 検診委託料 21,851
精密検査結果報告委託料162円×680人 110 精密検査結果報告委託料700人 115 72 精密検査結果報告委託料700人 115 精密検査結果報告委託料700人 115
印刷製本費（ポスター按分） 6 印刷製本費（ポスター按分） 7 7 印刷製本費（ポスター按分） 7 印刷製本費（ポスター按分） 7
通信運搬費 580 通信運搬費（按分） 507 507 通信運搬費（按分） 540 通信運搬費（按分） 540
個別受診券作成委託料 475 個別受診券作成委託料（按分） 454 373 個別受診券作成委託料（按分） 454 個別受診券作成委託料（按分） 454
精密検査未受診勧奨 35 精密検査未受診勧奨通信運搬費 48 48 精密検査未受診勧奨通信運搬費 40 精密検査未受診勧奨通信運搬費 40

実施内容 3月補正：受診券作成委託料 △157
流用：検診委託料 △2,628

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 22,541 合　　計 20,438 18,513 合　　計 23,127 合　　計 23,127
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 22,541 20,438 18,513 23,127 23,127

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.08 0.08 0.08 0.08 0.08
正職員人件費 704 704 704 704 704

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 23,245 21,142 19,217 23,831 23,831
(11)単位費用

2.5千円／人 2.21千円／人 2.19
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

大腸がんによる死亡者は増加し、悪性新生物の主な部位別にみた死亡率では男性で第３位、女性で第1位である。また、 ●①事前確認での想定どおり
大腸がんは転移もしやすく、早期発見・早期治療を図る上で検診の必要性は高い。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

大腸がんはがんの部位別死亡で男性3位、女性1位の疾患であり、早期発見・早期治療により死亡率減少を目指す本事業の
必要性は高い。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施することによって、個別の受診券を送付し、市民周

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 知が効果的に図ることができた。また、市が実施する特定健
□その他 　促進された 診・長寿健診と同時実施することが可能であり、重複する検

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 査料相当分などの委託料を抑え、受益者費用の軽減にも繋が
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された った。健康増進法に基づく検診を市が国の指針に則って実施 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された する必要がある。 ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
18.5 27.3 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

受診者数が想定を下回ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 17.7 64.84
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 21,142 2,103 19,217 90.89
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

9.05

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 想定よりも受診者数が少かったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.13

％ 10万円 0.09 69.23

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
広報、ホームページ、各種がん検診受診者に対するお知らせや、無償の啓発媒体を使用したイベントでの啓発等により、大腸がん検診の受診の
機会があること、特定健診や長寿健診、女性の集団検診と同時に実施できることを周知し、受診率の向上を目指し、引き続き現状通り推進して
いく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 618 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 大腸がん検診 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.08 人）
(1)事業概要

(当　初) 23,831 千円 (うち人件費 704 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 21,142 千円 (うち人件費 704 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31101 重点５ ○有 ●無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

生活習慣病の予防やがんの早期発見・早期治療を促進するため、受診しやすい健（検）診体制を整備すると 検診を通してがん



の変化や児の成長が著しい妊娠期・乳児期に定期的な健康診査によって、異常の早期発見や健康管理を
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 行うことができ、安全な出産と乳児の健やかな成長を送ることができる。
展開方向

妊娠期・乳児期の健康管理に必要な定期健康診査のうち、一部を市の妊婦・乳児健康診査として健診費用を ４月：委託契約
助成し、受診率の向上を図る。 随時：母子健康手帳交付時に受診券を交付、転入者は転入届出時に受診券を交付、契約医療機関追加契約、
実施場所：県内医療機関及び県外委託医療機関（一部） 当該年度 助成金交付（償還）申請・審査・支払業務
期間・回数：妊娠期14回、乳児期2回（3～6か月、9～11か月） 執行計画 随時、子育てワンストップサービスへの対応を検討（マイナポータルを活用した健康診査のお知らせ等の導

(3)事業内容 内　　容 方法：母子健康手帳発行時に別冊Ⅰとして受診券交付、受診券記載の健診項目について、市の費用負担とす 入・運用検討）
る。市と契約できない県外医療機関で受診した場合の健診費用を償還払い制度により助成する。 政策：新生児聴覚検査費用助成導入検討。
（母子保健法第13条に基づく法定事業） 受診件数（妊婦延10,640件、乳児延1,520件） 想定値 12,160当該年度
政策：新生児聴覚検査　県内で統一実施の目途がついた場合、市で速やかに実施していく必要がある。 単位 件

活動結果指標 実績値 10,070

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 受診率が増加する 間接 受診率 ％ 89.9 93

令和 2年度 受診率が増加する 直接 受診率 ％ 94

令和 3年度 受診率が増加する 直接 受診率 ％ 95

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

乳児健康診査委託料 9,378 乳児健康診査委託料 10,173 8,945 乳児健康診査委託料 10,173 乳児健康診査委託料 10,173
妊婦健康診査委託料 72,555 妊婦健康診査委託料 75,698 64,240 妊婦健康診査委託料 75,698 妊婦健康診査委託料 75,698
支払審査業務委託料 1,160 妊婦・乳児支払審査業務・受診券委託料 1,514 1,274 妊婦・乳児支払審査業務・受診券委託料 1,514 妊婦・乳児支払審査業務・受診券委託料 1,514
受診券抽出委託料 284 通信運搬費 53 52 通信運搬費 53 通信運搬費 53
通信運搬費 53 消耗品 4 4 消耗品 4 消耗品 4
消耗品 4 助成金（償還払） 1,778 1,184 助成金（償還払） 1,823 助成金（償還払） 1,823
助成金（償還払） 1,944 受診票（別冊Ⅰ、転入者用等印刷） 232 232 受診票（別冊Ⅰ、転入者用等印刷） 221 受診票（別冊Ⅰ、転入者用等印刷） 221

実施内容 受診票（別冊Ⅰ、転入者用等印刷） 221 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 800 800 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 800 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 800
2・3号嘱託職員報酬等0.31人 800 ＊ 新生児聴覚検査導入検討 委託料決定 ＊ 新生児聴覚検査委託料（未定） ＊ 新生児聴覚検査委託料（未定）

(8)施行事項
費　　用 ＊ 新生児聴覚検査導入検討

予算(決算)額 合　　計 86,399 合　　計 90,252 76,731 合　　計 90,286 合　　計 90,286
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 86,399 90,252 76,731 90,286 90,286

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 2,640 2,640 2,640 2,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 800 800 800 800 800
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 89,039 92,892 79,371 92,926 92,926
(11)単位費用

7.33千円／件 7.64千円／件 7.88
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

妊娠期には早・流産、妊娠中毒症などの予防や経過観察、乳児期には疾病や発達障害などの早期発見・治療が必要である ●①事前確認での想定どおり
ため、医療機関において定期的に健康診断及び検査を受け、常にその健康状態を把握する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

経済的な負担軽減を図り、健康診査を受診する機会を確保することで、妊娠期の異常の早期発見や妊娠中の健康管理を行
い、安全な分娩につなげることができた。また乳児期の疾病の早期発見や健康状態を把握することができたため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 母子健康手帳交付時に妊娠及び乳児健康診査受診票を交付し

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 妊婦が安心して出産できる環境づくりを行い、乳児の異常の
□その他 　促進された 早期発見のため、妊婦・乳児に対して健診を受診するように

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 推奨した。また、市の施策に基づく住み慣れた地域で健康に
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 暮らせるよう経済的負担を軽減し母子保健事業における健康 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された 管理を行った。安心して子育てができる保護者が増加するた ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他 めの重点事業としての必要性が高い。
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
89.9 93 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

妊娠初期から後期までほとんどの妊婦健診において受診票が使用でき、健診の必
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 94.4 101.51

要性の普及が図られたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 92,892 △3,853 79,371 85.44
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

想定よりも妊娠届出数が下回ったため。

△4.33

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 想定よりも妊娠届出数が下回ったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.1

％ 10万円 0.12 120

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
少子化対策の一環として、妊娠中の健診費用の負担軽減を図る必要がある。健康診査を受診する機会を確保することで、妊娠期の異常の早期発
見や妊娠中の健康管理を行い、安全な分娩につなげることができるため、妊娠・乳児健康診査の支援を今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 619 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 妊婦・乳児健康診査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 92,926 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 92,892 千円 (うち人件費 2,640 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実します。また、育児不 母体



ます。また、育児不 妊娠中はホルモンバランスの変化により、むし歯や歯周病にかかりやすくなります。特に歯周病は早産や低
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 出生体重児出産に深く関わりがあるため、妊婦への歯科健診を行うとともに、歯周病と全身疾患の関わりに
展開方向

関する知識の普及を図ります。
年度内に、我孫子市の妊婦に、現在歯の状況、歯肉の状況、口腔清掃状況の状態の検査を行う。 母子健康手帳交付時や妊婦が転入した際に、受診券を配布
通年、（一社）我孫子市歯科医師会に委託し、契約医療機関で実施する。 4・10月：保健センターご案内を全戸配布
政策：2020年度以降、①歯肉出血の状況②動揺度③簡易的な前歯唇面クリーニング(5分程度)を追加し実施 当該年度 4月～翌年3月：契約医療機関において健診を実施
する。 執行計画 自己負担額：700円

(3)事業内容 内　　容 政策：2020年度以降、①歯肉出血の状況②動揺度③簡易的な前歯唇面クリーニング(5分程度)を追加し実施
予定。
受診者数 想定値 120当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 94

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 より多くの対象者が健診を受診する 直接 受診者数 人 108 120

令和 2年度 より多くの対象者が健診を受診する 直接 受診者数 人 150

令和 3年度 より多くの対象者が健診を受診する 直接 受診者数 人 200

妊娠中の口腔衛生の必要性が十分に理解できるよう啓発し、受診者数の向上を図る。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 8 消耗品 7 7 消耗品 8 消耗品 8
問診票等通信運搬費 43 問診票等通信運搬費 46 19 問診票等通信運搬費 46 問診票等通信運搬費 46
健診委託料 361 健診委託料 442 334 健診委託料 447 健診委託料 447
印刷製本費 67 印刷製本費 54 54 印刷製本費 54 印刷製本費 54

＊ 健診委託料（新規の検診項目） 90 ＊ 健診委託料（新規の検診項目） 90

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 479 合　　計 549 414 合　　計 645 合　　計 645
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 479 549 414 645 645

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12
正職員人件費 1,056 1,056 1,056 1,056 1,056

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,535 1,605 1,470 1,701 1,701
(11)単位費用

15.35千円／人 13.38千円／人 15.64
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

妊娠期はホルモンバランスの変化やつわりなどにより、口腔内の環境が変化しむし歯や歯周病になりやすい時期です。特 ●①事前確認での想定どおり
に、妊婦が歯周病にかかると、歯周病菌が子宮収縮を引き起こしたり、胎盤を通じて胎児の成長に影響を与えることがあ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ り、早産や低出生体重児出産となる確率が、健康な妊婦に比べて約５～７倍高くなります。よって、妊娠期に歯科健診の ○要
   背景は？(事業の必要性) 受診機会を提供することが必要となります。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

妊娠期は歯科疾患にかかりやすく、特に歯周病は早産や低出生体重児に影響を与えることから、妊娠期の歯科疾患の早期
発見・予防のために歯科健診の受診が重要であることを啓発する機会が必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 妊娠中はホルモンバランスの変化により、むし歯や歯周病に

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 かかりやすく、特に歯周病は胎児に影響を与え、低出生体重
□その他 　促進された 児や早産と関わっている。妊娠期の歯科疾患の予防が母子の

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 健康保持・増進につながる事や、産後のむし歯菌の母子感染
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された を減らすために、妊娠期からの歯と口腔の健康づくり」が需 ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された 要である。このことから市が主導で妊婦歯科健康診査を実施 ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他 する必要がある。
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
108 120 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルスの流行により受診者数が減少しため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 94 78.33
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,605 △70 1,470 91.59
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△4.56

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルスの流行により受診者数が減少したた

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 め。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 7.48

人 10万円 6.39 85.43

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
妊娠期の歯科疾患の早期発見・予防が母子の健康につながることや、産後のむし菌の母子感染を減らすために、妊娠期から歯と口腔の健康を維
持することが重要であるため、事業を継続していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 620 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 妊婦歯科健康診査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.12 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,606 千円 (うち人件費 1,056 千円）⑦事業費
総事業費 4,022 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 1,605 千円 (うち人件費 1,056 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実し



すると 検診を通してがんの早期発見・早期治療を目指し、がん死亡の低減を図る。また、子宮頸がんに関する正し
施策目的・

(2)目的 ともに、その重要性をＰＲし、受診率の向上を図ります。 事業目的 い知識を普及し、個々の健康の保持・増進を図る。
展開方向

対象：20歳以上の女性 5月　20歳～39歳女性へは子宮頸がん検診・乳がん検診について特化した受診券同封案内を送付。保健セン
内容：問診、視診、子宮頸部細胞診 ターのご案内・保健センターだより・広報あびこ・ホームページ等掲載周知。無料クーポン券送付。
費用：1,500円（集団）、1,800円（個別） 当該年度 6月～1月　検診（個別・集団）実施
実施期間：6月～7月に6日間・11月～12月に7日間（集団）、6月～翌年1月（個別） 執行計画 ・若年層への受診勧奨を目的に、成人式でパンフレットの配布、保育園・幼稚園・学童を通じての啓発媒体

(3)事業内容 内　　容 実施方法：集団、個別 の配布による子育て世代への周知に加え、ドラッグストアなど女性が立ち寄りやすい場所でのポスター掲示
実施場所：保健センター（集団）、市内契約医療機関（個別） やカード型媒体の配架を実施。
「新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業」にもとづき、対象者に無料クーポン券の配布と、精密 受診者数 想定値 7,200当該年度
検査の受診勧奨を実施。 単位 人

活動結果指標 実績値 6,986

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 より多くの対象者が検診を受診する 直接 受診率 ％ 26.8 28.8

令和 2年度 より多くの対象者が検診を受診する 直接 受診率 ％ 30.8

令和 3年度 より多くの対象者が検診を受診する 直接 受診率 ％ 32.3

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 15 消耗品 8 8 消耗品 15 消耗品 15
通信運搬費580+280 868 通信運搬費 791 791 通信運搬費 540 通信運搬費 540
検診委託料 41,565 検診委託料 40,088 39,773 検診委託料 40,088 検診委託料 40,088
駐車場整理委託 505 駐車場整理委託 388 387 駐車場整理委託 388 駐車場整理委託 388
受付・結果通知委託料 764 受付・結果通知委託料 845 815 受付・結果通知委託料 845 受付・結果通知委託料 845
受診券作成委託料 475 受診券作成委託料 454 373 受診券作成委託料 454 受診券作成委託料 454
がん検診医療機関報告手数料 11 がん検診医療機関報告手数料 11 11 がん検診医療機関報告手数料 11 がん検診医療機関報告手数料 11

実施内容 印刷製本費（ポスター按分含む） 76 印刷製本費（ポスター按分含む） 44 44 印刷製本費（ポスター按分含む） 38 印刷製本費（ポスター按分含む） 38
臨時職員賃金等 469 臨時職員賃金等 450 398 臨時職員賃金等 508 臨時職員賃金等 508

(8)施行事項
費　　用 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 800 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 700 700 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 700 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 700

がん検診推進事業クーポン作成分委託 243 がん検診推進事業クーポン作成分委託 337 297 がん検診推進事業クーポン作成分委託 337 がん検診推進事業クーポン作成分委託 337
がんクーポン通信運搬費、未受診勧奨 62 がんクーポン通信運搬費、未受診勧奨 90 90 がんクーポン通信運搬費、未受診勧奨 111 がんクーポン通信運搬費、未受診勧奨 111
集団受診券作成委託料 432 集団受診券作成委託料 455 432 集団受診券作成委託料 455 集団受診券作成委託料 455
集団受診券通信運搬費 280 保険料（子守サポート傷害） 60 50 保険料（子守サポート傷害） 60 保険料（子守サポート傷害） 60
保険料（子守サポート傷害） 49 3月補正：受診券作成委託料 △157

3月補正：クーポン作成分委託 △40

予算(決算)額 合　　計 46,614 合　　計 44,524 44,169 合　　計 44,550 合　　計 44,550
国庫支出金 補助率 50 ％ 194 補助率 50 ％ 219 217 補助率 50 ％ 219 補助率 50 ％ 219
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 46,420 44,305 43,952 44,331 44,331

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.54 0.54 0.54 0.54 0.54
正職員人件費 4,752 4,752 4,752 4,752 4,752

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 800 700 700 700 700
臨時職員賃金額 469 508 398 508 508

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 51,366 49,276 48,921 49,302 49,302
(11)単位費用

7.04千円／人 6.84千円／人 7
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

子宮頸部の細胞診による子宮頸がん検診は、検診による死亡率減少効果があるとされる精度の高い検診手法である。その ●①事前確認での想定どおり
ため、子宮がんの早期発見に向けて実施する必要がある。また、21年度から実施されたがん検診推進事業（無料クーポン ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 交付）を継続して実施し、受診率の向上を図っている。平成25年度はコールリコールと未受診理由アンケートを実施。結 ○要
   背景は？(事業の必要性) 果を分析し、検診の申し込みや子守スペースの確保による受診体制改善や啓発手法を改善し、受診率向上を目指している ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

。平成27年度より「新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業」に基づき実施。 子宮頸がんの罹患は近年増加傾向であり、早期発見・早期治療により死亡率減少効果がある検診を実施する必要性は高い
。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 子宮頸がんの早期発見・早期治療を促進し、女性の健康保持

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ・増進を図ることを目的として、健康増進法に基づき、市が
□その他 　促進された 国の指針に則った検診を実施する必要がある。また、クーポ

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ン券の送付により受診勧奨を実施する必要性が高い。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 集団検診実施時に、健康づくり推進員や子育てサポーターが 集団検診実施時に、健康づくり推進員や子育てサポーターに ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 、受診者のお子さんのお預かりを行い、子育て世代が受診し よる受診者のお子さんのお預かりを行い、子育て世代が受診 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り やすい環境づくりを行っている。 しやすい環境づくりを行った（今年度の利用者は176人であ ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している った）。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
26.8 28.8 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

受診者数が想定を下回ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 20.6 71.53
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 49,276 2,090 48,921 99.28
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

受診者数予測の見直しによる受診者及び集団検診実施日数の精査と、受益者負担 なし
の見直しによる

4.07

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 受診者数が想定を下回ったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.06

％ 10万円 0.04 66.67

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
子宮頸がんの罹患者は近年増加傾向である。健康増進法に基づき、子宮頸がんの早期発見・早期治療を促進し、女性の健康の保持増進を図るた
め、市が検診を実施していくことは今後も継続すべき必要な事業であり、指針に基づき死亡率減少に有効な検診を引き続き実施していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 621 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 子宮頸がん検診 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成25年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.54 人）
(1)事業概要

(当　初) 49,302 千円 (うち人件費 4,752 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 49,276 千円 (うち人件費 4,752 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31101 重点５ ○有 ●無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

生活習慣病の予防やがんの早期発見・早期治療を促進するため、受診しやすい健（検）診体制を整備



看護師学生、助産師学生、歯科衛生
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 士学生、栄養士学生に、市の保健福祉に関わる実習を実施することで、地域福祉を担う人材を育成すること
展開方向

ができる。    
看護師学生、助産師学生が在宅看護論の中で地域の人々の健康の保持増進、疾病の予防に向けた看護を学ぶ ・慈恵柏看護専門学校：5月～6月に1グループ5日間実習　6グループ　合計11名
ために、保健センターにて実習。保健センターの事業全般の説明、各種健診や相談、教室などの事業参加、 ・野田看護専門学校：7月～9月に1グループ3日間実習　4グループ　 合計16名
及び家庭訪問実習を実施する。 当該年度 ・あびこ助産師専門学校：10～12月に1グループ3日間実習、3グループ　合計15名
また、地域保健における歯科衛生士、栄養士の役割を知り、他職種との連携を学ぶために実習を行う。 執行計画 ・歯科衛生士12人、栄養士0人

(3)事業内容 内　　容

指導人数 想定値 54当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 43

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 実習によって、地域保健についての理解を高めた学生が増加する。 直接 保健行政の取り組みに対する理解度 ％ 100 100

令和 2年度 実習によって、地域保健についての理解を高めた学生が増加する。 直接 保健行政の取り組みに対する理解度 ％ 100

令和 3年度 実習によって、地域保健についての理解を高めた学生が増加する。 直接 保健行政の取り組みに対する理解度 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

学生指導の実施 0 学生指導の実施 0 0 学生指導の実施 0 学生指導の実施 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.09 0.09 0.09 0.09 0.09
正職員人件費 792 792 792 792 792

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 792 792 792 792 792
(11)単位費用

14.67千円／人 14.67千円／人 18.42
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

医療の発達に伴い、個人のニーズに対応した治療や疾病を抱えながら家庭で充実した生活を送ることができるようになっ ●①事前確認での想定どおり
た。一方地域では、様々な医療・健康情報の氾濫から健康への不安を抱えている人々も増えており、多様な健康に関する ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ニーズに対応するため、地域でも医療・看護・福祉に関わる専門職が求められている。このような中で、医療・看護・福 ○要
   背景は？(事業の必要性) 祉職を目指す実習生を対象に、市民の健康を支えるために必要な技術や知識の習得に協力していく必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市民の健康を支えるために必要な技術や知識の習得について、次世代の看護師・保健師・助産師等を目指すものに対して
協力することが必要であり、事業の必要性は高い。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 地域保健に関わる実習として、訪問や健康診査、健康教育等

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 において地域で生活する市民と直接関わり学ぶことにより、
□その他 　促進された 将来地域保健を担う人材を育成していく必要がある。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

実習にて講義だけでなく、実体験を通じて地域の取り組みについて理解を深めて
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

もらうことができたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 792 0 792 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 12.63

％ 10万円 12.63 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
地域保健、医療の担い手となる人材の育成に努める必要があるため、今後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 622 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 学生指導 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.09 人）
(1)事業概要

(当　初) 792 千円 (うち人件費 792 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実します。また、育児不 今後、福祉・看護・医療分野における地域・社会での活躍が期待される



健（検）診体制を整備すると メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）は、生活習慣病の発症リスクが高いといわれている。特定健
施策目的・

(2)目的 ともに、その重要性をＰＲし、受診率の向上を図ります。 事業目的 診は、メタボリックシンドロームの該当者及び予備軍を的確に抽出し、対象者に生活習慣改善のための保健
展開方向

指導（特定保健指導）を行うことにより、それらの発症リスクの低減を図ることを目的とする。
・特定健診の実施（国保年金課から執行委任、国保会計から繰入） ４月　特定保健指導委託事業者選定
＜検査項目>　問診・身体計測・理学的検査・血圧測定・検尿・血液検査（脂質、中性脂肪、肝機能、HbA1c ５月　対象者の抽出及び受診券発送
）※詳細な検査の基準該当者には眼底検査を実施。抽出されたメタボリックシンドローム該当者及び予備軍 当該年度 ６月　平成３０年度集団健診受診者に対し、平成３１年度集団健診の案内を送付
の者に特定保健指導を実施。千葉県後期高齢者医療広域連合より受託し後期高齢者（長寿）健康診査、およ 執行計画 ７月　３年前受診者の内、翌２年間受診していない者へ勧奨通知発送（特定健診）

(3)事業内容 内　　容 び健康増進法に基づく生活保護受給者等の健診を実施。※平成24年度から市独自検査項目として尿酸、クレ ７月　平成３０年度受診勧奨対象者の内、未受診者への郵送によるアンケートを実施
アチニン、貧血検査、心電図実施。※平成25年度から節目年齢の者に簡易脳ドック（頸動脈エコー）を実施 １０月　年度途中加入者への受診券発送（特定健診）、集団健診を３日間実施
。※平成28年度からeGFR算出と長寿健診結果データ報告方式変更。※平成29年度から集団健診を実施、さら 受診者数 想定値 8,450当該年度
に特定保健指導委託先を拡大。※平成30年度から、国の基準改正により眼底検査対象条件が拡大された。 単位 人

活動結果指標 実績値 7,165

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 より多くの対象者が健診を受診する 直接 特定健診の受診率 ％ 36 39

令和 2年度 より多くの対象者が健診を受診する 直接 特定健診の受診率 ％ 54

令和 3年度 より多くの対象者が健診を受診する 直接 特定健診の受診率 ％ 60

国保実施計画上の受診率は、国の目標に合わせて作成されているが、現況値と隔たりが大きいため、現況値から実現可能な目標
(7)事業実施上の課題と対応 値を設定している。引き続き、受診率を上げるため、対象者への受診勧奨・ＰＲを強化していく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費 781 消耗品費 346 300 消耗品費 346 消耗品費 346
印刷製本費 901 印刷製本費 746 593 印刷製本費 746 印刷製本費 746
通信運搬費 3,798 通信運搬費 4,358 3,526 通信運搬費 4,358 通信運搬費 4,358
特定健診委託料 94,849 特定健診委託料 95,928 72,878 特定健診委託料 95,928 特定健診委託料 95,928
特定保健指導委託料 5,087 特定保健指導委託料 7,563 5,529 特定保健指導委託料 7,563 特定保健指導委託料 7,563
後期高齢者健診委託料 72,825 後期高齢者健診委託料 77,286 77,286 後期高齢者健診委託料 77,286 後期高齢者健診委託料 77,286
被保護者健診委託料 1,401 被保護者健診委託料 1,450 1,331 被保護者健診委託料 1,450 被保護者健診委託料 1,450

実施内容 手数料（マスタ管理） 2,815 手数料（マスタ管理） 2,804 2,412 手数料（マスタ管理） 2,804 手数料（マスタ管理） 2,804
2・3号嘱託職員報酬等0.31人 900 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 800 800 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 800 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 800

(8)施行事項
費　　用 受診券作成委託料 4,536 受診券作成委託料 5,558 3,591 受診券作成委託料 5,558 受診券作成委託料 5,558

流用：後期高齢者健診委託料 6,647 6,647
流用：受診券作成委託料 △518
3月補正：通信運搬費 △669
3月補正：特定健診委託料 △9,405
3月補正：受診券作成委託料 △1,416

予算(決算)額 合　　計 187,893 合　　計 191,478 174,893 合　　計 196,839 合　　計 196,839
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 66 ％ 572 補助率 66 ％ 772 1,077 補助率 66 ％ 772 補助率 66 ％ 772
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 13,105 19,387 15,265 13,974 13,974

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 ■その他 174,216 ■特会 □受益 □基金 ■その他 171,319 158,551 ■特会 □受益 □基金 ■その他 182,093 ■特会 □受益 □基金 ■その他 182,093
換算人数(人) 1.3 1.3 1.3 1.55 1.55
正職員人件費 11,440 11,440 11,440 13,640 13,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 900 800 800 800 800
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 199,333 202,918 186,333 210,479 210,479
(11)単位費用

23.18千円／人 24.01千円／人 26.01
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

「高齢者の医療に確保に関する法律」により医療保険者に、メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に着目した生 ●①事前確認での想定どおり
活習慣病予防のための特定健診・特定保健指導が義務付けされた。75歳以上の者には特定健診に準じた後期高齢者（長寿 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ）健康診査を実施する。特定健診は、国保年金課からの執行委任を受けて実施し、後期高齢者（長寿）健診は、後期高齢 ○要
   背景は？(事業の必要性) 者医療広域連合から委託を受けて実施する。平成24年に市独自健診項目の追加、平成25年に健康寿命を延伸させるため特 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

定及び長寿健診に簡易脳ドックを導入、平成29年度には集団健診の実施、および特定保健指導の委託先の拡大を図る。今 「高齢者の医療の確保に関する法律」により医療保険者に特定健診・特定保健指導の実施が義務付けられたため、国保加
後も受診率の向上を目指し疾病の早期発見や医療費削減につなげていく必要がある。 入者に対し本事業を実施することは必須である。また後期高齢者や生活保護等受給者に健診を実施する必要がある。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 国の定める基準に沿った健診・保健指導を実施。医療保険者

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 に特定健診・特定保健指導の実施が義務付けられているため
□その他 　促進された 、国保加入者に対し事業を実施することは必須である。また

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 後期高齢者や生活保護等受給者に健診を実施する必要がある
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
36 39 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

受診者数が当初想定を下回っていたため、がん集団検診での受診勧奨強化と受診
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 35.4 90.77

期間延長などの対策を講じた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 202,918 △3,585 186,333 91.83
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

なし

△1.8

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.02

％ 10万円 0.02 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は生活習慣病予防と将来の医療費削減のために必要な事業である。受診率の向上のため、未受診勧奨の強化などの課題に対応しつつ、国
の定める実施方法に沿って今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 623 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 特定健診・特定保健指導等事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 9 人 (換算人数 1.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 208,279 千円 (うち人件費 11,440 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 202,918 千円 (うち人件費 11,440 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31101 重点５ ○有 ●無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

生活習慣病の予防やがんの早期発見・早期治療を促進するため、受診しやすい



を通して、結核・肺がんの早期発見・早期治療を促進し、個人の健康を守るとともに結核の蔓延を予防
施策目的・

(2)目的 ともに、その重要性をＰＲし、受診率の向上を図ります。 事業目的 し、公衆衛生の向上を図る。
展開方向

65歳以上を対象に、10月に市内会場を巡回して胸部エックス線検査を実施。ちば県民保健予防財団に委託。 ８月末受診券発送（対象開始となる６５歳の方には全数発送）
自己負担なし ９月１日号広報、保健センターだよりに掲載
＊必要に応じて喀痰検査を実施（自己負担額：1100円※70歳以上は無料） 当該年度 １０月１日保健センターのご案内に掲載
検査後は精検者へのフォローにあたる。 執行計画 １０月１日～検診開始。市内９会場巡回、１３日間実施。

(3)事業内容 内　　容 ※特定健診集団健診との同日受診を3日間実施。 １０月下旬～12月結果返送（胸部エックス線・喀痰）、精検者フォロー
１月精密検査未受診者勧奨、精検者フォロー
受診者数 想定値 6,100当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 5,600

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 結核の早期発見・早期治療及び結核の蔓延を予防する。 直接 受診率 ％ 17.9 34.4

令和 2年度 結核の早期発見・早期治療及び結核の蔓延を予防する。 直接 受診率 ％ 36.4

令和 3年度 結核の早期発見・早期治療及び結核の蔓延を予防する。 直接 受診率 ％ 37.9

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 9 消耗品 8 8 消耗品 8 消耗品 8
結核・肺がん検診受診券作成等委託料 951 結核・肺がん検診受診券作成等委託料 897 897 結核・肺がん検診受診券作成等委託料 897 結核・肺がん検診受診券作成等委託料 897
通信運搬費 616 通信運搬費 616 616 通信運搬費 616 通信運搬費 616
検診委託料 9,965 検診委託料 9,675 8,871 検診委託料 9,675 検診委託料 9,675
臨時職員賃金等 328 臨時職員賃金等 334 256 臨時職員賃金等 334 臨時職員賃金等 334
2・3号嘱託職員報酬等0.23人 400 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 300 300 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 300 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 300
駐車場整理委託 170 駐車場整理委託 170 170 駐車場整理委託 169 駐車場整理委託 169

実施内容 3月補正：検診委託料 △804

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 12,439 合　　計 11,196 11,118 合　　計 11,999 合　　計 11,999
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 12,439 11,196 11,118 11,999 11,999

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.29 0.29 0.29 0.29 0.29
正職員人件費 2,552 2,552 2,552 2,552 2,552

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 400 300 300 300 300
臨時職員賃金額 328 334 256 334 334

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,991 13,748 13,670 14,551 14,551
(11)単位費用

2.34千円／人 2.25千円／人 2.44
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

結核は、現在もなお我が国最大の感染症である。結核予防法の廃止に伴い、平成17年度から結核健診の対象年齢が65歳以 ●①事前確認での想定どおり
上に変更になった。結核の罹患率が高く、発見率が結核予防政策として有効な65歳以上を対象に健診を実施し、結核の予 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 防・早期発見に努める必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

法に基づくがん検診および感染症対策のスクリーニングを実施するものであり、必要性は高い。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市内を巡回し検診を実施しており、受診しやすい体制整備や

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 公衆衛生の観点からの受診勧奨が必要なため、市が事業を実
□その他 　促進された 施する必要性がある。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
17.9 34.4 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当初想定より受診者数が減少したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 16.4 47.67
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,748 1,243 13,670 99.43
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

受益者負担の見直しによる

8.29

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 当初想定より受診者数が減少したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.25

％ 10万円 0.12 48

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市民の利便性の高い検診体制を整備できるよう、引き続き、市内巡回型での検診を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 624 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 結核・肺がん検診 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.29 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,551 千円 (うち人件費 2,552 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 13,748 千円 (うち人件費 2,552 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31101 重点５ ○有 ●無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

生活習慣病の予防やがんの早期発見・早期治療を促進するため、受診しやすい健（検）診体制を整備すると 検診



ウイルスの感染者の早期発見・重症化予防を目指すとともに、肝炎ウイルスに関する正しい知識を普及
施策目的・

(2)目的 ともに、その重要性をＰＲし、受診率の向上を図ります。 事業目的 し、個々の健康の保持・増進を図ります。
展開方向

血液検査により、Ｃ型及びＢ型肝炎ウイルスの感染の有無を検査する。国保加入者特定健診及び後期高齢者 5月に受診券発送。75歳までの5歳刻み年齢者には個別検診受診券、76歳以上に対しては長寿健診の案内に受
健診の血液検査と同時実施。平成29年度より、特定健診（集団検診）との同時実施開始する。社会保険加入 診券を同封し、年齢上限なく周知を強化。保健センターのご案内（広報折込4月、10月）・保健センターだ
者は、単独実施。 当該年度 より・広報あびこ・ホームページ等に記事を掲載し周知。
対象：40歳以上の肝炎ウイルス検診受診歴のない者。 執行計画 肝炎ウイルス検査陽性者に対し、受診状況確認・受診勧奨のフォローアップ事業実施。

(3)事業内容 内　　容 内容：問診、血液検査
費用：（個別）600円、（集団）200円、但し5の倍数の年齢は無料
健康増進事業に基づく肝炎ウイルス検診において、対象者のうち5歳刻みの年齢の方に無料で実施。 受診者数 想定値 1,350当該年度
実施期間：（個別）6月～翌年1月まで、（集団）10月（3日間） 単位 人

活動結果指標 実績値 1,199実施場所：（個別）市内契約医療機関、（集団）保健センター

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 より多くの対象者が検診を受診する 直接 受診率 ％ 5.4 5.4

令和 2年度 より多くの対象者が検診を受診する 直接 受診率 ％ 5.4

令和 3年度 より多くの対象者が検診を受診する 直接 受診率 ％ 5.4

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

一次検査委託料　 5,444 一次検査委託料等　 5,042 5,042 一次検査委託料　 5,423 一次検査委託料　 5,423
二次検査委託料 4 二次検査委託料 7 0 二次検査委託料 7 二次検査委託料 7
印刷製本費（ポスター按分） 6 印刷製本費（ポスター按分） 7 7 印刷製本費（ポスター按分） 7 印刷製本費（ポスター按分） 7
通信運搬費 580 通信運搬費 538 538 通信運搬費 540 通信運搬費 540
受診券作成委託料 476 消耗品 8 8 消耗品 11 消耗品 11
消耗品 11 個別受診券作成委託料 454 373

3月補正：受診券作成委託料 △157
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 6,521 合　　計 5,899 5,968 合　　計 5,988 合　　計 5,988
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 66 ％ 5,213 補助率 66 ％ 5,976 4,798 補助率 66 ％ 5,976 補助率 66 ％ 5,976
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,308 △77 1,170 12 12

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.08 0.08 0.08 0.08 0.08
正職員人件費 704 704 704 704 704

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,225 6,603 6,672 6,692 6,692
(11)単位費用

4.98千円／人 4.89千円／人 5.56
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

肝がんの９５％がＢ型又はＣ型肝炎ウイルスの持続感染者（キャリア）から発生していることが知られており、適切な治 ●①事前確認での想定どおり
療を受けることにより、この危険を回避できる可能性がある。そのため、早期に感染者を発見し早期治療に結びつけるこ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ とが重要かつ必要である。出産をする女性は検査を受ける機会があるが、それ以外の者は検査機会がない者も多く、健康 ○要
   背景は？(事業の必要性) 増進事業に基づく肝炎ウイルス検診を実施し、受診率の向上を図る必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ウイルス性肝炎は国内最大級の感染症であり、その患者は日本人の40人に一人と推計されている。適切な治療によりこの
危険を回避できる可能性があるため、早期発見・早期治療に結びつけることが重要であり事業の必要性は高い。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施することにより、がん検診・長寿健診の受診券を活

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 用し、効果的に市民に周知することができる。また、市が実
□その他 　促進された 施する特定健診・長寿健診と同時実施することが可能であり

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 、重複する検査料相当分などの委託料を抑えることにも繋が
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された るため、市が事業を実施する必要がある。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
5.4 5.4 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

個別受診券の送付により受診についての啓発を図ているが、当初想定よりも受診
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 3.5 64.81

者数が減少したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 6,603 622 6,672 101.04
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

なし

8.61

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 当初想定よりも受診者数が減少したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.08

％ 10万円 0.05 62.5

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
平成29年度に引き続き、がん個別検診受診券や長寿健診受診券に肝炎ウイルス検診受診券を添付することにより個別受診勧奨を強化したことに
より、受診率向上につながっている。特に検診対象初年度である40歳への受診勧奨を継続するとともに、フォローアップ事業により陽性者に対
する継続的な支援を実施し、今後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 625 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 肝炎ウイルス検診 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成14年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.08 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,692 千円 (うち人件費 704 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 6,603 千円 (うち人件費 704 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31101 重点５ ○有 ●無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

生活習慣病の予防やがんの早期発見・早期治療を促進するため、受診しやすい健（検）診体制を整備すると 肝炎



診を通してがんの早期発見・早期治療を目指し、がん死亡率の低減を図る。また、肺がんに関する正しい
施策目的・

(2)目的 ともに、その重要性をＰＲし、受診率の向上を図ります。 事業目的 知識を普及し、個々の健康の保持・増進を図る。
展開方向

４０歳から６４歳を対象に、１０月中に市内会場を巡回して胸部エックス線検査を実施。 ８月末受診券発送（対象開始となる４０歳の方には、受診啓発の内容を変えてＰＲ）
ちば県民保健予防財団に委託。エックス線検査自己負担金：４００円。 ９月１日号広報、保健センターだよりに掲載
＊希望者は喀痰細胞診検査を実施（自己負担金：１，１００円） 当該年度 １０月１日保健センターのご案内に掲載
検診後は精検者へのフォローにあたる。 執行計画 １０月１日～検診開始、市内９会場巡回、１３日間実施

(3)事業内容 内　　容 ※１７年度から結核検診対象者が６５歳以上になったため、４０～６４歳は肺がん検診を実施。 １０月下旬～１２月結果返送（胸部エックス線・喀痰）、精検者フォロー
※特定健診集団健診との同日受診を３日間実施。 １月精密検査未受診者勧奨、精検者フォロー

受診者数 想定値 1,500当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 1,026

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 検診受診者を増やし、肺がんの早期発見・早期治療を目指し、がん死亡者を減らす。 直接 受診率 ％ 17.9 27

令和 2年度 検診受診者を増やし、肺がんの早期発見・早期治療を目指し、がん死亡者を減らす。 直接 受診率 ％ 29

令和 3年度 検診受診者を増やし、肺がんの早期発見・早期治療を目指し、がん死亡者を減らす。 直接 受診率 ％ 30.5

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 21 消耗品 9 9 消耗品 22 消耗品 22
通信運搬費 336 通信運搬費 253 253 通信運搬費 288 通信運搬費 288
検診、喀痰、結果通知等委託料 5,037 検診、喀痰、結果通知等委託料 4,797 3,640 検診、喀痰、結果通知等委託料 4,797 検診、喀痰、結果通知等委託料 4,797
臨時職員賃金等 327 臨時職員賃金等 334 256 臨時職員賃金等 334 臨時職員賃金等 334
駐車場整理委託 170 駐車場整理委託 170 170 駐車場整理委託 169 駐車場整理委託 169
2・3号嘱託職員報酬等0.23人 400 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 300 300 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 300 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 300
精密検査報告委託 24 精密検査報告委託 25 14 精密検査報告委託 25 精密検査報告委託 25

実施内容 印刷製本（ポスター按分） 6 印刷製本（ポスター按分） 7 7 印刷製本（ポスター按分） 7 印刷製本（ポスター按分） 7
肺がん検診受診券作成委託料 735 肺がん検診受診券作成委託料 681 432 肺がん検診受診券作成委託料 681 肺がん検診受診券作成委託料 681

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 7,056 合　　計 6,576 5,081 合　　計 6,623 合　　計 6,623
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,986 6,466 5,029 6,513 6,513

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 70 □特会 ■受益 □基金 □その他 110 52 □特会 ■受益 □基金 □その他 110 □特会 ■受益 □基金 □その他 110
換算人数(人) 0.29 0.29 0.29 0.29 0.29
正職員人件費 2,552 2,552 2,552 2,552 2,552

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 400 300 300 300 300
臨時職員賃金額 327 334 256 334 334

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,608 9,128 7,633 9,175 9,175
(11)単位費用

4.8千円／人 6.09千円／人 7.44
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

肺がんは日本人のがん死亡数第１位であり、男女別にみると男性１位、女性２位となっている。検診を実施することで、 ●①事前確認での想定どおり
多くの市民が検診を受診し、早期発見・早期治療のための対策が必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

部位別がん死亡率として上位である肺がんの検診を実施することで、早期発見・早期治療により死亡率の減少が見込まれ
、事業の必要性は高い。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 死亡率の高い肺がんの早期発見・早期治療のために健康増進

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 法に基づき市が検診を実施する必要性が高い。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
17.9 27 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

職域や国保短期人間ドック等の他の機会により胸部エックス線検査を受診する者
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 6.7 24.81

もおり、受診者数が想定を下回ったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,128 480 7,633 83.62
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

受益者負担の見直しによる 受診者数が想定を下回ったため、検診委託料や受診券作成委託料が抑え
られた。

5

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 職域や国保短期人間ドック等の機会により同等の検査を

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 受診する者もおり、受診者数が想定を下回ったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.3

％ 10万円 0.09 30

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
部位別死亡率の上位である肺がん検診を実施し、早期発見・早期治療により死亡率減少を目指すことは重要であるため、引き続き推進していく
。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 626 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 肺がん検診 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成17年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.29 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,175 千円 (うち人件費 2,552 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 9,128 千円 (うち人件費 2,552 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31101 重点５ ○有 ●無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

生活習慣病の予防やがんの早期発見・早期治療を促進するため、受診しやすい健（検）診体制を整備すると 検



すると 検診を通してがんの早期発見・早期治療を目指し、がん死亡率の低減を図る。また、胃がんに関する正しい
施策目的・

(2)目的 ともに、その重要性をＰＲし、受診率の向上を図ります。 事業目的 知識を普及し、個々の健康の保持・増進を図る。
展開方向

40歳以上の市民を対象に集団で胃部エックス線検査を実施。 5月各種健（検）診受診券通知、保健センターのご案内（広報折込4月、10月）・広報あびこ・ホームページ
保健センターを会場にして、前期・後期に実施。 等掲載周知。前年度に受診した方へ検診受診券を5月中旬に発送。集団検診を前期6月の5日間と後期11月～
政策：胃内視鏡検査による胃がん死亡率減少効果が認められ、厚生労働省の指針が一部改正されたことに伴 当該年度 翌1月の9日間で実施。精密検査の結果把握及び精密検査受診勧奨に努める。自己負担額：1,200円
い、当面の間40歳以上のエックス線検査を継続するとともに、胃がん検診への胃内視鏡検査実施の方針が示 執行計画 政策：50歳以上かつ偶数年齢を対象に個別で胃内視鏡検査を実施。申し込み者へ6月に受診券送付、7月～翌

(3)事業内容 内　　容 された。導入にあたっては、胃内視鏡検診運営委員会の設置が市の役割として位置づけられている。また、 1月まで検診を実施。また、運営委員会の開催、精度管理のため医師へ胃内視鏡読影に関する研修や画像評
精度管理のため医師によるダブルチェックの判定を行うことが必須とされており、平成30年度にがん検診運 価を実施。自己負担額：4,500円(減免対象者は3,000円）
営委員会を設置、実施方法等検討を進めるほか、読影研修会と精度管理のための画像評価を実施している。 受診者数 想定値 3,610当該年度
平成31年度から50歳以上かつ偶数年齢を対象に、個別で胃内視鏡検査を実施、がん検診運営委員会にて検査 単位 名

活動結果指標 実績値 2,750従事医師の認定等検討するほか、精度管理のための読影研修や画像評価も継続して実施する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 受診率を上げて、疾病の早期発見・早期治療を目指す市民を増やす。また、がん死亡者を減らす。 直接 受診率 ％ 17.8 19.8

令和 2年度 受診率を上げて、疾病の早期発見・早期治療を目指す市民を増やす。また、がん死亡者を減らす。 直接 受診率 ％ 21.8

令和 3年度 受診率を上げて、疾病の早期発見・早期治療を目指す市民を増やす。また、がん死亡者を減らす。 直接 受診率 ％ 23.3

個別の胃がん検診（胃内視鏡）の導入により、事業費が増額となるため、がん検診の受益者負担の見直しなどを行い、少しでも
(7)事業実施上の課題と対応 財源を確保するよう努めている。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

通信運搬費 319 通信運搬費 234 234 通信運搬費 68 通信運搬費 68
検診実施委託料（エックス線検査分） 14,155 検診実施委託料（エックス線検査分） 8,671 8,303 検診実施委託料（エックス線検査分） 3,922 検診実施委託料（エックス線検査分） 3,922
検診受付･結果通知委託料 1,114 検診受付･結果通知委託料 832 832 検診受付･結果通知委託料 270 検診受付･結果通知委託料 270
駐車場整理委託料 379 駐車場整理委託料 358 358 駐車場整理委託料 35 駐車場整理委託料 35
臨時職員賃金等 627 臨時職員賃金等 314 280 臨時職員賃金等 314 臨時職員賃金等 314
印刷製本費（ポスター按分） 6 印刷製本費（ポスター按分） 7 7 印刷製本費（ポスター按分） 7 印刷製本費（ポスター按分） 7
2・3号嘱託職員報酬等0.31人 800 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 700 700 2・3号嘱託職員報酬等0.31 700 2・3号嘱託職員報酬等0.31 700

実施内容 健康手帳（消耗品費） 378 健康手帳（消耗品費） 195 195 健康手帳（消耗品費） 266 健康手帳（消耗品費） 266
精密検査委託料 36 精密検査委託料 35 19 精密検査委託料 22 精密検査委託料 22

(8)施行事項
費　　用 集団受診券作成委託 432 集団受診券作成委託 455 432 集団受診券作成委託 455 集団受診券作成委託 455

消耗品 6 消耗品 93 93 消耗品 4 消耗品 4
＊ がん検診運営委員会委員報償費 105 ＊ がん検診運営委員会委員報償費 63 42 ＊ がん検診運営委員会委員報償費 63 ＊ がん検診運営委員会委員報償費 63
＊ がん検診等委託料（内視鏡読影業務分） 324 ＊ 印刷製本費（胃内視鏡受診票） 79 56 ＊ 印刷製本費（胃内視鏡受診票） 85 ＊ 印刷製本費（胃内視鏡受診票） 85

＊ 通信運搬費 53 53 ＊ 通信運搬費 81 ＊ 通信運搬費 81
＊ 検診実施委託料（内視鏡検査等分） 18,830 9,946 ＊ 検診実施委託料（内視鏡検査等分） 18,830 ＊ 検診実施委託料（内視鏡検査等分） 18,830
＊ 受診券作成委託料 262 238 ＊ 受診券作成委託料 262 ＊ 受診券作成委託料 262
＊ 臨時職員賃金（事務補佐員） 14 14 ＊ 臨時職員賃金（事務補佐員） 14 ＊ 臨時職員賃金（事務補佐員） 14
＊ 3月補正：検診委託料（内視鏡検査分） △5,846
＊ 流用：検診委託料（内視鏡検査分） △4,019

予算(決算)額 合　　計 18,681 合　　計 21,330 21,802 合　　計 25,398 合　　計 25,398
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 18,681 21,330 21,802 25,398 25,398

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.55 0.6 0.6 0.9 0.9
正職員人件費 4,840 5,280 5,280 7,920 7,920

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 800 700 700 700 700
臨時職員賃金額 627 328 294 328 328

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 23,521 26,610 27,082 33,318 33,318
(11)単位費用

6.92千円／名 7.37千円／名 9.85
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子市において、悪性新生物の部位別に見た死亡率で胃がんは第2位となっており、検診を受診し早期発見・早期治療 ●①事前確認での想定どおり
を行うことにより死亡率を低減できることから、胃がん検診を実施することは重要かつ、必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

胃がんによる死亡率は男女とも上位を占めており、早期発見・早期治療により死亡率減少効果がある検診を実施する必要
性は高い。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 死亡率の高いがんの早期発見・早期治療につなげるため、市

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 が国の指針に則って検診を実施する必要がある。また、指針
□その他 　促進された に新たに認められた胃内視鏡検査の開始にともない、医師会

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 等と実施体制や精度管理等について検討を続けていく必要が
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ある。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
17.8 19.8 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

職域や人間ドックでの同等の検査の受診や、安全性の管理のため既往歴のある者
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 5.6 28.28

等を対象外とする事例などが発生しており、受診者が減少した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 26,610 △3,089 27,082 101.77
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

受診者数が想定を下回ったため。

△13.13

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 受診者数が想定を下回ったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.07

％ 10万円 0.02 28.57

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
健康増進法に基づき、死亡率の高い胃がんの早期発見・早期治療を促進し、健康の保持増進を図るため、市が検診を実施していくことは、必要
性が高い。従来の胃部エックス線検査に加え、指針改定により新たに開始した胃内視鏡検査の精度管理を行いながら、事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 627 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 胃がん検診 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 36,355 千円 (うち人件費 5,280 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 26,610 千円 (うち人件費 5,280 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31101 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第2次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

生活習慣病の予防やがんの早期発見・早期治療を促進するため、受診しやすい健（検）診体制を整備



通して骨折や腰痛、脊椎変形の原因にもなる骨粗しょう症の早期発見・早期予防を行うとともに、栄
施策目的・

(2)目的 ともに、その重要性をＰＲし、受診率の向上を図ります。 事業目的 養・運動等の保健指導を行って骨粗しょう症に関する正しい知識を普及し、個々の健康の保持・増進を図る
展開方向

。
対象：20、25、30、35、40、45、50、55、60、65、70歳の女性。 ４月　保健センターのご案内・広報で周知。歯科健診受診券送付物に骨粗しょう症検診の案内掲載
内容：前腕の骨密度を測定(ＤＥＸＡ法)。検診当日に検診結果を返却。検診の中で、年齢に伴う骨密度の変 ５月　個別がん検診受診券に骨粗しょう症検診の案内を掲載し申込ハガキを添付
化や日常生活上の注意事項、食生活の改善や運動の習慣化等生活習慣の見直しについて健康教育を実施（健 当該年度 ６月　委託先の検診実施機関と打ち合わせ
康教育は検査前と要指導・要精検者には結果返却時に小グループで実施）。要精密検査者に対しては、医療 執行計画 ９月　検診日程案内を個別発送（検診日程案内の中に乳がん・子宮頸がん検診の案内を記載し受診勧奨）

(3)事業内容 内　　容 機関での精密検査受診を勧奨。精密検査実施医療機関に精密検査結果報告書の提出を依頼し、受診状況の把 　　　検診実施
握、受診勧奨を実施。 10月　データ分析
費用：500円 受診者数 想定値 540当該年度
実施期間：9月の2日間（午前・午後） 単位 人

活動結果指標 実績値 439

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 より多くの対象者が検診を受診する。 間接 受診率 ％ 9.2 10

令和 2年度 より多くの対象者が検診を受診する。 間接 受診率 ％ 10

令和 3年度 より多くの対象者が検診を受診する。 間接 受診率 ％ 10

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

通信運搬費 31 通信運搬費 38 38 通信運搬費 37 通信運搬費 37
検診委託料 786 検診委託料 849 691 検診委託料 849 検診委託料 849
臨時職員賃金等（看護師） 78 臨時職員賃金等（看護師） 78 61 臨時職員賃金等（看護師） 78 臨時職員賃金等（看護師） 78
臨時職員賃金等（保健師） 20 臨時職員賃金等（保健師） 20 12 臨時職員賃金等（保健師） 20 臨時職員賃金等（保健師） 20
消耗品費 31 消耗品費 1 0 消耗品費 23 消耗品費 23
駐車場整理委託料 34 駐車場整理委託料 34 34 駐車場整理委託料 34 駐車場整理委託料 34
受診券作成等委託料 173 受診券作成等委託料 173 108 受診券作成等委託料 173 受診券作成等委託料 173

実施内容 精密報告委託料162円×100人 16 精密報告委託料 17 4 精密報告委託料 17 精密報告委託料 17
2・3号嘱託職員報酬等0.08人 200 2・3号嘱託職員報酬等 200 200 2・3号嘱託職員報酬等 200 2・3号嘱託職員報酬等 200

(8)施行事項
費　　用 印刷製本費（ポスター按分） 6 印刷製本費（ポスター按分） 7 7 印刷製本費（ポスター按分） 7 印刷製本費（ポスター按分） 7

予算(決算)額 合　　計 1,375 合　　計 1,417 1,155 合　　計 1,438 合　　計 1,438
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 66 ％ 418 補助率 66 ％ 219 428 補助率 66 ％ 219 補助率 66 ％ 219
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 807 1,017 545 1,038 1,038

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 150 □特会 ■受益 □基金 □その他 181 182 □特会 ■受益 □基金 □その他 181 □特会 ■受益 □基金 □その他 181
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 880 880 880 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 200 200 200 200 200
臨時職員賃金額 98 98 73 98 98

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,255 2,297 2,035 2,318 2,318
(11)単位費用

4.51千円／人 4.25千円／人 4.64
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

骨粗しょう症は寝たきりの原因となる骨折の基礎疾患であるとともに、腰痛や脊椎変形の原因ともなる疾病である。女性 ●①事前確認での想定どおり
は閉経後急激に骨密度が減少し重症化する恐れがあることから、骨粗しょう症検診を実施して疾病の早期発見を行うとと ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ もに、骨粗しょう症の予防・改善を目的とした保健指導を行って骨粗しょう症に関する正しい知識の普及を図り、生活習 ○要
   背景は？(事業の必要性) 慣の改善につなげる必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

骨粗しょう症の早期発見とともに、予防のための生活習慣等の知識の提供を行うことは、自主的な健康づくりと健康寿命
の延伸につながるため、本事業の必要性は高い。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施することで、正しい知識の普及と健康増進法に基づ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 く精度の高い検診を実施することができるため、事業実施の
□その他 　促進された 必要性は高い。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 我孫子市健康づくり推進員及び食生活改善推進員による健康 食生活改善推進員及び健康づくり推進員による健康づくりと ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 教育を実施し、骨粗しょう症の予防意識の向上を図る。 食生活改善に関する健康教育を受診者全員に行うほか、希望 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 者へロコモティブシンドロームのチェック（立ち上がりテス ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ト）を実施した。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 また、受診者のお子さんの預かりを行い、子育て世代が受診 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 しやすい環境づくりを行った。

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
9.2 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

広報・保健センター等で周知をしているが、受診者数は減少している。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 4.9 49
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,297 △42 2,035 88.59
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

将来の転倒骨折の要因の一つであるロコモティブシンドローム予防のた
めに必要性の高い事業であるため、今後も現状通り推進していく。

△1.86

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 受診者が少なかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.44

％ 10万円 0.24 54.55

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
将来の転倒骨折の要因の一つであるロコモティブシンドローム予防のために必要性の高い事業であるため、今後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 629 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 骨粗しょう症検診 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成 7年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,318 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,297 千円 (うち人件費 880 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31101 重点５ ○有 ●無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

生活習慣病の予防やがんの早期発見・早期治療を促進するため、受診しやすい健（検）診体制を整備すると 検診を



ます。また、育児不 乳歯列の完成する時期に口腔疾患を発見し、適切な口腔保健指導を行うことでむし歯予防を図る。
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的
展開方向

２歳８か月児を対象に、歯科医師による歯科健康診査、歯科衛生士による個別歯みがき指導を行うとともに ・前年度１月頃に当該年度の歯科医師の派遣依頼
、希望者には栄養士による栄養指導や保健師による育児相談・歯科衛生士によるフッ化物塗布を行い、むし ・毎月１回実施。
歯予防を含めた口腔衛生の啓発を図る。 当該年度 ・健診結果は、毎月入力し、経過の把握を行う。

執行計画 ≪実施内容≫・歯科健康診査　・歯垢染め出し検査・　歯みがき指導
(3)事業内容 内　　容 　　　　　　・フッ化物塗布（原則、希望者）・栄養相談（希望者）・育児相談（希望者）

受診者数 想定値 700当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 569

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 妊娠期や出産後に必要な母子の歯科保健・口腔衛生の理解を広めるために、受診者数を増やす。 間接 受診率 ％ 75.6 76

令和 2年度 妊娠期や出産後に必要な母子の歯科保健・口腔衛生の理解を広めるために、受診者数を増やす。 間接 受診率 ％ 77

令和 3年度 妊娠期や出産後に必要な母子の歯科保健・口腔衛生の理解を広めるために、受診者数を増やす。 間接 受診率 ％ 78

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

医師報償費 648 医師報償費 648 594 医師報償費 648 医師報償費 648
消耗品費 74 消耗品費 70 70 消耗品費 61 消耗品費 61
医薬材料費 12 医薬材料費 12 6 医薬材料費 12 医薬材料費 12
通信運搬費 72 通信運搬費 75 66 通信運搬費 75 通信運搬費 75
駐車場整理委託 135 駐車場整理委託 136 125 駐車場整理委託 138 駐車場整理委託 138
臨時職員賃金等 644 臨時職員賃金等 500 455 臨時職員賃金等 644 臨時職員賃金等 644
2・3号嘱託職員報酬等0.23人 600 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 600 600 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 600 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 600

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,185 合　　計 2,041 1,916 合　　計 2,178 合　　計 2,178
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,185 2,041 1,916 2,178 2,178

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0.35 0.35
正職員人件費 3,080 3,080 3,080 3,080 3,080

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 600 600 600 600 600
臨時職員賃金額 644 644 455 644 644

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,265 5,121 4,996 5,258 5,258
(11)単位費用

7.52千円／人 7.32千円／人 8.78
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

乳歯列が完成し、むし歯が増加しやすい３歳よりも前に歯科健診等を行うことで、食生活や歯みがき等の生活習慣の改善 ●①事前確認での想定どおり
を図り、３歳児以降のむし歯の罹患率の増加を抑制をする必要があるため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

乳歯列が完成し、むし歯の増加しやすい3歳児健診以前に集団検診を行い、2歳8か月児以降もむし歯を抑制するための意
識付けや情報提供を行うことが必要であるため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 乳歯列が完成し、むし歯の増加しやすい3歳児健診以前に集

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 団検診を行い、歯科医師の診察や歯科衛生士による歯みがき
□その他 　促進された 指導やフッ化物塗布を行うことで、保護者や幼児に対し意識

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 付けや情報提供を行うことが必要である。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
75.6 76 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

2歳8か月児の保護者に対し、幼児期からの歯と口腔の健康づくりへの意識付けが
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 73.5 96.71

出来たため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,121 144 4,996 97.56
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

2.74

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.48

％ 10万円 1.47 99.32

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
幼児期から歯と口腔の健康づくりについて啓発することは、３歳児以降のむし歯の罹患率の減少のみならず、将来の健康増進の延伸にも寄与す
る上で重要であることから、条例に基づき、現状どおり事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 630 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 ２歳８か月児歯科健康診査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成 4年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,256 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 5,121 千円 (うち人件費 3,080 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実し



児不 幼児期のうち身体発育及び精神発達の面において重要な時期にある５歳児期に、総合的な健康診査を実施す
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 る。また、健康診査の結果に基づき適切な指導及び支援を行い、子どもをとりまく環境について必要な情報
展開方向

を提供し、幼児及びその家族の健康の保持及び増進を図ることを目的とする。
５歳児を対象に月に１回健診を実施する。保育園・幼稚園に入園していない児は、別途、行動発達検査等を 該当月の前月に個別通知を行い、月１回健診実施。該当月に受診できなかった場合、５歳６か月まで受診対
含めた健診日に実施する。対象者には実施予定の前の月に問診票を郵送する。保育園・幼稚園に入園してい 象。
ない児の受診がなかった場合は、電話や訪問等を実施し、状況把握に努める。（母子保健法第１３条に基づ 当該年度 保育園・幼稚園に入園していない児は、７月に個別通知を行い、年１回（８月）健診実施。健診未受診者に
く事業） 執行計画 対して、訪問・電話等で状況把握及び受診勧奨を行う。

(3)事業内容 内　　容 ≪内容≫１．保育園・幼稚園入園児：歯科健康診査（希望する保護者にも歯科健康診査）、歯みがき指導（
希望者に対しフッ化物塗布）、就学に向けてのお話　＊必要に応じて：栄養相談、育児・心理相談
２．保育園・幼稚園未就園児：歯科健康診査（希望する保護者にも歯科健康診査）、歯みがき指導（希望者 受診者数 想定値 720当該年度
に対しフッ化物塗布）、集団活動場面の観察、視力検査、小児科医診察（無料券配布）＊必要に応じて：栄 単位 人

活動結果指標 実績値 664養相談、育児相談、心理相談

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 受診率が増加する 直接 受診率 ％ 76.6 70

令和 2年度 受診率が増加する 直接 受診率 ％ 71

令和 3年度 受診率が増加する 直接 受診率 ％ 72

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

視能訓練士報償費 8 視能訓練士報償費 8 8 視能訓練士報償費 8 視能訓練士報償費 8
消耗品 2 消耗品 4 4 消耗品 4 消耗品 4
消耗品（歯科） 97 消耗品（歯科） 116 116 消耗品（歯科） 110 消耗品（歯科） 110
印刷製本費（隔年） 0 印刷製本費（隔年） 26 26 印刷製本費（隔年） 0 印刷製本費（隔年） 27
通信運搬費（歯科） 76 通信運搬費（歯科） 71 71 通信運搬費（歯科） 69 通信運搬費（歯科） 69
委託料（小児科医無料券分） 62 委託料（小児科医無料券分） 85 26 委託料（小児科医無料券分） 85 委託料（小児科医無料券分） 85
歯科医師出動費 675 歯科医師出動費 675 621 歯科医師出動費 675 歯科医師出動費 675

実施内容 医薬材料費 9 医薬材料費 9 6 医薬材料費 9 医薬材料費 9
駐車場整理委託 135 駐車場整理委託 137 125 駐車場整理委託 137 駐車場整理委託 137

(8)施行事項
費　　用 臨時職員賃金等 698 臨時職員賃金等 500 405 臨時職員賃金等 698 臨時職員賃金等 698

2・3号嘱託職員報酬等0.23人 600 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 600 600 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 600 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 600
５歳児健康診査（未就園児通知） 3 ５歳児健康診査（未就園児通知） 3 3 ５歳児健康診査（未就園児通知） 3 ５歳児健康診査（未就園児通知） 3

予算(決算)額 合　　計 2,365 合　　計 2,234 2,011 合　　計 2,398 合　　計 2,425
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,365 2,234 2,011 2,398 2,425

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.78 0.78 0.78 0.78 0.78
正職員人件費 6,864 6,864 6,864 6,864 6,864

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 600 600 600 600 600
臨時職員賃金額 698 698 405 698 698

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,229 9,098 8,875 9,262 9,289
(11)単位費用

12.24千円／人 12.64千円／人 13.37
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

乳幼児の健康の保持増進を図るためには、定期的に健康診断及び検査を受け、常にその健康状態を明らかにしておく必要 ●①事前確認での想定どおり
があるが、集団生活が始まる５歳児期は、学習障害などの発達障害を把握することが容易になってくる時期であり、この ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 時期の健診は総合的健康診査として重要性が高い。健康診査は、発達・発育の健診に加え生活面全般について、適切な支 ○要
   背景は？(事業の必要性) 援や指導をしていく必要があり、市町村は、個々の生活環境に応じた内容・方法で健診を実施していく必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

歯科医師・歯科衛生士・保健師により来所者全数に対応、就学に向けた健康教育、必要に応じた栄養相談・育児相談・心
理相談を実施し、個々に合わせた支援を実施した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 集団生活が増える５歳児期は、学習障害などの発達障害を把

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 握することが容易になる時期であり、永久歯の萠出期でもあ
□その他 　促進された ることから、就学前の健康診査として重要である。安心して

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 子育てできる保護者が増加するための重点事業としても必要
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 性が高い。 ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
76.6 70 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

個別通知や市内幼稚園・保育園へのポスター掲示により対象者への周知が図られ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 79.9 114.14

、受診者数が増加した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,098 131 8,875 97.55
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.42

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 受診者数が増加し、受診率が目標値を達成したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.77

％ 10万円 0.9 116.88

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
幼児の健やかな成長・発達のため、集団生活が増えてくる５歳児期に学習障害などの発達障害を把握するため、本事業を引き続き推進していく
。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 631 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 ５歳児健康診査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成20年度 ～ ⑥担当職員数 12 人 (換算人数 0.78 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,286 千円 (うち人件費 6,864 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 9,098 千円 (うち人件費 6,864 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実します。また、育



整備すると 生涯自分の歯でおいしく食べられるように、健康な歯・口腔の維持・向上や、歯の健康づくりへの関心を高
施策目的・

(2)目的 ともに、その重要性をＰＲし、受診率の向上を図ります。 事業目的 め、生活習慣の改善を図るために、若年層から高齢期に渡り、定期的に歯科健診を実施する。
展開方向

・年度内に、２０歳以上の市民対象に、現在歯の状況、歯肉の状況、口腔清掃状況、咀嚼・嚥下の状態の検 年度内に２０歳・３０歳・４０歳・５０歳・６０歳に達する対象者には、受診券を発送。受診券発送者以外
査を行う。 の対象者は、電話で申し込み後、受診券を発送。４月～翌年３月まで、契約医療機関で実施。
・通年、（一社）我孫子市歯科医師会に委託し、契約医療機関において６０２４歯科健康診査を実施する。 当該年度 自己負担額：７００円
政策：2020年度、①歯肉出血の状況②動揺度③簡易的な前歯唇面クリーニング(5分程度)④20歳健診費用無 執行計画 政策：健診内容に①歯肉出血の状況②動揺度③簡易的な前歯唇面クリーニング(5分程度)を追加し2020年度

(3)事業内容 内　　容 料を追加し実施する。 以降実施予定。また、２０歳の健診費用無料についても、費用負担規則の改正手続きを行い、2020年度以降
実施予定。
受診者数 想定値 380当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 261

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 健診を受けたことで、口腔の健康を保つために、歯のお手入れや口腔の健康を考えた食生活等が変化する。 間接 行動変容率 ％ 65.5 60

令和 2年度 健診を受けたことで、口腔の健康を保つために、歯のお手入れや口腔の健康を考えた食生活等が変化する。 間接 行動変容率 ％ 65

令和 3年度 健診を受けたことで、口腔の健康を保つために、歯のお手入れや口腔の健康を考えた食生活等が変化する。 間接 行動変容率 ％ 70

生涯を通して口腔機能を維持する大切さを十分理解できるよう啓発し、受診者数の向上を図る。また、若い世代へ歯と口腔の健
(7)事業実施上の課題と対応 康づくりへの情報の周知を行う。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費 0 消耗品費 0 0 消耗品費 0 消耗品費 0
通信運搬費 610 通信運搬費 610 596 通信運搬費 626 通信運搬費 626
6024健診委託料（6024健診分） 1,213 6024健診委託料（6024健診） 1,421 943 6024健診委託料（6024健診） 1,436 6024健診委託料（6024健診） 1,436
印刷製本費（隔年） 0 印刷製本費（隔年） 245 0 ＊ 6024健診委託料（新規追加分） 327 ＊ 6024健診委託料（新規追加分） 327
受診券印刷費 497 受診券印刷費 567 374 印刷製本費（隔年） 0 印刷製本費（隔年） 250

受診券印刷費 572 受診券印刷費 572

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,320 合　　計 2,843 1,913 合　　計 2,961 合　　計 3,211
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 66 ％ 671 補助率 66 ％ 442 489 補助率 66 ％ 442 補助率 0 ％ 442
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,638 2,390 1,409 2,508 2,758

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 11 □特会 □受益 □基金 ■その他 11 15 □特会 □受益 □基金 ■その他 11 □特会 □受益 □基金 □その他 11
換算人数(人) 0.12 0.12 0.12 0.12 0.12
正職員人件費 1,056 1,056 1,056 1,056 1,056

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,376 3,899 2,969 4,017 4,267
(11)単位費用

8.88千円／人 10.26千円／人 11.38
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

口腔の健康状態と全身疾患は、深い関わりがあり、健康を維持・増進するためには、歯科保健の充実も重要である。特に ●①事前確認での想定どおり
成人期になると８割以上の人が歯周疾患にかかるが、自覚症状がないまま進行しやすいことから、歯周疾患を中心とした ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 検査を受診できる機会を提供する必要がある。また、若い世代にかかりつけ歯科医での定期的な歯科健康診査を受ける習 ○要
   背景は？(事業の必要性) 慣を作る必要がある。高齢期では、咀嚼・嚥下機能の低下による誤嚥性肺炎に罹る割合も増加するため、継続した口腔内 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

の検査を受ける機会が必要である。 歯を失う原因の８割はむし歯と歯周病である。歯と口腔の健康のためには、むし歯や歯周病の予防や、早期発見・
早期治療を行うことが重要であるため想定どおりとした。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 集団のがん検診や幼児健康診査などで情報の周知を行った。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 また、２０・３０・４０・５０・６０歳に個別通知を行い、
□その他 　促進された 歯と口腔の健康に関するリーフレットを同封した。歯と口腔

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した の健康を維持するには、様々な年代に対し情報提供や意識付
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された けを行うことが重要であるため、市が主導で行う必要がある ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された 。 ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
65.5 60 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

６０２４歯科健康診査を受診し、歯と口腔の健康への行動変容につながったため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 68.4 114

。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,899 △523 2,969 76.15
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルスの流行により、想定よりも受診者が少なかったため
。

△15.49

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 市民の歯と口腔の健康への意識が向上したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.54

％ 10万円 2.3 149.35

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、歯と口腔の健康を維持するためには必要不可欠な事業となっており、自身の口腔内の状況を知り、適切な口腔ケアやかかりつけの歯
科医を持ち、定期検診に通うことが重要であることから、歯科健診を受ける機会や正しい歯と口腔の健康づくりに関する情報を周知していく必
要があるため、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 632 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 ６０２４歯科健診 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.12 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,920 千円 (うち人件費 1,056 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 3,899 千円 (うち人件費 1,056 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31101 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

生活習慣病の予防やがんの早期発見・早期治療を促進するため、受診しやすい健（検）診体制を



ためのさ 健康づくり推進員（母子・成人担当）及び食生活改善推進員（食生活担当）を育成し、市民の自主的な健康
施策目的・

(2)目的 まざまな情報の提供や、気軽に相談できる体制の充実を図るとともに、健康づくりの機会として体験型事業 事業目的 づくりのための情報提供、相談や支援体制を充実し、全ての市民が健康づくりに関心を持てるしくみを確立
展開方向

を実施し、健康づくりに対する理解や意識の向上に努めます。 する。
・市民すべてを対象に、市内のイベントや市主催の健康まつり等において、食生活改善の必要性や健康体操 毎月：健康づくり推進員定例会
などの健康づくりに関する啓発活動を行う。母子保健分野では地域における市民の自主的な取り組みの場に 年間を通じて：健康フェア、推進員主催の食生活改善のための栄養教室の実施、地区の健康まつり等市内の
おいて助言や支援を行う。 当該年度 イベントにおける健康増進のための啓発活動を行う。
・市では推進員の体制の維持・充実を図るため、引き続き養成を行う。（推進員は40名を上限とし活動） 執行計画

(3)事業内容 内　　容

健康づくり推進員活動延べ人数 想定値 150当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 102

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市民の健康の維持・増進のために市内イベント等において啓発活動を行い、健康を意識する市民の増加を図る 直接 健康づくり推進員啓発活動延べ人数 人 110 150

令和 2年度 市民の健康の維持・増進のために市内イベント等において啓発活動を行い、健康を意識する市民の増加を図る 直接 健康づくり推進員啓発活動延べ人数 人 160

令和 3年度 市民の健康の維持・増進のために市内イベント等において啓発活動を行い、健康を意識する市民の増加を図る 直接 健康づくり推進員啓発活動延べ人数 人 170

現在、20名の体制で運営している。事業の目的、推進員の役割を明確化し、目的を達成するための仕組みづくりを検討する必要
(7)事業実施上の課題と対応 がある。また、委嘱者を増員していくと同時に推進員の資質の向上を図っていく必要がある。 代替案検討 ●有 ○無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

講師謝礼 20 講師謝礼 20 20 講師謝礼 20 講師謝礼 20
活動報償費 363 活動報償費 330 330 活動報償費 660 活動報償費 660
消耗品費 90 消耗品費 79 56 消耗品費 79 消耗品費 79
保健福祉事業協力者傷害見舞保険 12 保健福祉事業協力者傷害見舞保険 12 10 保健福祉事業協力者傷害見舞保険 12 保健福祉事業協力者傷害見舞保険 12
健康都市連合日本支部総会・バス借上 156 健康都市連合日本支部総会・参加旅費 566 470 委託料 37 健康都市連合日本支部総会・参加旅費 566
健康都市連合日本支部総会・旅行保険 3 健康都市連合日本支部総会・参加旅費 566

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 644 合　　計 1,007 886 合　　計 1,374 合　　計 1,337
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 604 977 868 1,344 1,307

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 40 □特会 ■受益 □基金 □その他 30 18 □特会 ■受益 □基金 □その他 30 □特会 ■受益 □基金 □その他 30
換算人数(人) 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33
正職員人件費 2,904 2,904 2,904 2,904 2,904

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,548 3,911 3,790 4,278 4,241
(11)単位費用

23.65千円／人 26.07千円／人 37.16
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・栄養・運動・ストレスなど生活全般に関わる健康を維持することは個人の努力のみでは難しく、健康づくりを継続させ ●①事前確認での想定どおり
るには、家族や地域・職場の人々の協力と支えが必要となる。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・健康づくりを実践するために、具体的な健康体操・ウォーキング方法、健康に関する情報提供やアドバイスなど、実践 ○要
   背景は？(事業の必要性) 可能で関心が持てる健康指導・健康教育を行っていく必要がある。また、多くの市民が健康づくりに関心を持ち、自主的 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

に健康づくりを行えるようになるためには、地域の健康づくりの担い手を育成し、地域ぐるみで健康づくり活動を行える 市民自らが自主的に健康づくりを行うために、健康に関する知識や技術の普及・啓発を図るため、市と地域をつなぐ健康
ように支援する必要がある。 づくりの担い手となる人材を育成し、推進員活動を展開することは必要である。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の計画に基づく健康づくりに関する活動を展開するために

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 、本事業により人材の育成・活動の支援を市が行う必要性は
□その他 　促進された 高い。市民に「健康づくり推進員」と「食生活改善推進員」

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した についての役割を説明したうえで、毎月１回の定例会を開催
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された しながら、推進員の資質向上のための事業参加や研修会を実 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された 施する。 ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 推進員は公募し面接を経て決定する。その後、健康づくりや 健康フェア、地域での健康まつり、骨粗しょう症検診等での ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 食生活に関する学習をし、実際の活動を行っていく。 健康づくりに関する啓発活動やがん集団検診の場において子 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 育て世代の受診率向上のために、受診者のお子さんのお預か ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している りを行った。 ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
110 150 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

推進員の人員数が当初想定より少なかったことに加え、新型コロナウイルス感染
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 102 68

症の拡大予防のため年度末のイベント等が中止となったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,911 △363 3,790 96.91
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△10.23

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 推進員の人員数が当初想定より少なかったことに加え、

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 新型コロナウイルス感染症の拡大予防のため年度末のイ

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.84 ベント等が中止となったため。

人 10万円 2.69 70.05

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市民の自主的な健康づくり活動を推進していくために、身近な存在である健康づくり推進員及び食生活改善推進員による健康づくり声掛け活動
は不可欠である。イベント実施時にとどまらず、周囲の市民への声掛け活動を充実するなど、活動内容の更なる充実を図りながら、引き続き現
状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 634 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 健康づくり推進員及び食生活改善推進員活動の充実 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.33 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,911 千円 (うち人件費 2,904 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31103 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第2次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民一人ひとりが自らの健康状態を知り、自主的に健康づくりができるよう、生活習慣を改善する



提供や健康相談を行うことで、自身やその家族の健康への意識を高め、自主的に健康な生
施策目的・

(2)目的 まざまな情報の提供や、気軽に相談できる体制の充実を図るとともに、健康づくりの機会として体験型事業 事業目的 活を送る市民の増加を図る。また、ニュースポーツなど様々な健康づくりの取り組みを一同に介することで
展開方向

を実施し、健康づくりに対する理解や意識の向上に努めます。 、健康における運動習慣の重要性に関する啓発等を行うことで、健康づくりのきっかけを提供する。
市民の健康づくりを目的とした健康フェアを開催。　 4月：健康フェア実行委員会開催
　日時：11月24日（日）10～15時　 4月～11月：定期実行委員会にて開催内容の検討・準備
　会場：アビスタ又はアビイクオーレ 当該年度 11月24日：健康フェア（事業終了後、ホームページにて事業内容を掲載し、啓発を図る）
　主催：健康フェア実行委員会（医師会、歯科医師会、薬剤師会、市、市民活動団体、健康フェアに協力す 執行計画

(3)事業内容 内　　容 る市民等）
　内容：健康に関するイベント、健康相談・教育、講演等

実人数（アンケート回答者数から算出） 想定値 350当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 218

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 対象者に合わせた健康づくりの支援を行うことで、健康への意識を高めた人を増やす。 直接 健康への意識を高めた人の割合 ％ 96 95

令和 2年度 対象者に合わせた健康づくりの支援を行うことで、健康への意識を高めた人を増やす。 直接 健康への意識を高めた人の割合 ％ 95

令和 3年度 対象者に合わせた健康づくりの支援を行うことで、健康への意識を高めた人を増やす。 直接 健康への意識を高めた人の割合 ％ 95

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

健康フェア実行委員会負担金 639 健康フェア実行委員会負担金 639 639 健康フェア実行委員会負担金 639 健康フェア実行委員会負担金 639

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 639 合　　計 639 639 合　　計 639 合　　計 639
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 639 639 639 639 639

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.22 0.22 0.22 0.22 0.22
正職員人件費 1,936 1,936 1,936 1,936 1,936

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,575 2,575 2,575 2,575 2,575
(11)単位費用

0.89千円／人 7.36千円／人 11.81
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成２７年度からスタートした「第２次心も身体も健康プラン」に基づき健康づくり、食育、歯と口腔の健康づくりを一 ●①事前確認での想定どおり
体的に推進し、市民の健康寿命の延伸を目指し、より多くの市民に健康に関する啓発を行う健康フェアを開催することは ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

第２次心も身体も健康プランを推進し、より多くの市民に健康に関する啓発を行うため、健康フェアを開催することは必
要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 健康づくりに関する核となる事業である健康フェアを行うこ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 とは、第２次心も身体も健康プランを推進する上で意義があ
□その他 　促進された る。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民が委員に含まれている実行委員会により企画運営されて 市民団体等による実行委員会により企画運営した。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り いる。 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
96 95 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新規出展団体のブース増設や企業との連携など新たな取り組みを行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 105.26
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,575 0 2,575 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.69

％ 10万円 3.88 105.15

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
「自ら取り組む、みんなで続ける健康づくり」を推進するための核となる事業であり、今後も市民団体等と協働しながら現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 636 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 健康フェア 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成17年度 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.22 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,575 千円 (うち人件費 1,936 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31103 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民一人ひとりが自らの健康状態を知り、自主的に健康づくりができるよう、生活習慣を改善するためのさ 事業において情報



できるよう、生活習慣を改善するためのさ 目的を持って活動する各団体に合わせて、情報提供や健康相談を行うことで、、自身やその家族の健康への
施策目的・

(2)目的 まざまな情報の提供や、気軽に相談できる体制の充実を図るとともに、健康づくりの機会として体験型事業 事業目的 意識が高まり、自主的に健康な生活を送ることができる。
展開方向

を実施し、健康づくりに対する理解や意識の向上に努めます。
〇市民の自主的な地域の団体が活動の中で、より健康維持、増進のために、健康教室を開催実施にあたり、 〇随時：出前講座は、生涯学習課が取りまとめにて各課に依頼される。
保健師、栄養士、歯科衛生士の依頼があった場合には積極的に協力、連携を図る。また、食品表示の推進の 　　　家庭教育学級、長寿大学、その他地区社会福祉協議会やまちづくり協議会のイベント等にて健康教育
ため出前講座や健康教育の場で活用等を啓発する。 当該年度 　　　の依頼があった際は、随時対応する。
〇運動習慣確立のための取り組みを推進するなかで、階段利用のメリットを伝えるステッカーやポスターな 執行計画 〇階段利用のメリットを伝えるステッカーやポスターを駅事業所等へ設置依頼し、日常的に利用する階段で

(3)事業内容 内　　容 どを活用し、普段運動をする時間が取れない働き盛りの世代を中心に、市民の運動量増加および健康寿命の の効果やその必要性を啓発する。
延伸を図る。

参加者数（延） 想定値 1,300当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 1,201

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 対象者に合わせた健康づくりの支援を行うことで、健康づくりができた者が増加する。 間接 満足度 ％ 100 100

令和 2年度 対象者に合わせた健康づくりの支援を行うことで、健康づくりができた者が増加する。 間接 満足度 ％ 100

令和 3年度 対象者に合わせた健康づくりの支援を行うことで、健康づくりができた者が増加する。 間接 満足度 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費（歯科） 35 消耗品費（歯科） 20 19 消耗品費（歯科） 41 消耗品費（歯科） 41
消耗品費（栄養） 28 消耗品費（栄養） 31 31 消耗品費（栄養） 25 消耗品費（栄養） 25
消耗品費（成人一般健康教育用） 42 消耗品費（成人一般健康教育用） 1 0 消耗品費（成人一般健康教育用） 40 消耗品費（成人一般健康教育用） 40
臨時職員賃金等 29 臨時職員賃金等 157 157 臨時職員賃金等 50 臨時職員賃金等 50
印刷製本費（栄養） 104 印刷製本費（栄養） 120 120 印刷製本費（栄養） 115 印刷製本費（栄養） 115

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 238 合　　計 329 327 合　　計 271 合　　計 271
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 66 ％ 35 補助率 66 ％ 39 28 補助率 66 ％ 39 補助率 66 ％ 39
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 203 290 299 232 232

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.08 0.08 0.08 0.08 0.08
正職員人件費 704 704 704 704 704

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 29 50 157 50 50

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 942 1,033 1,031 975 975
(11)単位費用

0.72千円／人 0.79千円／人 0.86
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

健康についての関心・意識が高まる中、運動習慣の低下や食習慣の乱れ、健康に関する情報の氾濫など、健康への課題も ●①事前確認での想定どおり
現れてきている。地域で仲間と共に支えながら継続して健康増進を図るため、地域で自主的に活動を行う市民団体から健 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 康づくりに関する教育や相談の依頼があった場合に保健師・栄養士・歯科衛生士が積極的に協力、連携を図る必要がある ○要
   背景は？(事業の必要性) 。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市民団体が活動の中で、健康づくりに関する教育や相談の依頼があった場合、専門職が積極的に協力することが、市民の
健康づくりにつながっているため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 出前講座や地域の健康づくりへの支援を行い、健康づくりの

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 推進を図っている。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

全ての団体で満足感が得られているが、より団体の依頼内容にあった支援をして
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

いく必要がある。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,033 △91 1,031 99.81
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△9.66

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 9.68

％ 10万円 9.7 100.21

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
より多くの市民が健康に関する情報を知り、健康に関する取り組みを実践できるよう内容の充実を図りながら、引き続き継続していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 639 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 市民団体・自主活動支援（一般健康教育・出前講座・地域活動支援を含む） 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.08 人）
(1)事業概要

(当　初) 975 千円 (うち人件費 704 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 1,033 千円 (うち人件費 704 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31103 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民一人ひとりが自らの健康状態を知り、自主的に健康づくりが



主的な歯科に関する健康づくりのために、（一社）我孫子市歯科医師会と共に歯科健診を実施する
施策目的・

(2)目的 まざまな情報の提供や、気軽に相談できる体制の充実を図るとともに、健康づくりの機会として体験型事業 事業目的 とともに、親子での歯科に関する相談事業を実施し、口腔衛生の啓発を図る。
展開方向

を実施し、健康づくりに対する理解や意識の向上に努めます。
（一社）我孫子市歯科医師会と共に、一般市民を対象に歯科健診・相談を行い、歯科疾患の早期発見を図る ・９月下旬に歯科医師会との打ち合わせ
とともに、８０２０運動および６０２４運動の普及啓発など、健康な生活習慣の関心を高める。 ・ＰＲのために、幼稚園、保育園、小学校等の施設や、市民にチラシを配布。

当該年度 ・日時　健康フェアにて実施予定
執行計画

(3)事業内容 内　　容

受診者・相談者数 想定値 250当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 178

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 歯科保健・口腔衛生の理解を広める 直接 受診者数・相談者数 人 200 250

令和 2年度 歯科保健・口腔衛生の理解を広める 直接 受診者数・相談者数 人 275

令和 3年度 歯科保健・口腔衛生の理解を広める 直接 受診者数・相談者数 人 300

歯と口腔の健康の維持を行う上で、定期的な歯科健康診査や適切な情報を知ることは重要であるため、受診者の増加を目指す。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

報償費 405 報償費 405 405 報償費 405 報償費 405
消耗品 6 消耗品 24 24 消耗品 6 消耗品 6
医薬材料費 4 医薬材料費 4 0 医薬材料費 4 医薬材料費 4
臨時職員賃金等 45 臨時職員賃金等 56 40 臨時職員賃金等 56 臨時職員賃金等 56

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 460 合　　計 489 469 合　　計 471 合　　計 471
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 66 ％ 206 補助率 66 ％ 232 285 補助率 66 ％ 232 補助率 0 ％ 232
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 254 257 184 239 239

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02
正職員人件費 176 176 176 176 176

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 45 56 40 56 56

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 636 665 645 647 647
(11)単位費用

2.54千円／人 2.66千円／人 3.62
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民自ら口腔衛生を意識できるよう、歯科健診を実施し、歯の健康づくりや口腔保健に関する正しい知識の普及啓発を図 ●①事前確認での想定どおり
り、予防に関する適切な習慣の定着を図る必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

歯と口腔の健康づくりに関する正しい知識の普及を図り、適切な生活習慣の定着を図るために効果的であるため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市民自らが自身の歯と口腔の健康を維持できるよう、歯科健

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 康診査を実施し、口腔保健に関する正しい知識の普及啓発を
□その他 　促進された 図り、予防に関する適切な習慣の定着を図る必要がある。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
200 250 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

想定より来所者数が少なかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 178 71.2
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 665 △29 645 96.99
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△4.56

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 来所者数が想定より少なかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 37.59

人 10万円 27.6 73.42

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
様々な年齢に対し、歯と口腔の健康づくりについての情報を啓発し、健康寿命の延伸に寄与するため、条例に基づく活動を推進し、市民の自主
的な歯と口腔の健康づくりを支援していくため、今後も現状どおり事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 640 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 市民歯科健診・親子歯科相談 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.02 人）
(1)事業概要

(当　初) 647 千円 (うち人件費 176 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 665 千円 (うち人件費 176 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31103 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民一人ひとりが自らの健康状態を知り、自主的に健康づくりができるよう、生活習慣を改善するためのさ 市民の自



るためのさ 健康増進・維持に関する基本的な考え方及び具体的な方策を明らかにし、健康づくりに対する自主的な取組
施策目的・

(2)目的 まざまな情報の提供や、気軽に相談できる体制の充実を図るとともに、健康づくりの機会として体験型事業 事業目的 を推進し、全世代における生活習慣の改善、健康寿命の延伸を目指す。また、食に関する知識や食を選択す
展開方向

を実施し、健康づくりに対する理解や意識の向上に努めます。 る力を身に付け、体験活動等を通し、食に関する理解を深め、実践できるよう食習慣を確立する。
・計画推進及び目標数値の達成状況等を検討・検証する。 ・「第２次心も身体も健康プラン」の進捗報告等を通して、プランの推進を行う。
・「我孫子市健康づくり推進協議会」及び庁内組織である「心も身体も健康プラン推進委員会」を必要に応 　目標値の達成状況を踏まえ、今後新たな取り組みが必要な分野等の検討や事業の見直し等を行う。
じて開催する。 当該年度 ・計画啓発用リーフレット等の作成、配布。
・健康、食育、歯と口腔の健康づくりを一体的に推進する「第２次心も身体も健康プラン」に基づき、健康 執行計画 政策：市民アンケートを行い、中間評価を実施する。

(3)事業内容 内　　容 づくり等の啓発を行う。
政策：5年を目途に中間評価を実施する。

健康づくり推進協議会、心も身体も健康プラン推進委員会議の合計開 想定値 3当該年度
催回数 単位 回

活動結果指標 実績値 3

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 計画に位置づける事業の目標を達成する 間接 健康プランに位置づけた目標指標が改善した事業割合 ％ 69.4 65

令和 2年度 計画に位置づける事業の目標を達成する 間接 計画に位置づけた目標を達成した事業の割合 ％ 68

令和 3年度 計画に位置づける事業の目標を達成する 間接 5年後の計画に位置づけた目標を達成した事業の割合 ％ 70

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

進行管理 進行管理 進行管理 進行管理
健康づくり推進協議会報酬 健康づくり推進協議会報酬 健康づくり推進協議会報酬 健康づくり推進協議会報酬
（13人*2回*3,500円） 91 （13人*2回*3,500円） 91 81 （13人*2回*3,500円） 91 （13人*2回*3,500円） 91
啓発リーフレット印刷 295 啓発リーフレット印刷 470 275 啓発リーフレット印刷 470 啓発リーフレット印刷 470
啓発ランチョンマット印刷 87 通信運搬費 9 9 通信運搬費 9 通信運搬費 9
部会報償費 35
（5人*2回*3,500円） ＊ 健康プランアンケート調査分析委託料 2,170 1,430

実施内容 通信運搬費 8 ＊ 通信運搬費（健康プランアンケート） 710 586
＊ 印刷製本費（健康プランアンケート） 96 87

(8)施行事項
費　　用 ＊ 中間評価市民アンケート内容検討 0

予算(決算)額 合　　計 516 合　　計 3,546 2,468 合　　計 570 合　　計 570
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 516 3,546 2,468 570 570

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.88 0.93 0.93 0.88 0.88
正職員人件費 7,744 8,184 8,184 7,744 7,744

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,260 11,730 10,652 8,314 8,314
(11)単位費用

4,130千円／回 3,910千円／回 3,550.67
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

健康づくり、食育推進、歯科口腔の健康を推進するため、総合的・計画的に推進していくよう策定した「第２次心も身体 ●①事前確認での想定どおり
も健康プラン」に位置づけした「一次予防による健康寿命延伸」、「食を通じた心・身体づくり」並びに「歯と口腔の健 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 康づくり」に係る各種事業を推進することで、誰もが生涯をとおして健康で自立した生活をおくれるように計画の進捗管 ○要
   背景は？(事業の必要性) 理等を行っていくことは、市民の健康寿命を延伸させるために必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

健康づくりの全体計画として本計画を位置づけ、事業を推進することで市民の健康に関する正しい知識の普及や意識の向
上につながるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 健康プランの中間評価をするため、健康に関する市民アンケ

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ートを実施し、集計及び分析を行った。
□その他 　促進された また、健康プランを推進するため、啓発リーフレットを作成

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した する市民に健康づくりに関する啓発を行った。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 計画の推進にあたり、条例で位置づけられた「健康づくり推 健康づくり推進協議会及び、心も身体も健康プラン推進委員 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 進協議会」においれ進行管理を行い、事業や目標値の改善等 会議を開催し、健康に関する市民アンケートの分析結果を報 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り に向け協議する。 告するとともに、事業や目標の改善を図るための意見等をい ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ただいた。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
69.4 65 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

目標の達成に向け、様々な取り組みをしたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 64.1 98.62
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 11,730 △3,470 10,652 90.81
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△42.01

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.55

％ 10万円 0.6 109.09

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
計画に位置付けた目標を達成するため、市民が健康に関する情報を知り、自らの健康状態に気づき、健康に関する取り組みを実践できるよう、
課題等への対応を図りながら、引き続き事業の進行管理を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 641 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 第２次心も身体も健康プランの推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 12 人 (換算人数 0.93 人）
(1)事業概要

(当　初) 11,730 千円 (うち人件費 8,184 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31103 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民一人ひとりが自らの健康状態を知り、自主的に健康づくりができるよう、生活習慣を改善す



庭・生活状況に合わせた情報提供や健康相談を行うことで、自身やその家族
施策目的・

(2)目的 まざまな情報の提供や、気軽に相談できる体制の充実を図るとともに、健康づくりの機会として体験型事業 事業目的 の健康への意識が高まり、自主的に健康な生活を送ることができる。
展開方向

を実施し、健康づくりに対する理解や意識の向上に努めます。
母子・成人保健事業における各種健（検）診や相談の中で把握した対象者のうち、家庭での具体的な支援を 随時、対象者の支援方法についての話し合いを実施し、情報の共有と支援内容の充実を図る。
必要と判断した対象者に家庭訪問を実施する。
対象者：市民及び市内に在住する者 当該年度
訪問者：保健師・栄養士・歯科衛生士等の専門職 執行計画

(3)事業内容 内　　容 場所：各家庭、地域

訪問件数（延） 想定値 1,800当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 579

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 保健指導を必要とする者に指導を行うことによって、健康の維持・向上を図る 間接 訪問希望者への訪問率 ％ 100 100

令和 2年度 保健指導を必要とする者に指導を行うことによって、健康の維持・向上を図る 間接 訪問希望者への訪問率 ％ 100

令和 3年度 保健指導を必要とする者に指導を行うことによって、健康の維持・向上を図る 間接 訪問希望者への訪問率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

公用車ガソリン代 299 公用車ガソリン代 298 235 公用車ガソリン代 298 公用車ガソリン代 298
訪問時駐車場使用料 10 訪問時駐車場使用料 10 7 訪問時駐車場使用料 10 訪問時駐車場使用料 10

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 309 合　　計 308 242 合　　計 308 合　　計 308
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 309 308 242 308 308

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.47 0.47 0.47 0.47 0.47
正職員人件費 4,136 4,136 4,136 4,136 4,136

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,445 4,444 4,378 4,444 4,444
(11)単位費用

2.47千円／件 2.47千円／件 7.56
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・近年、交通機関・情報網の発達や欧米文化の流入などにより、経済的に豊で便利な社会を迎える一方、少子高齢化によ ●①事前確認での想定どおり
る家族の孤立化や生活習慣病者の増加などの健康への課題も明らかとなっている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・市民の健康を支援するため、地域、学校、保健医療福祉関係機関との連携を図りながら、家庭での具体的な支援を必要 ○要
   背景は？(事業の必要性) と判断した対象者に家庭・生活状況に合わせた情報提供や健康相談を行うことで、自主的に健康な生活を送ることができ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

るよう支援する必要がある。 訪問活動を実施することで、対象者の家庭・生活状況に合わせた具体的な情報提供や健康相談を行い、自主的に健康な生
活を送ることを支援することができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 生活の場である家庭を訪問し、対象者の家庭・生活状況の合

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 わせた情報提供や健康相談を行うことで、市民の健康意識が
□その他 　促進された 高まり、健康的な生活を送ることにつながる。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

保健師、歯科衛生士、栄養士と総合的な相談体制を確保したため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,444 1 4,378 98.51
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.02

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.25

％ 10万円 2.28 101.33

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
訪問活動にて市民の家庭・生活状況に合わせた情報提供や健康相談を行うことにより、健康の維持・向上が図れているため、今後も引き続き推
進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 643 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 訪問活動 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 10 人 (換算人数 0.47 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,444 千円 (うち人件費 4,136 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31103 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民一人ひとりが自らの健康状態を知り、自主的に健康づくりができるよう、生活習慣を改善するためのさ 訪問活動によって、対象者の家



に対する闘病の労苦に報いるため、見舞金を支給する。
施策目的・

(2)目的 まざまな情報の提供や、気軽に相談できる体制の充実を図るとともに、健康づくりの機会として体験型事業 事業目的
展開方向

を実施し、健康づくりに対する理解や意識の向上に努めます。
特定疾病見舞金支給事業は、県で認定された難病患者に対し、市から見舞金一律年額24,000円を支給する。 特定疾病見舞金については、年1回支給。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

見舞金支給人数 想定値 900当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 843

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 特定疾病療養者又はその保護者の闘病もしくは労苦に報いる。 直接 見舞金支給人数 人 768 900

令和 2年度 特定疾病療養者又はその保護者の闘病もしくは労苦に報いる。 直接 見舞金支給人数 人 1,000

令和 3年度 特定疾病療養者又はその保護者の闘病もしくは労苦に報いる。 直接 見舞金支給人数 人 1,100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

通信運搬費 115 通信運搬費 87 87 通信運搬費 137 通信運搬費 137
支給申請書発送委託業務 200 支給申請書発送委託業務 275 180 特定疾病療養者支援金 6,000 特定疾病療養者支援金 6,000
特定疾病療養者見舞金 27,600 特定疾病療養者見舞金 20,880 20,232 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 500 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 500
2・3号嘱託職員報酬等0.23人 600 2・3号嘱託職員報酬等0.23人 500 500

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 28,515 合　　計 21,742 20,999 合　　計 6,637 合　　計 6,637
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 28,515 21,742 20,999 6,637 6,637

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.15 0.15 0.15 0
正職員人件費 1,320 1,320 1,320 1,320 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 600 500 500 500 500
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 29,835 23,062 22,319 7,957 6,637
(11)単位費用

25.94千円／人 25.62千円／人 26.48
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

難病患者は、一生疾病と関わっていかなければならないため精神的苦痛が大きい。そのため、市が見舞金を支給し、労苦 ●①事前確認での想定どおり
に報いることが必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

８４３名に対して見舞金を支給し、労苦に報いることができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 健康福祉センター（松戸保健所）に見舞金のチラシを設置・

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 配布を依頼し、保健所に申請に来た市民へ見舞金の説明を行
□その他 　促進された ってもらった。自立と社会参加促進を目標とし日常生活に支

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 障がないよう支援する。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
768 900 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

健康福祉センター（松戸保健所）に見舞金のチラシを設置・配布をしてもらうこ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 843 93.67

とで、対象者への周知が図られた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 23,062 6,773 22,319 96.78
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

22.7

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.9

人 10万円 3.78 96.92

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ●縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
指定難病等は、原因が不明で治癒方法が未確立で、かつ、病状が慢性にわたる病気を対象としており、療養者やその家族の労苦に報いるために 療養者又はその保護者の闘病若しくは労苦に報いること及び経済的負担を軽減し、福祉の増進を図ることを目的とし、令和２年度から支給要件
必要な事業である。しかし、行政改革推進プランにおいて、本事業のうち国・県の基準を超えて市独自に上乗せしている部分についての見直し に所得制限を設ける。
を図る。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 644 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 特定疾病療養者見舞金支給事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 23,062 千円 (うち人件費 1,320 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31103 重点５ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民一人ひとりが自らの健康状態を知り、自主的に健康づくりができるよう、生活習慣を改善するためのさ 特定疾病療養者又はその保護者に疾病



、専門職が電話や来所の市民に、保健指導・健康相談を行うことによって
施策目的・

(2)目的 まざまな情報の提供や、気軽に相談できる体制の充実を図るとともに、健康づくりの機会として体験型事業 事業目的 、健康に関するの不安の軽減・解消を行うことができ、市民の健康の保持・増進に寄与する。
展開方向

を実施し、健康づくりに対する理解や意識の向上に努めます。
母子・成人保健事業における各種健（検）診や相談の中で把握した対象者のうち、電話や個別面接による支 随時、対象者の支援方法についての話し合いを実施し、情報の共有と支援内容の充実を図る。
援が必要と判断した対象者に電話・来所相談を実施する。また、希望者に対しては随時対応する。
対象者：市民及び市内に在住する者 当該年度
訪問者：保健師・栄養士・歯科衛生士等の専門職 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ※子ども・子育て支援法第59条第1項に規定する利用者支援事業（母子保健型）の「子育て世代包括支援セ
ンター」を同時に実施。

電話・来所相談件数（延） 想定値 5,500当該年度
（※保健師・栄養士・歯科衛生士相談件数） 単位 件

活動結果指標 実績値 4,484

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 保健指導を必要とする者に指導を行うことによって、健康の維持・向上を図る 間接 電話・来所相談対象者に対する実施率 ％ 100 100

令和 2年度 保健指導を必要とする者に指導を行うことによって、健康の維持・向上を図る 間接 電話・来所相談対象者に対する実施率 ％ 100

令和 3年度 保健指導を必要とする者に指導を行うことによって、健康の維持・向上を図る 間接 電話・来所相談対象者に対する実施率 ％ 100

「子育て世代包括支援センター」の役割として、妊娠を届け出た妊婦との全数面接を実施することが必須となっている。本市で
(7)事業実施上の課題と対応 は市民の利便性向上のため、保健センターの他、市民課・各行政サービスセンターに既存のテレビ電話を活用し面接しているが 代替案検討 ○有 ●無

、妊婦全数と対面での面接は出来ていない。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

電話・来所相談 0 電話・来所相談 0 0 電話・来所相談 0 電話・来所相談 0
消耗品 12

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 12 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 33 ％ 2,898 補助率 33 ％ 2,915 2,844 補助率 33 ％ 2,915 補助率 33 ％ 2,915
県支出金 補助率 33 ％ 2,898 補助率 33 ％ 2,915 2,845 補助率 33 ％ 2,915 補助率 33 ％ 2,915
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 △5,796 △5,830 △5,677 △5,830 △5,830

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9
正職員人件費 7,920 7,920 7,920 7,920 7,920

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,920 7,920 7,932 7,920 7,920
(11)単位費用

1.44千円／件 1.44千円／件 1.77
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・近年、交通機関・情報網の発達や欧米文化の流入などにより、経済的に豊で便利な社会を迎える一方、少子高齢化によ ●①事前確認での想定どおり
る家族の孤立化や生活習慣病者の増加などの健康への課題も明らかとなってきている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・支援を必要と判断した対象者に家庭・生活状況に合わせた情報提供や健康相談を電話や個別面接で迅速に対応すること ○要
   背景は？(事業の必要性) よにって、健康に関するの不安の軽減・解消を行うことができ、市民の健康の保持・増進を支援する必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市民の生活状況に合わせた具体的な健康相談や情報提供を行い、健康な生活を送ることができるよう支援できた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市民の生活状況に合わせた具体的な健康相談や情報提供を行

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 うことで、健康意識が高まり、健康的な生活を送ることにつ
□その他 　促進された ながる。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

保健師、歯科衛生士、栄養士の総合的な相談体制を確保したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,920 0 7,932 100.15
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.26

％ 10万円 1.26 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
専門職が相談を受けることにより、市民の健康に関する不安の軽減や解消につながっているため、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 645 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 電話・来所相談 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 15 人 (換算人数 0.9 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,920 千円 (うち人件費 7,920 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31103 重点５ ○有 ●無 (計画名) 心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民一人ひとりが自らの健康状態を知り、自主的に健康づくりができるよう、生活習慣を改善するためのさ 市民の相談に迅速に対応するため



歯と口腔の健康づくりのために、歯と口腔の健康づくりに関する標語や作文を募集し、口腔衛生
施策目的・

(2)目的 まざまな情報の提供や、気軽に相談できる体制の充実を図るとともに、健康づくりの機会として体験型事業 事業目的 の大切さに関する意識啓発を高める。
展開方向

を実施し、健康づくりに対する理解や意識の向上に努めます。
国の進めている「８０２０運動」に先がけて、６０歳で２４本以上自身の歯を保つことを目標にした、「６ ４月中に各小・中学校や広報（５月１６日号）、保健センターだより、チラシにより募集
０２４運動」を推進する事業で、県との共催事業であり、歯と口腔の健康づくりに関する標語と作文を募集 ６月上旬に応募締め切り
し、優秀作品を表彰する。 当該年度 ６月中旬に審査・表彰
また、最優秀作品は、県に推薦し、その中でさらに優秀な作品を表彰する。 執行計画 優秀作品は、県に推薦し秋に審査。県で優秀作品に選出された場合は１１月に表彰。

(3)事業内容 内　　容 なお、市の入選作品は、保健センターや健康フェア、ホームページ等での掲示やチラシにより、普及啓発を
行う。
応募作品数 想定値 280当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 238

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 歯科保健・口腔衛生の理解を広める 間接 歯科保健・口腔衛生の理解度 ％ 85.2 85

令和 2年度 歯科保健・口腔衛生の理解を広める － 歯科保健・口腔衛生の理解度 ％ 87

令和 3年度 歯科保健・口腔衛生の理解を広め、歯科疾患の減少を図る － 歯科保健・口腔衛生の理解度 ％ 90

標語をとおして、市民に歯と口腔の健康づくりの必要性について啓発するために、ホームページやチラシ等で広くＰＲを行い、
(7)事業実施上の課題と対応 事業展開の充実を図る。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

歯科医師報償費等 46 歯科医師報償費等 44 44 歯科医師報償費等 44 歯科医師報償費等 44
消耗品 17 消耗品 14 14 消耗品 17 消耗品 17
印刷製本費（賞状作成・印刷） 32 印刷製本費（賞状作成・印刷） 51 42 印刷製本費（賞状作成・印刷） 33 印刷製本費（賞状作成・印刷） 33

通信運搬費 13 8 通信運搬費 13 通信運搬費 13

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 95 合　　計 122 108 合　　計 107 合　　計 107
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 95 122 108 107 107

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02
正職員人件費 176 176 176 176 176

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 271 298 284 283 283
(11)単位費用

0.97千円／人 1.06千円／人 1.19
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

６０歳で自らの歯を２４本以上保つことを目標とする「６０２４運動」を推進することで、国の目標である８０歳で自ら ●①事前確認での想定どおり
の歯を２０本以上保つことを目標とした「８０２０」の達成に寄与し、市民に生涯を通して健康な歯と口の健康を維持す ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ることの大切さを意識啓発する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市民が自らの歯と口腔の健康づくりに関する標語を考えることで、口腔衛生に関する知識普及を図ることが出来たため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市民に歯と口腔の健康に関する知識普及をを図るため、歯と

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 口腔の健康づくりを目指す標語を募集し、応募作品を審査、
□その他 　促進された 表彰する。「８０２０運動」は国が推進する運動であり、さ

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した らに一歩進んだ、若い世代から歯と口腔の健康づくりを目指
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された すことを目標にした「６０２４（ロクマルニイヨン）運動普 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された 及啓発活動」を市が主導で行う必要がある。 ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
85.2 85 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

歯と口腔の健康づくりに関する知識などが想定より普及出来なかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 75.8 89.18
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 298 △27 284 95.3
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△9.96

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 28.52

％ 10万円 26.69 93.58

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
若い世代から歯と口腔の健康づくりを意識付け、国が掲げる「８０２０運動」より、さらに一歩進んだ、６０歳で自身の歯を２４本以上保つこ
とを目指した、「６０２４（ロクマルニイヨン）」を推進するため、今後も現状どおり普及啓発を行う。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 647 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 ６０２４運動普及啓発活動 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.02 人）
(1)事業概要

(当　初) 300 千円 (うち人件費 176 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 298 千円 (うち人件費 176 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31103 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民一人ひとりが自らの健康状態を知り、自主的に健康づくりができるよう、生活習慣を改善するためのさ 市民自らの



な医療が受けられるよう、休日（昼間）の初期診療が必要な患者に対応するため、休日診療
施策目的・

(2)目的 ービスをいつでも受けられるよう、かかりつけ医などの身近な医療から高度な最先端技術を提供する医療ま 事業目的 所を設置し、診療にあたる。
展開方向

でを体系的に整備し、広域的な連携を含めて医療体制を強化します。
日曜・祝日及び年末年始の初期診療が必要な患者に対応するため、公設公営の休日診療所を運営する。 日曜・祝日及び年末年始の初期診療が必要な患者に対応するため、公設公営の休日診療所を運営（72日）し
診療内容：医科（内科・小児科）、歯科 ている。診療内容：医科（内科・小児科）、歯科。診療時間：午前９時から午後５時まで（歯科は正午まで

当該年度 ）。診療業務従事者：医師会、歯科医師会、薬剤師会、千葉県診療放射線技師会。後方待機病院：JAとりで
執行計画 総合医療センター、市内二次医療機関。

(3)事業内容 内　　容

受診者数 想定値 3,500当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 2,816

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 休日診療所受診者が適切に処置を受けられるとともに、２次医療機関（後方待機病院）に転送された時、適切な医療が受けられ 直接 休日診療所利用者を適切に診療した割合 % 100 100
るよう医療機関の連携を図る。

令和 2年度 休日診療所受診者が適切に処置を受けられるとともに、２次医療機関（後方待機病院）に転送された時、適切な医療が受けられ 直接 休日診療所利用者を適切に診療した割合 % 100
るよう医療機関の連携を図る。

令和 3年度 休日診療所受診者が適切に処置を受けられるとともに、２次医療機関（後方待機病院）に転送された時、適切な医療が受けられ 直接 休日診療所利用者を適切に診療した割合 % 100
るよう医療機関の連携を図る。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

従事者委託料 31,362 従事者委託料 32,735 32,143 従事者委託料 32,735 従事者委託料 32,735
運営会議報償費 35 運営会議報償費 28 25 運営会議報償費 28 運営会議報償費 28
光熱水費 389 光熱水費 296 234 光熱水費 296 光熱水費 296
消耗品費 421 消耗品費 425 421 消耗品費 425 消耗品費 425
医薬材料費 4,214 医薬材料費 4,305 3,013 医薬材料費 4,305 医薬材料費 4,305
医師賠償責任保険 97 医師賠償責任保険 97 97 医師賠償責任保険 97 医師賠償責任保険 97
施設設備保守点検委託料 322 施設設備保守点検委託料 327 327 施設設備保守点検委託料 327 施設設備保守点検委託料 327

実施内容 手数料 61 手数料 87 54 手数料 54 手数料 54
診療機器修繕費 70 診療機器修繕費 70 51 診療機器修繕費 70 診療機器修繕費 70

(8)施行事項
費　　用 通信運搬費 164 通信運搬費 158 140 通信運搬費 158 通信運搬費 158

レセプトＰＣ保守点検委託料 299 レセプトＰＣ保守点検委託料 320 320 レセプトＰＣ保守点検委託料 378 レセプトＰＣ保守点検委託料 386
感染性廃棄物処理業務委託料 70 レセプトＰＣリース料 429 425 感染性廃棄物処理業務委託料 71 感染性廃棄物処理業務委託料 71
放射線測定検査委託料 104 感染性廃棄物処理業務委託料 71 57 放射線測定検査委託料 103 放射線測定検査委託料 103
レセプトＰＣリース料（再リース） 43 放射線測定検査委託料 103 103 レセプトＰＣリース料 558 レセプトＰＣリース料 558
診療機器ﾘｰｽ料（H30.6月から切替） 470 診療機器ﾘｰｽ料 488 488 診療機器ﾘｰｽ料 488 診療機器ﾘｰｽ料 488
施設修繕料(安定器33,給気65) 98 施設修繕料（うち流用：16千円） 46 46 施設修繕料 30 施設修繕料 30
清掃委託料 1,169 清掃委託料（うち流用：-16千円） 1,430 1,290 清掃委託料 1,446 清掃委託料 1,446
年末年始駐車場整理委託料 64 年末年始駐車場整理委託料 65 65 年末年始駐車場整理委託料 108 年末年始駐車場整理委託料 108
備品購入費（歯科ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ、ｴｱﾄﾞﾗｲﾔｰ） 429 備品購入費（うち流用：492千円） 492 492 備品購入（クイックナビリーダー） 23
予備費：施設修繕料 296

予算(決算)額 合　　計 40,177 合　　計 41,972 39,791 合　　計 41,700 合　　計 41,685
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 11,079 11,679 12,573 11,407 11,392

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 29,098 □特会 ■受益 □基金 □その他 30,293 27,218 □特会 ■受益 □基金 □その他 30,293 □特会 □受益 □基金 □その他 30,293
換算人数(人) 0.27 0.3 0.3 0.27 0.27
正職員人件費 2,376 2,640 2,640 2,376 2,376

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 42,553 44,612 42,431 44,076 44,061
(11)単位費用

12.16千円／人 12.75千円／人 15.07
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市内の医療機関で日曜・祝日・年末年始に開業しているところは、ほとんどなく、休日に市民が安心して診療を受けられ ●①事前確認での想定どおり
るよう休日診療所を開設することが必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市内医療機関で日曜・祝日・年末年始（１２／３０から１／３）に開院している所がほとんどなく、２，８１６名が受診
した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 日曜・祝日・年末年始（１２／３０から１／３）に開院して

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 いる市内医療機関はほとんどなく、市が休日診療所を整備す
□その他 　促進された る必要性は高い。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

休日診療所開院日を広報等で周知するとともに、医師会等と連携を密にして診療
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

所の運営を行えたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 44,612 △2,059 42,431 95.11
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△4.84

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.22

% 10万円 0.24 109.09

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今後も十分な初期医療を提供できるように、医師会等と連携を密にしながら診療体制の充実や質の向上を図るとともに、医療機器の保守を行い
ながら、引き続き現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 648 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 休日診療所の運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 44,163 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 44,612 千円 (うち人件費 2,640 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31201 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

休日でも初期的な医療を受けられるよう、関係機関と連携して休日診療所を運営します。また、救急医療サ 必要な時に必要



児急病患者に対する救急医療体制の充実を図る。
施策目的・

(2)目的 ービスをいつでも受けられるよう、かかりつけ医などの身近な医療から高度な最先端技術を提供する医療ま 事業目的
展開方向

でを体系的に整備し、広域的な連携を含めて医療体制を強化します。
ＪＡとりで総合医療センターを本市の小児救急後方待機病院と位置付け、日曜・祝日・年末年始及び毎夜間 毎夜間（１７時～翌朝９時）及び日曜・祝日・年末年始（午前９時～翌朝９時）の小児救急患者の受け入れ
の小児救急診療体制を確保する。 診療を実施する｡

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

休日・夜間の小児受診件数 想定値 1,000当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 808

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 小児が急病にかかったとき、適切な診療を受けることができる。 間接 苦情なく受診できた割合（受診件数-苦情件数）/受診件数 % 100 100

令和 2年度 小児が急病にかかったとき、適切な診療を受けることができる。 間接 苦情なく受診できた割合（受診件数-苦情件数）/受診件数 % 100

令和 3年度 小児が急病にかかったとき、適切な診療を受けることができる。 間接 苦情なく受診できた割合（受診件数-苦情件数）/受診件数 % 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

小児救急医療対策事業負担金 10,000 小児救急医療対策事業負担金 10,000 10,000 小児救急医療対策事業負担金 10,000 小児救急医療対策事業負担金 10,000

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 10,000 合　　計 10,000 10,000 合　　計 10,000 合　　計 10,000
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.08 0.08 0.08 0.08 0.08
正職員人件費 704 704 704 704 704

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,704 10,704 10,704 10,704 10,704
(11)単位費用

8.92千円／件 10.7千円／件 13.25
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

小児救急医療において市民のニーズはあるが、小児科医不足などの問題から特に休日・夜間に常時小児科医が待機する病 ●①事前確認での想定どおり
院がないことや、小児の受け入れのできる病院が少ないため、小児の二次救急受け入れが常時できる体制を整備すること ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ が必要である｡ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

休日夜間を問わずＪＡとりで総合医療センターにおいて受け入れ体制が図られた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった ・市内の二次救急医療機関では夜間及び休日に小児科の専門

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 医が常時当直している状況ではないため、小児救急患者を受
□その他 　促進された け入れる医療機関を確保する必要がある。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ・民間で市民にとって必要な医療体制を整えることができな
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された い状況であることから、安定した医師の確保をするためにも ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる ■⑥サービスの安定供給基盤が確保された 必要性が高い。 ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

休日・夜間の小児救急に対応するため受け入れ病院を確保し、市民に周知を図っ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

た。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,704 0 10,704 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.93

% 10万円 0.93 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
日曜、祝日、年末年始及び毎夜間の小児救急患者に対する受け入れ先を確保し、救急医療体制の充実を図るため、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 649 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 小児救急医療整備事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成16年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.08 人）
(1)事業概要

(当　初) 10,704 千円 (うち人件費 704 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31201 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

休日でも初期的な医療を受けられるよう、関係機関と連携して休日診療所を運営します。また、救急医療サ 日曜、祝日、年末年始及び毎夜間の小



間の急病患者の医療に適切に対処できるように、救急医療体制の充実を図る
施策目的・

(2)目的 ービスをいつでも受けられるよう、かかりつけ医などの身近な医療から高度な最先端技術を提供する医療ま 事業目的 。
展開方向

でを体系的に整備し、広域的な連携を含めて医療体制を強化します。
〇日曜、祝日、年末年始及び毎夜間の救急患者を受け入れできる救急医療（我孫子つくし野病院・我孫子東 ・夜間や休日の救急患者の受け入れを行う。
邦病院・アビコ外科整形外科病院・我孫子聖仁会病院・平和台病院・名戸ヶ谷あびこ病院）体制の確保、充 （毎夜間：午後５時から翌日午前９時まで　　日曜/祝日/年末年始：午前９時から翌日午前９時まで）
実を図る。 名戸ヶ谷あびこ病院は、病院を運営する「蛍水会」が平成２５年１月に社会医療法人に認定さ 当該年度 ・救急医療対策検討会の開催
れ、公立病院に準じた公的な役割を担う病院となった。公立病院に準じた特別交付税措置制度を活用した支 執行計画 ・災害医療対策会議の開催

(3)事業内容 内　　容 援を行う。 政策：平成３１年度は名戸ヶ谷病院における循環備蓄について協議・実施。
〇災害医療対策会議を開催し、災害時の救護活動等について、平時から関係者で協議する。大規模な災害時
、我孫子市災害時医療救護活動マニュアルに基づき我孫子医師会を中心に実施する初動医療体制の充実・強 休日・夜間受診件数 想定値 12,000当該年度
化を図るため、医薬品等を市内8か所の救護所に配備する。病院は配備した医薬品等を日常の診療で使用し 単位 件

活動結果指標 実績値 10,051、使用後補充する形で、常に応急医療救護活動用として備蓄（循環備蓄）する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 病院の診療時間外に病気にかかったとき、適切な診療を受けることができる。 間接 苦情なく受診できた割合（受診件数－苦情件数/受診件数） ％ 100 100

令和 2年度 病院の診療時間外に病気にかかったとき、適切な診療を受けることができる。 間接 苦情なく受診できた割合（受診件数－苦情件数/受診件数） ％ 100

令和 3年度 病院の診療時間外に病気にかかったとき、適切な診療を受けることができる。 間接 苦情なく受診できた割合（受診件数－苦情件数/受診件数） ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

第二次救急医療運営負担金 48,571 第二次救急医療運営負担金 48,865 48,865 第二次救急医療運営負担金 48,865 第二次救急医療運営負担金 48,865
＜昼間＞ ＜昼間＞ ＜昼間＞ ＜昼間＞
（日曜・祝日）3,939,600円 （日曜・祝日）4,116,000円 （日曜・祝日）4,116,000円 （日曜・祝日）4,116,000円
（年末年始）642,600円 （年末年始）642,600円 （年末年始）642,600円 （年末年始）642,600円
＜夜間＞ ＜夜間＞ ＜夜間＞ ＜夜間＞
（平日）42,146,600円 （平日）42,264,000円 （平日）42,264,000円 （平日）42,264,000円
（年末年始）841,800円 （年末年始）841,800円 （年末年始）841,800円 （年末年始）841,800円

実施内容 第二次救急医療調整負担金 第二次救急医療調整負担金 第二次救急医療調整負担金 第二次救急医療調整負担金
1,000,000円　　　 1,000,000円　　 1,000,000円　　 1,000,000円　　

(8)施行事項
費　　用 公的病院等に対する運営費補助金 20,000 公的病院等に対する運営費補助金 20,000 20,000 公的病院等に対する運営費補助金 20,000 公的病院等に対する運営費補助金 20,000

災害医療対策会議報償費 18 災害医療対策会議報償費 18 14 災害医療対策会議報償費 18 災害医療対策会議報償費 18

＊ 救護所用品１か所分（病院配置） ＊ 救護所医薬品等１か所分（病院配置） ＊ 救護所医薬品等５か所分（病院配置）
＊ 循環備蓄医薬品等負担金 343 ＊ 循環備蓄医薬品、循環備蓄衛生材料 727 533 ＊ 循環備蓄医薬品、循環備蓄衛生材料 3,066
＊ 消耗品：トリアージタグ 32
＊ 備品：トリアージシート 75 消耗品：トリアージタグ 31 31 ＊ 救護所用品残り５か所分
＊ 備品：循環備蓄医薬品等保管冷温庫 20 ＊ 備品：トリアージシート 75 67 ＊ 備品：トリアージシート他 875

予算(決算)額 合　　計 69,059 合　　計 69,716 69,510 合　　計 72,824 合　　計 68,883
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 69,059 69,716 69,510 72,824 68,883

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.12 0.17 0.17 0.12 0.12
正職員人件費 1,056 1,496 1,496 1,056 1,056

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 70,115 71,212 71,006 73,880 69,939
(11)単位費用

5.84千円／件 5.93千円／件 7.06
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・各病院が毎日複数の当直医（内科系・外科系等）を確保するのは困難なため、さまざまな病状の救急患者を迅速に病院 ●①事前確認での想定どおり
に搬送し、適切な治療を受けられるようにするには、市が二次救急医療の受入れ体制を整えるための支援をしていく必要 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・平時から地域の関係者が災害医療対策会議において、災害時の市の救護本部機能の強化等を検討していく必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

様々な症状の救急患者を迅速に病院に搬送し、適切な治療を受けられるように、ｼｶﾞ二次救急体制を整えることの必要性
については、当初想定したとおりである。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 日曜、祝日、年末年始及び夜間の急病患者の医療を行える体

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 制を維持するために、医師会、病院を連携し事業を実施した
□その他 　促進された 。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 災害医療対策会議では、医師会、歯科医師会、薬剤師会等の 第１１回災害医療対策会議を開催し、委嘱している委員から ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 関係者に委員を委嘱し、意見を頂いている。 意見を頂いた。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

消防、医師会、病院と連絡を密にとり、連携して円滑に実施できたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 71,212 △1,097 71,006 99.71
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△1.56

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.14

％ 10万円 0.14 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
各病院が毎日複数の当直医（内科系・外科系）を確保するのは困難なため、様々な症状の救急患者を迅速に病院に搬送し、適切な治療を受けら
れるように体制を整備することは、市民が安心して暮らすために非常に重要かつ不可欠であるため、今後も継続して推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 651 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 第二次救急医療整備事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.17 人）
(1)事業概要

(当　初) 71,212 千円 (うち人件費 1,496 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31201 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

休日でも初期的な医療を受けられるよう、関係機関と連携して休日診療所を運営します。また、救急医療サ 日曜、祝日、年末年始及び毎夜



た、育児不 保護者が安心して子育てすることによって、子どもが健やかに育つよう、産後の体調不良等で家庭における
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 育児や家事ができない産婦を支援する。
展開方向

産後ｹｱの申請があった者に対して、産後2か月未満の期間産後ケア実施施設への宿泊や通所による休養の機 3月契約締結し事業実施。
会や不安解消の支援、ママヘルパーを派遣して家事や育児等の支援を行う。 随時：母子健康手帳交付時に産婦健康診査受診票（2回分）を同時に交付。
対象者：家事や育児等を手伝う人がいない産後2か月未満の産婦と赤ちゃん 当該年度 　　　産後ｹｱ事業の希望があった方へ訪問し、ｹｱﾌﾟﾗﾝを作成し委託事業者と連絡調整を実施。
ｻｰﾋﾞｽの内容：・授乳、沐浴等育児に関する事・掃除、調理等家事に関する事・育児等の相談に関すること 執行計画 　　　出産後にｹｱﾌﾟﾗﾝ修正し委託事業所と連絡調整・新生児産婦訪問実施。

(3)事業内容 内　　容 政策：①心身のｹｱや休養を要する産婦に対し、医療機関等に宿泊または通所による、母体ｹｱや乳児ｹｱ等を実 　　　ｻｰﾋﾞｽ終了後、産後ｹｱ利用者を対象にｱﾝｹｰﾄを実施。
施する。利用期間：宿泊7日間以内、通所7回以内　自己負担額：（宿泊）3,000円/日、（通所）1,900円/回
等②産婦健康診査2回分（2週間後・1か月後）の費用を助成し、健診の結果から支援が必要な母子を産後ｹｱ 利用者数 想定値 96当該年度
事業に繋げる。 単位 人

活動結果指標 実績値 75

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 利用者が満足できるサービスを提供する 直接 利用者満足度 ％ 100 100

令和 2年度 利用者が満足できるサービスを提供する 直接 利用者満足度 ％ 100

令和 3年度 利用者が満足できるサービスを提供する 直接 利用者満足度 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

産後ケア委託料（ママヘルプ分） 3,024 産後ケア委託料（ママヘルプ分） 3,024 1,701 産後ケア委託料（ママヘルプ分） 3,024 産後ケア委託料（ママヘルプ分） 3,024
通信運搬費（ママヘルプ分） 7 通信運搬費（ママヘルプ分） 7 5 通信運搬費（ママヘルプ分） 7 通信運搬費（ママヘルプ分） 7
消耗品費 4 消耗品費 3 3 消耗品費 3 消耗品費 3

＊ 産後ケア委託料（ｼｮｰﾄ・ﾃﾞｲ分） 8,454 産後ケア委託料（ｼｮｰﾄ・ﾃﾞｲ分） 10,797 4,619 産後ケア委託料（ｼｮｰﾄ・ﾃﾞｲ分） 10,797 産後ケア委託料（ｼｮｰﾄ・ﾃﾞｲ分） 10,797
＊ 通信運搬費（ｼｮｰﾄ・ﾃﾞｲ分） 6 通信運搬費（ｼｮｰﾄ・ﾃﾞｲ分） 6 4 通信運搬費（ｼｮｰﾄ・ﾃﾞｲ分） 6 通信運搬費（ｼｮｰﾄ・ﾃﾞｲ分） 6

2・3号嘱託職員報酬等0.2人 700 2・3号嘱託職員報酬等0.2人 600 600 2・3号嘱託職員報酬等0.2人 600 2・3号嘱託職員報酬等0.2人 600
＊ 印刷製本費（産後健診受診票） 63 印刷製本費（産後健診受診票） 59 59 印刷製本費（産後健診受診票） 59 印刷製本費（産後健診受診票） 59

実施内容 ＊ 産婦健診委託料 5,500 産婦健診委託料 6,100 5,205 産婦健診委託料 6,100 産婦健診委託料 6,100
＊ 産婦健診助成金里帰者契約外 350 産婦健診助成金里帰者契約外 295 295 産婦健診助成金里帰者契約外 250 産婦健診助成金里帰者契約外 250

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 18,108 合　　計 20,891 12,491 合　　計 20,846 合　　計 20,846
国庫支出金 補助率 50 ％ 7,151 補助率 50 ％ 8,577 8,578 補助率 50 ％ 8,577 補助率 0 ％ 8,577
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 10,525 11,882 3,913 11,837 11,837

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 432 □特会 ■受益 □基金 □その他 432 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 432 □特会 ■受益 □基金 □その他 432
換算人数(人) 0.51 0.51 0.51 0.48 0.48
正職員人件費 4,488 4,488 4,488 4,224 4,224

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 700 600 600 600 600
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 22,596 25,379 16,979 25,070 25,070
(11)単位費用

235.38千円／人 264.36千円／人 226.39
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

核家族化により身近な育児協力者が不在であったり、様々な事情により里帰り等による育児協力を得られない家庭が増え ●①事前確認での想定どおり
ている。産後１か月ほどの間（産褥期）は、母体の回復のため十分な休養が必要である。一方、栄養・排泄・保温などに ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ おいて未自立な新生児は、細やかな保育を必要としており、このような時期を順調に過ごす事が、その後の安心した子育 ○要
   背景は？(事業の必要性) てに必要である。市は安心して子育てができる環境を支援するために、産褥期に産婦が家事や育児等の支援を必要として ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

いる場合、ヘルパーの派遣や産後ケアを実施することで育児負担や不安の軽減を図る必要がある。また、育児不安の軽減 家族等から十分な家事・育児等の援助が受けられず、育児支援を必要とする母子に対し、心身のケア・育児のサポートを
や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化する必要がある。 目的に産後ケア実施施設への宿泊や通所の提供、ヘルパー派遣を行い育児負担の軽減を図ることができた。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 保健師の訪問により、妊産婦の状況を把握し、産後の心身の

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ケア及び育児支援が必要な方へ、積極的に育児に取り組める
□その他 　促進された よう情報提供・支援を行うことができた。地域で安心して子

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した どもを産み育てる環境を整えるためにも、事業の必要性が高
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された い。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

研修等でママヘルパーの資質向上を図ったことやサービス利用期間中も対象者へ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 98.6 98.6

の状況確認を行い、個々の状況に応じた支援を実施したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 25,379 △2,783 16,979 66.9
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

昨年度と比較し産後ケアの利用人数が減少したため。

△12.32

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 昨年度と比較し産後ケアの利用人数が減少したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.39

％ 10万円 0.58 148.72

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
核家族化、地域のつながりが希薄になっており、出産・育児をする家族の不安や負担が増えている中で、今後も地域で安心して産み育てられる
体制づくりが必要であるため、今後も継続して推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 652 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 産後ケア事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 9 人 (換算人数 0.51 人）
(1)事業概要

(当　初) 25,334 千円 (うち人件費 4,488 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 25,379 千円 (うち人件費 4,488 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ●有 ○無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実します。ま



、その蔓延を防止、またこれを撲滅することにより、公衆衛生の向上及び公共の福祉
施策目的・

(2)目的 期接種の接種率の向上を図ります。また、任意接種についても、市民の費用負担の軽減を図るなど接種しや 事業目的 の増進を図る。
展開方向

すい体制を整備します。
・毎年４月に、市内獣医師とともに市内を巡回し狂犬病予防注射（集合注射）を実施。また、市内各獣医師 ＜集合注射＞４月市内公園で実施　＜例月＞保健所への事業実績報告。市内各獣医師との委託契約に基づく
と委託契約を締結して、鑑札及び注射済票の交付が各動物病院で行えるようになっており、市民の利便性を 手数料納付依頼および委託料支払い。新規・継続報告書による登録システム入力作業。犬の転出・転入に係
図っている。 当該年度 る通知処理。犬の苦情処理など。８月下旬頃未接種勧奨。８月下旬頃、次年度鑑札・注射済票製作発注。１
・各獣医師からの報告に基づき、新規登録及び継続の電算入力。毎月の事業実績を松戸保健所へ報告。 執行計画 月下旬までに次年度集合注射の日程・場所の確定。３月１日までに次年度鑑札・注射済票を各獣医師に配布

(3)事業内容 内　　容 ・犬を登録していない飼い主、また狂犬病予防注射を接種していない飼い主への指導・啓発。犬の転出・転 。３月中旬に委託契約準備。３月中に集合注射のお知らせを送付。　
入に係る通知を行う。

登録犬数 想定値 6,300当該年度
単位 頭

活動結果指標 実績値 6,061

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 狂犬病予防接種を実施し、公衆衛生の向上を図る。 直接 狂犬病予防接種率 ％ 80.2 82

令和 2年度 狂犬病予防接種を実施し、公衆衛生の向上を図る。 直接 狂犬病予防接種率 ％ 83

令和 3年度 狂犬病予防接種を実施し、公衆衛生の向上を図る。 直接 狂犬病予防接種率 ％ 84

狂犬病予防接種の重要性をＰＲし、接種率の向上を図る。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費 253 消耗品費 286 286 消耗品費 265 消耗品費 286
印刷製本費 90 印刷製本費 50 50 印刷製本費 50 印刷製本費 50
通信運搬費 454 通信運搬費 448 387 通信運搬費 448 通信運搬費 448
畜犬登録促進指導委託料 114 畜犬登録促進指導委託料 90 68 畜犬登録促進指導委託料 90 畜犬登録促進指導委託料 90
畜犬管理システム保守点検委託料 130 畜犬管理システム保守点検委託料 131 131 畜犬管理システム保守点検委託料 131 畜犬管理システム保守点検委託料 131
畜犬登録・予防接種案内通知作成委託 389 畜犬管理システム改元対応委託料 303 303 畜犬登録・予防接種案内通知作成委託 396 畜犬登録・予防接種案内通知作成委託 396
2・3号嘱託職員報酬等0.31人 800 畜犬システム仮想サーバー環境構築 352 352 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 1,540 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 1,540

実施内容 臨時職員賃金 67 畜犬登録・予防接種案内通知作成委託 396 285 臨時職員賃金 67 臨時職員賃金 67
畜犬用備品購入費 57 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 1,540 1,540

(8)施行事項
費　　用 臨時職員賃金 67 60

予算(決算)額 合　　計 2,354 合　　計 3,663 3,462 合　　計 2,987 合　　計 3,008
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 △1,646 △137 △318 △813 △792

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 4,000 □特会 ■受益 □基金 □その他 3,800 3,780 □特会 ■受益 □基金 □その他 3,800 □特会 ■受益 □基金 □その他 3,800
換算人数(人) 0.75 0.75 0.75 0.18 0.18
正職員人件費 6,600 6,600 6,600 1,584 1,584

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 800 1,540 1,540 1,540 1,540
臨時職員賃金額 67 67 60 67 67

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,954 10,263 10,062 4,571 4,592
(11)単位費用

1.4千円／頭 1.63千円／頭 1.66
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

狂犬病はいったん発症すると致死率１００％という危険な病気であり、近年のペットブームによる動物の不法輸入が懸念 ●①事前確認での想定どおり
されている。日本国内では登録犬に対する予防注射接種率は毎年７～８割が接種しているが、厚労省が推測する実際の犬 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ の飼育頭数から見ると接種率は５０％弱との試算が出ている。市での２９年度末の接種率は７９．７％であるが、ＷＨＯ ○要
   背景は？(事業の必要性) の報告により、狂犬病の蔓延を防止するには７から８割の接種率を必要としていることから、毎年現在の接種率以上の水 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

準を維持し、さらに市内各獣医師にも協力を得ながら、未登録犬の登録促進指導および狂犬病予防注射の毎年接種の指導 獣医師の協力を得て、市が主導となり未登録犬の登録促進事業や年一回の狂犬病予防注射の指導を行うことにより、狂犬
を行っていく必要がある。 病の蔓延を予防するのに必要な８割以上の接種率を達成することができたため。
●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった ４月に獣医師と市内を巡回し、狂犬病予防集合注射を実施。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 また、市内の各獣医師と委託契約を締結して、鑑札及び注射
□その他 　促進された 済票の交付を各動物病院で受けられるようにしている。狂犬

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 病はいったん発症すると致死率１００％という危険な病気で
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された あるため、市が主導で保健所や市内獣医師と連携しながら接 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された 種率を高める必要がある。 ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
80.2 82 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

未接種勧奨通知等の啓発を行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 80.2 97.8
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,263 △1,309 10,062 98.04
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

正職員人件費の見直しによる。 -

△14.62

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.8

％ 10万円 0.8 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
狂犬病の発生を予防するため、市民に予防注射の必要性を啓発し、接種率の向上を目指しながら今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 655 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 狂犬病予防接種事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.75 人）
(1)事業概要

(当　初) 10,261 千円 (うち人件費 6,600 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 10,263 千円 (うち人件費 6,600 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31102 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

感染症の罹患と重篤化を予防するため、予防接種についての十分な情報提供を行い、予防接種法に基づく定 狂犬病の発生を予防し



な市民が増えることにより、市民の心身の健康の増進に寄与することを目的とする。
施策目的・

(2)目的 まざまな情報の提供や、気軽に相談できる体制の充実を図るとともに、健康づくりの機会として体験型事業 事業目的
展開方向

を実施し、健康づくりに対する理解や意識の向上に努めます。
市民の健康づくりを目的に、歩くことから積極的な健康づくりを推進するため、手賀沼周囲のウォーキング ・定期的に実行委員会開催。
イベントを実行委員会形式により開催する。　 ・11月9日に手賀沼ふれあいウォークを開催。
　日時：11月9日（土）実施予定 当該年度
　会場：手賀沼親水広場 執行計画

(3)事業内容 内　　容

参加人数 想定値 400当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 326

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ふれあいウオークに参加する市民が、コースを歩きながら健康づくりについて考え、歩くことが習慣化することで健康づくりが 直接 参加人数 人 326 400
推進される。

令和 2年度 ふれあいウオークに参加する市民が、コースを歩きながら健康づくりについて考え、歩くことが習慣化することで健康づくりが 直接 参加人数 人 410
推進される。

令和 3年度 ふれあいウオークに参加する市民が、コースを歩きながら健康づくりについて考え、歩くことが習慣化することで健康づくりが 直接 参加人数 人 420
推進される。
国保特別会計の歳入としての保険者努力支援制度による指標は毎年見直しがあるため、不確定要素がある。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

実行委員会負担金 563 実行委員会負担金 569 569 実行委員会負担金 569 実行委員会負担金 569
戻入分 △80
＊国保特別会計に保険者努力支援制度 ＊国保特別会計に保険者努力支援制度 ＊国保特別会計に保険者努力支援制度
　による歳入あり 　による歳入あり 　による歳入あり

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 563 合　　計 569 489 合　　計 569 合　　計 569
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 563 569 489 569 569

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.13 0.13 0.13 0.13 0.13
正職員人件費 1,144 1,144 1,144 1,144 1,144

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,707 1,713 1,633 1,713 1,713
(11)単位費用

4.27千円／人 4.28千円／人 5.01
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・「第２次心も身体も健康プラン」において、健康寿命を延ばすための取り組みとして、普段から健康増進に努め、病気 ●①事前確認での想定どおり
の原因となる危険因子を予防・改善する“一次予防”を最も重要な取り組みとして位置づけている。そのため、ウオーキ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ングをすることで生活習慣病を予防し、健康づくりの推進につながっていくことをより多くの市民に啓発を図りながら推 ○要
   背景は？(事業の必要性) 進していく必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ウオーキングをすることで生活習慣病を予防し、健康づくりの推進に繋がっていくことを多くの市民に啓発することがで
きたため、事業実施の必要性は高い。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 実行委員会において市民と協力し、ウオーキング大会を実施

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 することは、啓発としての効果がある。また、第２次心も体
□その他 　促進された も健康プランの「身体活動・運動」分野を推進する上で意義

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した があるため、市が先導役となり実施する必要がある。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 運営には市民活動団体である千葉県ウオーキング協会の会員 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り や、我孫子を中心に活動している北総歩こう会など、ウオー ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り キングに関連する団体からも多くのスタッフが参加している ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 。市の行動主導型ではなく、多くの市民団体により準備・運 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 営を行っている。 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 手賀沼周辺を歩くコースを設定している。 手賀沼周辺の自然を意識して歩いてもらえるよう、コースを ●①想定どおり
□②生き物と共存している 設定し、消費カロリーを記載したウオーキングマップを配布 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している した。

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
326 400 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

昨年度に比べ、チラシを配布する地域が狭まったことや、ホームページ等でのイ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 326 81.5

ベント告知が遅れたことが原因と考えられる。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,713 △6 1,633 95.33
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.35

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 今年度より本市単独実施となったことに伴い、市外の方

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 へのイベント周知の機会が乏しかったため、参加者が伸

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 23.35 び悩んだことが原因と考えられる。

人 10万円 19.96 85.48

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
関係団体や民間企業との連携をより深め、効率的・効果的に事業を行えるよう引き続き推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1591 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 手賀沼ふれあいウオーク 位置づけ

③事業主体 ○市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.13 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,713 千円 (うち人件費 1,144 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31103 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民一人ひとりが自らの健康状態を知り、自主的に健康づくりができるよう、生活習慣を改善するためのさ 歩くことが好き



め、市民に対し、健康相談、保健指導および健康診査その他、地域保健に関する必要
施策目的・

(2)目的 ービスをいつでも受けられるよう、かかりつけ医などの身近な医療から高度な最先端技術を提供する医療ま 事業目的 な事業を行うことを目的に保健センターを開設する。
展開方向

でを体系的に整備し、広域的な連携を含めて医療体制を強化します。
〇保健センターを土・日・祝日及び年末年始以外の平日８時３０分から１７時まで開所し、市民に対し、健 〇土・日・祝日、年末年始を除き保健センターを開所し、市民に対し、電話を含めた健康相談、保健指導お
康相談、保健指導および健康診査その他、地域保健に関する必要な事業を実施するために保健センターの適 よび健康診査その他、地域保健に関する必要な事業を行う。
切な管理運営を行う。 当該年度 公共料金支払い、蛍光灯・トイレ等施設維持管理消耗品の管理、ごみ処理、通信（ＦＡＸ）料支払い、複写
〇平成３１年に、保健センターは築３６年、休日診療所も築１９年を経過する。 執行計画 機等リース管理、職員研修、公用車車検　経常的な施設修繕等

(3)事業内容 内　　容 今後、施設利用者が安全で安心して施設利用ができるとともに我孫子市公共施設等総合管理計画に基づいた
建築物の耐用年数まで使用できるようにするため、予防保全の維持管理を前提に修繕を行うなど計画的、効
果的に建築物の維持保全を行う。 適切に開所された保健センターの日数 想定値 275当該年度
緊急度合に応じて電気・空調・衛生・建築・消防に対する修繕を実施する。 単位 日

活動結果指標 実績値 275

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 適切な運営を行い、土・日・祝日及び年末年始以外の平日に保健センターを円滑に開所する。 直接 適切に開所された日数 日 275 275

令和 2年度 適切な運営を行い、土日祝日及び年末年始以外の平日に保健センターを円滑に開所する。 直接 適切に開所された日数 日 275

令和 3年度 適切な運営を行い、土日祝日及び年末年始以外の平日に保健センターを円滑に開所する。 直接 適切に開所された日数 日 275

施設老朽化等による予防的修繕を適切に実施し、施設の長寿命化を図っていく。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費（施設維持） 91 消耗品費（施設維持） 135 135 消耗品費（施設維持） 80 消耗品費（施設維持） 80
光熱水費 2,918 光熱水費 3,002 2,636 光熱水費 3,002 光熱水費 3,002
草刈・樹木剪定委託 31 草刈・樹木剪定委託 35 35 草刈・樹木剪定委託 35 草刈・樹木剪定委託 35
施設修繕料468+ﾄｲﾚ設備設置工事151 619 施設修繕料 444 412 施設修繕料 500 施設修繕料 500
消耗品費（施設運営事務） 142 消耗品費（施設運営事務） 144 144 消耗品費（施設運営事務） 144 消耗品費（施設運営事務） 144
ＦＡＸ通信料 59 ＦＡＸ通信料 59 52 ＦＡＸ通信料 59 ＦＡＸ通信料 59
医薬材料 6 医薬材料 9 1 医薬材料 9 医薬材料 9

実施内容 事務機器リース料、複写機チャージ料 1,364 事務機器リース料、複写機チャージ料 1,281 1,281 事務機器リース料、複写機チャージ料 1,265 事務機器リース料、複写機チャージ料 1,265
ＮＨＫ受信料 22 ＮＨＫ受信料 23 22 ＮＨＫ受信料 23 ＮＨＫ受信料 23

(8)施行事項
費　　用 日本栄養士会負担金等 149 市町村保健活動連絡協議会負担金等 101 94 市町村保健活動連絡協議会負担金等 101 市町村保健活動連絡協議会負担金等 101

その他保険料（日々雇用者傷害等） 356 その他保険料（日々雇用者傷害等） 355 334 その他保険料（日々雇用者傷害等） 355 その他保険料（日々雇用者傷害等） 355
旅費等・研修負担金 435 旅費等・研修負担金 1,022 709 旅費等・研修負担金 435 旅費等・研修負担金 1,022
消耗品費（指導衛生等） 163 消耗品費（指導衛生等） 153 136 消耗品費（指導衛生等） 153 消耗品費（指導衛生等） 153
委託料（センターご案内）債務負担 909 委託料（センターご案内）うち流用22 933 932 委託料（センターご案内） 911 委託料（センターご案内） 911
車検等手数料・損保・重量 307 車検等手数料・損保・重量 257 244 車検等手数料・損保・重量 257 車検等手数料・損保・重量 257
修繕料（車検、医療機器） 399 修繕料（車検、医療機器）うち流用-16 360 326 修繕料（車検、医療機器） 376 修繕料（車検、医療機器） 376
清掃及び施錠管理業務委託料 5,877 清掃及び施錠管理業務委託料 6,386 6,145 清掃及び施錠管理業務委託料 6,386 清掃及び施錠管理業務委託料 6,386
臨時職員賃金等 125 臨時職員賃金等 132 120 臨時職員賃金等 130 臨時職員賃金等 130

＊ 受変電設備更新工事 19,592 備品購入 26 24 備品購入 26 備品購入 26
＊ 受変電設備更新に伴うPCB処理委託料 120 女子トイレ改修工事費　うち流用555 555 545

予算(決算)額 合　　計 33,684 合　　計 15,412 14,327 合　　計 14,247 合　　計 14,834
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 75 ％ 14,600 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 14,584 15,412 14,327 14,247 14,834

その他の財源 □特会 □受益 ■基金 □その他 4,500 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.31 0.31 0.31 0.31 0.31
正職員人件費 2,728 2,728 2,728 2,728 2,728

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 125 130 120 130 130

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 36,412 18,140 17,055 16,975 17,562
(11)単位費用

132.41千円／日 65.96千円／日 62.02
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地域保健法第１８条を根拠に市が設置できる施設で、市民に対し、健康相談、保健指導及び健康診査その他地域保健に関 ●①事前確認での想定どおり
する事業を行う必要があるため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地域保健法第１８条を根拠に市が設営できる施設であり、市民に対し、健康相談、保健指導及び健康診査、その他地域保
健に関する事業を行う必要がある状況に変わりはない。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 地域保健法第１８条を根拠に市が設営できる施設であり、市

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 でなければ実行できない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(日) 目標値(b)(日) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(日) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
275 275 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

保健センターの開所すべき日は、すべて市民に不利益がないように注意し、支障
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 275 100

なく開所できた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 18,140 18,272 17,055 94.02
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

50.18

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.52

日 10万円 1.61 94.41

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
保健センターは、市民に対して必要な保健サービスの提供を行うために必要不可欠な施設であるため、修繕を定期的に行いながら市民が安心安
全に保健センターを利用できるように運営していくため、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1664 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 保健センターの運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.31 人）
(1)事業概要

(当　初) 17,561 千円 (うち人件費 2,728 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 18,140 千円 (うち人件費 2,728 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31201 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

休日でも初期的な医療を受けられるよう、関係機関と連携して休日診療所を運営します。また、救急医療サ 健康づくりの推進のた



継続して行うとともに、 平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故に
施策目的・

(2)目的 路上喫煙、犬の糞害に対する指導、不法投棄と野焼きに対する監視や戸別指導を実施して、公害や生活環境 事業目的 起因する放射性物質による健康への影響を心配する市民に対し、医療機関等での検査の受診を促し，もって
展開方向

の悪化を防止します。また、ＰＭ２．５や放射性物質などの新たな環境問題については、国、県、近隣自治 市民の健康への影響に対する不安及び経済的負担の軽減を図る。
〇ホールボディカウンタ測定費用助成　内部被ばくの状況を把握するため、測定機関においてホールボディ 〇ホールボディカウンタ測定費用・甲状腺検査費助成
カウンタ測定費用に対する助成 ・助成金の申請受付。申請受付後、随時助成金の交付決定後、助成を行う。
対象被測定者　妊婦、平成6年4月2日以降に生まれた者。助成金額は測定費用の1/2とし、1人につき3,000円 当該年度 ・ホールボディカウンタ測定については、測定前に事前申出が必要。
を限度とする。生活保護世帯等の場合、助成金額は測定費用の全額とし、6,000円を限度とする。 執行計画 ・測定・検査実施者にアンケートを実施。

(3)事業内容 内　　容 〇甲状腺検査費用助成　市内医療機関において甲状腺超音波検査と血液検査を同時に実施後、医師からの説
明を実施する。対象者は、平成4年4月2日～平成23年4月1日生まれの者で、事故日及び検査日において市内
に住所を有する者とする。ただし、自覚症状のある者や医療に罹っている者は除く。１人につき5,000円を ホールボディカウンタ測定・甲状腺検査助成件数 想定値 5当該年度
限度に助成する。 単位 件

活動結果指標 実績値 4

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 健康への影響に対する市民の不安の軽減を図ること 直接 健康への影響に対する不安の軽減ができた者の割合 % 0 80

令和 2年度 健康への影響に対する市民の不安の軽減を図ること 直接 健康への影響に対する不安の軽減ができた者の割合 % 80

令和 3年度 健康への影響に対する市民の不安の軽減を図ること 直接 健康への影響に対する不安の軽減ができた者の割合 % 80

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

ホールボディカウンタ測定及び ホールボディカウンタ測定及び ホールボディカウンタ測定及び ホールボディカウンタ測定及び
甲状腺検査費用助成金 甲状腺検査費用助成金 甲状腺検査費用助成金 甲状腺検査費用助成金

＊ （3,000円×3人+5,000円×5人） 34 ＊ （3,000円×2人+5,000円×3人）(うち予 23 18 ＊ （3,000円×2人+5,000円×3人） 21 ＊ （3,000円×2人+5,000円×3人） 21

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 34 合　　計 23 18 合　　計 21 合　　計 21
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 34 23 18 21 21

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.16 0.16 0.16 0.16 0.16
正職員人件費 1,408 1,408 1,408 1,408 1,408

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,442 1,431 1,426 1,429 1,429
(11)単位費用

180.25千円／件 286.2千円／件 356.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う福島第一原子力発電所の事故による各種放射能対策を実施して ●①事前確認での想定どおり
きたが、子どもの将来に対する保護者の不安は消し去ることはできていない。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ このため、医療機関等によるホールボディカウンタ測定や甲状腺検査の助成事業を実施し、子どもや保護者の不安の軽減 ○要
   背景は？(事業の必要性) を図る。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

子どもの健康を守り保護者の不安を軽減するため、助成事業は必要であった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 子どもの健康を守り保護者の不安を軽減するため、助成事業

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 を実施した。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 80 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

測定項目以外の測定を希望されたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 75 93.75
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,431 11 1,426 99.65
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.76

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5.59

% 10万円 5.26 94.1

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
子どもの健康を守り保護者の負担を軽減するため、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1961 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 ホールボディカウンタ測定及び甲状腺検査費用助成事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.16 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,429 千円 (うち人件費 1,408 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 1,431 千円 (うち人件費 1,408 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 12201 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

良好な生活環境を維持するため、定期的な環境調査や事業所などへの監視・指導を



専用水道等の布設及び管理を適正に行い、衛生的な水が利用されることで、公衆衛生の向上及び生活環境の
施策目的・

(2)目的 の耐震化などの整備を進めます。また、災害時等における応急給水体制を強化するとともに、環境に配慮し 事業目的 改善に寄与する。
展開方向

、水道システムの効率化を進め、エネルギーの省力化を図ります。
　水道法に基づく専用水道、簡易専用水道、我孫子市小規模水道条例に基づく小規模水道（小規模専用水道 ・専用水道施設の立ち入り検査（年間）
、小規模簡易専用水道）の設置者に対し、施設の布設工事や維持管理などについて、飲料水の安全が確保さ ・専用水道布設に係る申請、審査、許可等事務
れるよう指導する。 当該年度 ・簡易専用水道の現況調査

執行計画 ・小規模水道の現況調査
(3)事業内容 内　　容 ・井戸水利用者への衛生管理の啓発

専用水道の立入検査数 想定値 16当該年度
単位 施設

活動結果指標 実績値 16

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 衛生管理が水道法等法令の基準を満たしていない専用水道施設がなくなることで安心安全な水の供給が図られ市民の健康に寄与 間接 基準を満たしている専用水道施設の割合 % 100 100
する。

令和 2年度 衛生管理が水道法等法令の基準を満たしていない専用水道施設がなくなることで安心安全な水の供給が図られ市民の健康に寄与 間接 基準を満たしている専用水道施設の割合 % 100
する。

令和 3年度 衛生管理が水道法等法令の基準を満たしていない専用水道施設がなくなることで安心安全な水の供給が図られ市民の健康に寄与 間接 基準を満たしている専用水道施設の割合 % 100
する。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費 8 消耗品費 8 8 消耗品費 8 消耗品費 8
医薬材料費（検査試薬） 0 医薬材料費（検査試薬） 0 0 医薬材料費（検査試薬） 0 医薬材料費（検査試薬） 3
通信運搬費（現況調査等連絡） 26 通信運搬費（現況調査等連絡） 22 22 通信運搬費（現況調査等連絡） 22 通信運搬費（現況調査等連絡） 22

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 34 合　　計 30 30 合　　計 30 合　　計 33
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 34 30 30 30 33

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.55 0.55 0.55 0.55 0.55
正職員人件費 4,840 4,840 4,840 4,840 4,840

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,874 4,870 4,870 4,870 4,873
(11)単位費用

304.63千円／施設 304.38千円／施設 304.38
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

　第二次一括法の施行により水道法の一部改正が行われ専用水道及び簡易専用水道に係る権限の全てが平成２５年４月１ ●①事前確認での想定どおり
日から市に移譲され、併せて千葉県小規模水道条例で管理していた小規模水道についても市が行なった。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 　県営水道や市町村営水道と同様に衛生的で安全な水が専用水道等施設により供給されなければならないことは、必須で ○要
   背景は？(事業の必要性) あり、これまで県が行ってきたこれらの指導権限を市が引継ぎ、これまでと同様に衛生的な水の供給がされるよう管理が ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

維持されていくことが必要である。 県営水道や市町村営水道と同様に衛生的で安全な水が専用水道等施設により供給されなければならないことは、必須であ
り、これまで県が行ってきたこれらの指導権限を市が引継ぎ、実施する必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった ・市内既存専用水道施設の立入検査の実施

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ・新規専用水道の申請事務の実施
□その他 　促進された ・市内簡易専用水道及び小規模専用水道施設の管理

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 県営水道や市町村営水道と同様に衛生的で完全な水が専用水
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ ■⑤サービス水準が確保された 道等施設により供給されなければならないために必要である ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された 。 ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の  
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

積極的な管理指導の徹底により、目標を達成することができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,870 4 4,870 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.08

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.05

% 10万円 2.05 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
水道法に基づく専用水道、簡易専用水道、我孫子市小規模水道条例に基づく小規模水道（小規模専用水道、小規模簡易専用水道）の設置者に対
し、施設の布設工事や維持管理などについて、飲料水の安全が確保されるように指導することは重要であり、今後も継続して指導を行い推進し
ていく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1994 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 専用水道・簡易専用水道・小規模水道の管理等指導事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成25年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.55 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,870 千円 (うち人件費 4,840 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 62301 重点３ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安全な水を安定的に供給するため、水質管理の充実や高度処理施設の効率的な運用、水源の安定確保や施設



る特定不妊治療の費用の一部を助成することにより、不妊に悩む夫
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 婦の経済的負担の軽減を図ることを目的とする。
展開方向

千葉県特定不妊治療費助成事業実施要綱（平成１６年１２月１日児第９３４号）による助成の決定を受けて ・随時、特定不妊治療費助成の申請受付後、随時助成金の交付決定し、助成を行う。
いる者に対し、１回の治療につき５０，０００円を上限に助成する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

利用者延べ人数 想定値 115当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 116

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 特定不妊治療における経済的負担の軽減 直接 特定不妊治療費助成件数 件 108 115

令和 2年度 特定不妊治療における経済的負担の軽減 直接 特定不妊治療費助成件数 件 115

令和 3年度 特定不妊治療における経済的負担の軽減 直接 特定不妊治療費助成件数 件 115

次期実施計画で再検討：平成28年1月20日から県助成事業の対象として、男性の特定不妊治療費が拡大された。今後県と同じ助
(7)事業実施上の課題と対応 成対象とすることで、不妊に悩む夫婦の経済的負担の軽減が図れるようにする。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

特定不妊治療費助成金 6,000 特定不妊治療費助成金 5,750 5,609 特定不妊治療費助成金 5,750 特定不妊治療費助成金 5,750
通信運搬費 15 通信運搬費 11 8 通信運搬費 11 通信運搬費 11
消耗品費 2 消耗品費 2 2 消耗品費 2 消耗品費 2
嘱託職員報酬等　0.15人 400 嘱託職員報酬等　0.15人 400 400 嘱託職員報酬等　0.15人 400 嘱託職員報酬等　0.15人 400

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 6,417 合　　計 6,163 6,019 合　　計 6,163 合　　計 6,163
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,417 6,163 6,019 6,163 6,163

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 880 880 880 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 400 400 400 400 400
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,297 7,043 6,899 7,043 7,043
(11)単位費用

55.7千円／人 61.24千円／人 59.47
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

特定不妊治療は身体的、精神的負担も大きい上に、医療保険の対象外で高額な治療費を要するため、不妊に悩みながらも ●①事前確認での想定どおり
経済的理由から十分な治療を受けることができず、子どもを持つことを諦めざるを得ないことがあり、経済的負担の軽減 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ を図ることで、不妊に悩む夫婦を支援することは重要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

高額の医療費がかかる特定不妊治療の助成を行うことにより経済的（精神的）負担の軽減を図ることができたため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が助成を行うことにより、対象者の経済的（精神的）負担

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 の軽減を図ることができたため、事業の必要性が高い。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
108 115 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市民への周知が図られたため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 116 100.87
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,043 254 6,899 97.96
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

3.48

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.63

件 10万円 1.68 103.07

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は少子化対策につながるものであり、必要不可欠な事業であるため、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1999 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 特定不妊治療費の助成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成25年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,043 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実します。また、育児不 医療保険の対象外で高額な治療費を要す



慣を改善するためのさ 市民の健康寿命の延伸のため、また、医療保険者として、増大する医療費・介護保険給付費を削減するため
施策目的・

(2)目的 まざまな情報の提供や、気軽に相談できる体制の充実を図るとともに、健康づくりの機会として体験型事業 事業目的 、認知症及び脳血管疾患の早期発見・早期治療を行う。
展開方向

を実施し、健康づくりに対する理解や意識の向上に努めます。
脳ドックを実施することにより、脳血管疾患の早期発見・早期治療を行う。 ・広報あびこ、ホームページ等掲載周知
対象者：40歳以上で年度年齢が5の倍数の者（5歳刻み） ・4月～3月に脳ドック事業を通年で実施。
自己負担額：検診費用から10,000円を差し引いた金額 当該年度 ・対象者が医療機関窓口で検診自己負担費用から10,000円（上限）を差し引いた額を支払い、委託医療機関
受診回数：対象年度に１回 執行計画 が毎翌月、市に受診者一人あたり10,000円（上限）を請求。

(3)事業内容 内　　容 検査項目：MRI及びMRA
受診期間：毎年4月1日～翌年3月31日
検診医療機関：契約医療機関（市内4病院） 受診者数 想定値 900当該年度
※平成27年10月から医療機関都合により契約医療機関が5病院から4病院となっている。 単位 人

活動結果指標 実績値 842

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 より多くの対象者が脳ドックを受診する 直接 受診者数（現状値は平成29年対象者であり、受診した数） 人 836 900

令和 2年度 より多くの対象者が脳ドックを受診する 直接 受診者数 人 900

令和 3年度 より多くの対象者が脳ドックを受診する 直接 受診者数 人 900

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

脳ドック検診委託料10,000円*900人 9,000 脳ドック検診委託料10,000円*900人 9,000 8,415 脳ドック検診委託料10,000円*900人 9,000 脳ドック検診委託料10,000円*900人 9,000
消耗品 11 消耗品 11 11 消耗品 10 消耗品 10
嘱託職員報酬等　0.15人 400 嘱託職員報酬等　0.15人 400 400 嘱託職員報酬等　0.15人 400 嘱託職員報酬等　0.15人 400

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 9,411 合　　計 9,411 8,826 合　　計 9,410 合　　計 9,410
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 9,411 9,411 8,826 9,410 9,410

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.18 0.18 0.18 0.18 0.18
正職員人件費 1,584 1,584 1,584 1,584 1,584

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 400 400 400 400 400
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,995 10,995 10,410 10,994 10,994
(11)単位費用

12.22千円／人 12.22千円／人 12.36
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子市では、要介護者の主な原因疾患の24％が認知症、16％が脳血管疾患である（平成24年8月31日調査）。認知症も ●①事前確認での想定どおり
脳血管疾患も、他の疾患に比べて介護度が高い傾向にある。市民の健康寿命の延伸のため、また、医療保険者として、増 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 大する医療費・介護保険給付費を削減するために、認知症及び脳血管疾患の早期発見・早期治療のための事業が必要とさ ○要
   背景は？(事業の必要性) れている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

要介護者の原因の多くを占める脳血管疾患の早期発見・早期治療により重症化を予防することは重要であり、事業の必要
性は高い。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 約30％の受診者が経過観察・要治療・要精密検査の判定とな

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 っており、疾病の早期発見に効果が見られている。これらの
□その他 　促進された 受診者が早期に治療を開始することで、将来の医療費・介護

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 費の抑制に効果が期待できるため、市が主導し実施する必要
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 性がある ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
836 900 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

チラシの配布、広報や該当年齢の特定長寿受診券への記事掲載により市民に周知
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 842 93.56

したため
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,995 0 10,410 94.68
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

なし

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 8.19

人 10万円 8.09 98.78

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今後も継続して対象者への周知を行い、多くの市民に受診してもらうとともに、要治療・要精密検査の判定であった方への医療受診勧奨を行い
、早期治療と医療費・介護費抑制につなげていけるよう、引き続き現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2001 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 我孫子市脳ドック事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成25年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.18 人）
(1)事業概要

(当　初) 10,994 千円 (うち人件費 1,584 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 10,995 千円 (うち人件費 1,584 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31103 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民一人ひとりが自らの健康状態を知り、自主的に健康づくりができるよう、生活習



不 歯と口腔の健康づくりを推進するため、フッ素洗口事業を実施することにより、幼児のむし歯を予防し健や
施策目的・

(2)目的 安の軽減や育児の孤立化を防ぐため、育児に関する相談体制を強化します。 事業目的 かな成長を促すとともに、歯科保健に対する意識の向上を図ることを目的とする。
展開方向

保育園、幼稚園、こども園で（一社）我孫子市歯科医師会と協力し、フッ素洗口を実施する。 ４月：園への希望調査、保護者への説明・希望調査
対象者：市内の保育園・幼稚園・こども園で、フッ素洗口事業の実施を希望する保育園・幼稚園・こども園 ５月：園児による実施前の洗口の練習し、随時週５回実施
に在籍する４歳から５歳児であって保護者の希望がある者とする。 当該年度
実施方法：各園で、担当歯科医師より処方されたフッ化ナトリウムを使用し、週５回法で実施する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

実施実人数 想定値 460当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 433

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 より多くの対象者が希望する 直接 実施者数（希望者数） 人 423 460

令和 2年度 より多くの対象者が希望する 直接 実施者数（希望者数） 人 475

令和 3年度 より多くの対象者が希望する 直接 実施者数（希望者数） 人 500

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

医師報償費 513 医師報償費 513 459 医師報償費 513 医師報償費 513
消耗品費 41 消耗品費 18 18 消耗品費 38 消耗品費 38
医薬材料費 54 医薬材料費 109 70 医薬材料費 110 医薬材料費 110
臨時職員賃金等 2,087 臨時職員賃金等 2,087 2,069 臨時職員賃金等 2,087 臨時職員賃金等 2,087

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,695 合　　計 2,727 2,616 合　　計 2,748 合　　計 2,748
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,695 2,727 2,616 2,748 2,748

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 880 880 880 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 2,087 2,087 2,069 2,087 2,087

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,575 3,607 3,496 3,628 3,628
(11)単位費用

7.77千円／人 7.84千円／人 8.07
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

永久歯のむし歯の発生は学齢期に集中しており、特に学童期では、就学前の時期から始まった乳歯のむし歯と生えたばか ●①事前確認での想定どおり
りの永久歯が混在する時期であるため、小学校より前にむし歯の予防を推進することが非常に重要である。フッ素洗口は ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 定期的かつ継続的に行うことが重要であることから、集団応用が確実に実施でき、大きな効果が得られる保育園、幼稚園 ○要
   背景は？(事業の必要性) 、こども園での実施が必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

フッ化物洗口は定期的かつ継続的に行うことが重要であることから、集団応用が確実に実施でき、大きな効果が得られる
保育園・幼稚園・こども園での実施が必要であるため想定どおりとなった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった フッ化物洗口は定期的かつ継続的に行うことが重要であるこ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 とから、集団応用が確実に実施でき、大きな効果が得られる
□その他 　促進された 保育園・幼稚園・こども園での実施が必要である。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した また、実施の際には歯科医師や歯科衛生士の助言も必要であ
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ることから市主体で実施する必要がある。 ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
423 460 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

園や保護者の理解を得ることができたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 433 94.13
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,607 △32 3,496 96.92
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.9

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 12.75

人 10万円 12.39 97.18

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
フッ化物洗口事業を実施することにより、むし歯だけでなく歯みがき習慣など歯と口腔の健康づくりへの意識付けとなることから、今後も現状
どおり事業を実施していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2004 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 フッ素洗口事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成25年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,627 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 3,607 千円 (うち人件費 880 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31104 重点４ ○有 ●無 (計画名) 第２次心も身体も健康プラン 

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

妊婦・産婦・乳幼児とその保護者が健康に過ごすことができるよう、母子健診を充実します。また、育児



報提供を行い、予防接種法に基づく定 小児の任意予防接種を受けた児の保護者に対し、予防接種に要する費用の一部を助成することにより、保護
施策目的・

(2)目的 期接種の接種率の向上を図ります。また、任意接種についても、市民の費用負担の軽減を図るなど接種しや 事業目的 者の経済的負担を軽減するとともに、発病予防・重症化予防、及び集団感染の予防を図ることを目的とする
展開方向

すい体制を整備します。 。
＜小児インフルエンザ＞対象者：生後６か月～小学６年生、助成額：１，５００円/回、年度内一人２回ま ＜小児インフルエンザ＞７月：実施準備、接種協力医療機関依頼、８月：必要書類・物品準備、１０月～市
で。接種場所：市内契約医療機関等.時期：１０月～翌年１月３１日※契約医療機関外での接種は助成金交 内委託医療機関からの請求による委託料の支払、市外医療機関での接種者への助成金交付申請受付及び支払
付。 当該年度 ＜ロタウイルス＞毎月、前月出生者の予防接種ノート送付時に案内ちらし及び予診票を個別通知。市内委託
＜ロタウイルス＞対象者：１価ロタウイルスワクチン:生後６週から２４週０日までの乳児:５価ロタウイル 執行計画 医療機関からの請求による委託料の支払、市外医療機関での接種者への助成金交付申請受付及び支払

(3)事業内容 内　　容 スワクチン　生後６週から３２週０日までの乳児.接種回数：１価２回、５価３回。助成額：１価３，００ 【政策】＜風しん予防接種助成金＞千葉県風しん抗体検査を実施した妊娠を希望する女性等のうち、風しん
０円/回、５価２，０００円/回.接種場所：市内契約医療機関等※契約医療機関外での接種は助成金交付。 予防接種実施者への助成金交付申請受付及び支払
【政策】＜風しん予防接種助成金＞対象者：千葉県風しん抗体検査を実施した妊娠を希望する女性等に対し 接種者件数（延べ件数） 想定値 15,820当該年度
、風しん予防接種費用を助成する。 小児インフルエンザ14,920件、ロタウイルス900件 単位 件

活動結果指標 実績値 13,504

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 疾病の発症、重症化及び集団感染の予防を図るため、接種者数を増やす。 直接 接種者件数（延べ件数） 件 11,958 15,820

令和 2年度 疾病の発症、重症化及び集団感染の予防を図るため、接種者数を増やす。 直接 接種者件数（延べ件数） 件 15,850

令和 3年度 疾病の発症、重症化及び集団感染の予防を図るため、接種者数を増やす。 直接 接種者件数（延べ件数） 件 15,850

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

接種委託料 26,020 接種委託料 22,690 21,625 接種委託料 22,690 接種委託料 22,690
助成金（償還） 540 助成金（償還） 678 678 助成金（償還） 420 助成金（償還） 420
通信運搬費 14 通信運搬費 17 17 通信運搬費 13 通信運搬費 13
2・3号嘱託職員報酬等0.31人 800 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 800 800 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 800 2・3号嘱託職員報酬等0.31人 800
臨時職員賃金 296 臨時職員賃金 383 383 臨時職員賃金 334 臨時職員賃金 334

＊ 風しん予防接種助成金 30 30 ＊ 風しん予防接種助成金 15 ＊ 風しん予防接種助成金 15

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 27,670 合　　計 24,598 23,533 合　　計 24,272 合　　計 24,272
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 50 ％ 7 15 補助率 50 ％ 7 補助率 50 ％ 7
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 27,670 24,591 23,518 24,265 24,265

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.14 0.14 0.14 0.14 0.14
正職員人件費 1,232 1,232 1,232 1,232 1,232

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 800 800 800 800 800
臨時職員賃金額 296 334 383 334 334

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 28,902 25,830 24,765 25,504 25,504
(11)単位費用

1.83千円／件 1.63千円／件 1.83
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

予防接種法に位置付けがされていない任意予防接種であり、市が助成制度を実施することで、保護者の経済的負担を軽減 ●①事前確認での想定どおり
すると共に、疾病への罹患や罹患した場合でも重症化を防ぐことができる。また、多くの人が予防接種を受けることで感 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 染症の流行（集団感染）も防ぐことができることから、勧めていく必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

個別通知および広報等で周知することで、適切な時期に対象者が予防接種を受けられる体制を整えることができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主導で事業を進める事により、対象者に事業内容を行い

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 、接種率の高い水準の確保をすることができた。感染症の流
□その他 　促進された 行や集団感染を防ぐこともできた。公衆衛生の向上及び健康

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 増進のための重点事業として、事業の必要性が高い。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
11,958 15,820 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

個別通知・広報掲載・乳幼児健診等で保護者に周知を図ってきたが、目標値を下
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 13,504 85.36

回った。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 25,830 3,072 24,765 95.88
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

10.63

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 想定していた、接種者数を下回った為、目標値以下とな

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 った。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 61.25

件 10万円 54.53 89.03

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
予防接種事業は、感染症の発症予防・集団感染の予防を図る為に必要不可欠な事業であることから、今後も引き続き継続していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2080 課コード 0503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・健康づくり支援課

個別事業 小児等任意予防接種費用助成事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.14 人）
(1)事業概要

(当　初) 25,504 千円 (うち人件費 1,232 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 25,830 千円 (うち人件費 1,232 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 31102 重点なし ○有 ●無 (計画名) 健康福祉総合計画・子ども総合

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

感染症の罹患と重篤化を予防するため、予防接種についての十分な情


